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１．調査の目的 

本調査は、滋賀県内の中小企業・小規模事業者等の 10年間の変化や課題等について把握し、今後の中

小企業活性化施策の検討等にあたっての基礎資料とすることを目的とする。 

 

２．調査の概要 

・調査対象 ：滋賀県内 2,200事業所（製造業 900事業所、非製造業 1,300事業所） 

〔「令和元年経済センサス－基礎調査」の民営事業所データから 

中小企業者の規模に相当する事業所を無作為抽出〕 

※うち「宛先不明」等の郵便返戻先 85事業所 

・調査方法 ：郵送によるアンケート票配布、郵送回答およびＷＥＢ回答 

・調査期間 ：令和４年７月 15日（金）～ 同年８月５日（金） 

・有効回答数：876件（有効回答率 41.4％） 

うち製造業 373件、非製造業 481件、業種不明 22件 

うち郵送回答（FAX、ﾒｰﾙ含む）651件、ＷＥＢ回答 225件 

 

３．報告書の見方 

① 図表中の「ｎ」（Number of case）は、設問に対する回答者数のこと。 

② 回答比率（％）は回答者数（ｎ）を 100％として算出し、小数点以下第２位を四捨五入して算出した。 

そのため、比率の合計が 100％にならないことがある。 

③ 設問の選択肢に複数の回答を認めている場合、回答比率（％）の合計が 100％を超えることがある。 

④ クロス集計の図表では一部で「無回答」を表示していないが、全体の件数には含まれていることから、

各分析項目の件数の合計が全体の件数と一致しないことがある。 

⑤ 本文や図表中の選択肢の表記は、場合によっては語句を短縮・簡略化することがある。 
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４．調査結果（回答者の属性） 

（１）事業所従業員数 

・事業所従業員数は、「５人以下」が最も多く、全体の半数近くを占めた（47.7％）。次いで「11～50人」

（28.1％）、「６～10人」（12.1％）、「51～100人」「101人以上」（ともに 6.0％）。 

【図表１】事業所従業員数 

 

 

（２）資本金 

・資本金は、「500万円以下、個人事業主」が最も多く、全体の半数近くを占めた（45.0％）。次いで「1,000

万円超～5,000万円以下」（28.6％）、「500万円超～1,000万円以下」（19.0％）、「5,000万円超～１億円

以下」（7.0％）、「１億円超」（0.5％）。 

【図表２】資本金 

 

５人以下 , 47.7%

６～10人, 12.1%

11～50人, 28.1%

51～100人, 6.0%

101人以上, 6.0%

（ｎ＝865）

500万円以下、

個人事業主, 

45.0%

500万円超～1,000万円以下, 19.0%

1,000万円超～

5,000万円以下, 

28.6%

5,000万円超～１億円以下, 7.0%

１億円超, 0.5%

（ｎ＝858）
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（３）事業所の地域 

・事業所の地域別割合は、「南部地域」が 22.2％で最も高く、次いで「大津地域」（19.1％）、「東近江地

域」（15.4％）、「湖北地域」（12.7％）、「湖東地域」（12.1％）、「甲賀地域」（11.6％）、「高島地域」（6.9％）。 

【図表３】事業所の地域 

 

 

（４）業種 

・業種は、「製造業」では「その他の製造業」（7.6％）、「繊維工業」（6.1％）、「金属製品製造業」（4.8％）

などの比率が高く、「非製造業」では「小売業」（9.0％）、「建設業」（8.2％）、「サービス業（他に分類さ

れないもの）」（8.0％）などで高い比率となった。 

【図表４】業種 

 

 

大津地域（大津市）, 

19.1%

南部地域（草津市、

守山市、栗東市、野洲市）, 

22.2%

甲賀地域（甲賀市、湖南市）, 11.6%

東近江地域（東近江市、

近江八幡市、日野町、竜王町）, 

15.4%

湖東地域（彦根市、

愛荘町、豊郷町、

甲良町、多賀町）, 

12.1%

湖北地域（米原市、長浜市）, 

12.7%

高島地域（高島市）, 6.9%

（ｎ＝869）

回答数 構成比率 回答数 構成比率
36 4.2% 9 1.1%
4 0.5% 2 0.2%

52 6.1% 70 8.2%
16 1.9% 13 1.5%
7 0.8% 7 0.8%
8 0.9% 17 2.0%

11 1.3% 4 0.5%
8 0.9% 36 4.2%

24 2.8% 22 2.6%
1 0.1% 37 4.3%

24 2.8% 77 9.0%
8 0.9% 22 2.6%

10 1.2% 19 2.2%
41 4.8% 7 0.8%
7 0.8% 15 1.8%

12 1.4% 39 4.6%
5 0.6% 4 0.5%
7 0.8% 68 8.0%

20 2.3% 13 1.5%
7 0.8%

65 7.6%

373 43.7% 481 56.3%

業務用機械器具製造業

学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業

窯業・土石製品製造業
鉄鋼業

非鉄金属製造業

はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業

製造業

食料品製造業
飲料・たばこ・飼料製造業

金属製品製造業

化学工業

繊維工業
木材・木製品製造業(家具を除く)

家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

小売業
飲食店

金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業

生活関連サービス業、娯楽業
卸売業

非製造業

農林漁業
鉱業、採石業、砂利採取業

建設業
電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業
運輸業、郵便業

小計

学習、教育支援業
医療、福祉(介護を含む)
複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの)
その他の非製造業

輸送用機械器具製造業
その他の製造業

電気機械器具製造業

小計
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５．調査結果（アンケート結果） 

 問１．事業活動について                              

（１）事業内容について 

①自社ブランド製商品の有無 

■「無」が「全体」で８割強も、「食料品製造業」「生産用機械器具製造業」では「有」が半数を占める 

・自社ブランド製商品の有無は、「無」が８割強を占め（81.5％）、「有」は２割弱（18.5％）だった。 

・従業員数別にみると、「５人以下」では「有」が１割強（11.7％）だったが、従業員数が多くなるにつ

れて「有」の割合は上昇しており、「101人以上」では３分の１（33.3％）が「有」と回答した。 

・業種別にみると、製造業は非製造業よりも「有」の回答割合が高い傾向にある。特に製造業では「食料

品製造業」「生産用機械器具製造業」で半数が「有」と回答した（ともに 50.0％）。一方、非製造業で

は「有」の割合が最も高い「飲食店」でも２割強（22.7％）であり、「有」がゼロの業種もあった（「電

気・ガス・熱供給・水道業」「生活関連サービス業、娯楽業」「その他の非製造業」）。 

【図表５－１】自社ブランド製商品の有無 

 

 

【図表５－２】自社ブランド製商品の有無 × 従業員数 

 

 

 

有, 18.5 無, 81.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ｎ＝855）

18.5

11.7

17.5

25.5

26.9

33.3

81.5

88.3

82.5

74.5

73.1

66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=855）

５人以下（n=401）

６～10人（n=103）

11～50人（n=239）

51～100人（n=52）

101人以上（n=51）

有 無
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【図表５－３】自社ブランド製商品の有無 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

18.5

50.0

28.8

6.3

45.5

33.3

39.1

20.0

9.8

50.0

35.0

30.2

81.5

50.0

71.2

93.8

54.5

66.7

60.9

80.0

90.2

50.0

65.0

69.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=855）

食料品製造業（n=34）

繊維工業（n=52）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=16）

印刷・同関連業（n=11）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=23）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=63）

有 無

18.5

4.4

0.0

5.9

2.8

0.0

21.6

19.7

22.7
10.5

7.1

2.8

4.5

0.0

81.5

95.6

100.0

94.1

97.2

100.0

78.4

80.3

77.3

89.5

92.9

97.2

95.5

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=855）

建設業（n=68）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13）

運輸業、郵便業（n=17）

不動産業、物品賃貸業（n=36）

生活関連サービス業、娯楽業（n=20）

卸売業（n=37）

小売業（n=76）

飲食店（n=22）

学術研究、専門・技術サービス業（n=19）

学習、教育支援業（n=14）

医療、福祉(介護を含む)（n=36）

サービス業（他に分類されないもの)（n=66）

その他の非製造業（n=13）

有 無
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②自社独自技術、サービス、ビジネスモデルの有無 

■「無」が「全体」で８割強も、「生産用機械器具製造業」「窯業・土石製品製造業」では 

「有」が約半数を占める 

・自社独自技術、サービス、ビジネスモデルの有無は、「無」が８割強を占め（82.6％）、「有」は２割弱

（17.4％）にとどまった。 

・従業員数別にみると、「有」が最も高いのは「11～50 人」で 23.8％。次いで「101 人以上」（23.5％）、

「51～100人」（19.2％）。 

・業種別にみると、製造業は非製造業よりも「有」の回答割合が高い傾向にある。特に製造業では「生産

用機械器具製造業」（50.0％）や「窯業・土石製品製造業」（47.8％）、「その他の製造業」（37.1％）で

高くなった。一方、非製造業では「有」の割合が最も高い「サービス業（他に分類されないもの）」で

も２割弱（17.2％）にとどまり、「不動産業、物品賃貸業」は「有」との回答がなかった。 

【図表６－１】自社独自技術、サービス、ビジネスモデル 

 

 

【図表６－２】自社独自技術、サービス、ビジネスモデル × 従業員数 

 

 

 

 

有, 17.4 無, 82.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ｎ＝850）

17.4

12.7

16.8

23.8

19.2

23.5

82.6

87.3

83.2

76.2

80.8

76.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=850）

５人以下（n=402）

６～10人（n=101）

11～50人（n=235）

51～100人（n=52）

101人以上（n=51）

有 無
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【図表６－３】自社独自技術、サービス、ビジネスモデル × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

17.4

32.4

26.0

6.3

20.8

47.8

20.0

12.2

50.0

25.0

37.1

82.6

67.6

74.0

93.8

79.2

52.2

80.0

87.8

50.0

75.0

62.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=850）

食料品製造業（n=34）

繊維工業（n=50）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=16）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=23）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=62）

有 無

17.4

7.2

7.7

11.8

0.0

5.0

13.5

8.0

4.5

5.3

14.3

8.3

17.2

15.4

82.6

92.8

92.3

88.2

100.0

95.0

86.5

92.0

95.5

94.7

85.7

91.7

82.8

84.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=850）

建設業（n=69）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13）

運輸業、郵便業（n=17）

不動産業、物品賃貸業（n=36）

生活関連サービス業、娯楽業（n=20）

卸売業（n=37）

小売業（n=75）

飲食店（n=22）

学術研究、専門・技術サービス業（n=19）

学習、教育支援業（n=14）

医療、福祉(介護を含む)（n=36）

サービス業（他に分類されないもの)（n=64）

その他の非製造業（n=13）

有 無
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③自社の産業財産権（特許権 実用新案権 意匠権 商標権など）保有の有無 

■「無」が「全体」で８割強だが、製造業では「有」が３割近くを占める 

・自社の産業財産権保有の有無は、「無」が約 85％（84.9％）を占め、「有」は約 15％（15.1％）だった。 

・従業員数別にみると、「５人以下」では「有」が 6.9％だったが、従業員数が多くなるにつれて「有」

の割合は上昇しており、「101人以上」では半数近く（45.1％）が「有」と回答した。 

・業種別にみると、製造業は非製造業よりも「有」の回答割合が高い傾向にある。特に製造業では「プラ

スチック製品製造業」「窯業・土石製品製造業」（ともに 37.5％）、「印刷・同関連業」（36.4％）、「電気

機械器具製造業」（35.0％）で高くなった。一方、非製造業では「有」の割合が最も高い「飲食店」で

も１割強（13.6％）にとどまり、「電気・ガス・熱供給・水道業」と「医療、福祉（介護を含む）」は「有」

との回答がなかった。 

【図表７－１】自社の産業財産権 

 

 

【図表７－２】自社の産業財産権 × 従業員数

 

 

 

 

 

有, 15.1

無, 84.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ｎ＝856）

15.1

6.9

13.7

18.9

35.3

45.1

84.9

93.1

86.3

81.1

64.7

54.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=856）

５人以下（n=405）

６～10人（n=102）

11～50人（n=238）

51～100人（n=51）

101人以上（n=51）

有 無
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【図表７－３】自社の産業財産権 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 
※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

15.1
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23.5

6.3

36.4

37.5

37.5

10.0

12.5

25.0

35.0

25.0

84.9

70.6

76.5

93.8

63.6

62.5

62.5

90.0

87.5

75.0

65.0

75.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=856）

食料品製造業（n=34）

繊維工業（n=51）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=16）

印刷・同関連業（n=11）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=24）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=40）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=64）

有 無

15.1
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0.0

11.8

2.8

4.8

10.8

6.7

13.6

10.5

7.1

0.0

4.5

8.3

84.9

95.7

100.0

88.2

97.2

95.2

89.2

93.3

86.4

89.5

92.9

100.0

95.5

91.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=856）

建設業（n=69）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13）

運輸業、郵便業（n=17）

不動産業、物品賃貸業（n=36）

生活関連サービス業、娯楽業（n=21）

卸売業（n=37）

小売業（n=75）

飲食店（n=22）

学術研究、専門・技術サービス業（n=19）

学習、教育支援業（n=14）

医療、福祉(介護を含む)（n=36）

サービス業（他に分類されないもの)（n=66）

その他の非製造業（n=12）

有 無
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④産業財産権の内訳（複数回答） 

■産業財産権の内訳は、「商標権」が約６割、「特許権」は５割弱 

・産業財産権の内訳は、「商標権」が 60.3％で最も回答割合が高い。次いで「特許権」（46.8％）、「意匠

権」（19.0％）。 

・従業員数別にみると、「５人以下」「６～10人」「11～50人」では「商標権」が最も高いが（順に 63.0％、

60.0％、62.8％）、「51～100人」「101人以上」では「特許権」が最も高い（順に 72.2％、68.2％）。 

・業種別にみると、製造業では「食料品製造業」「繊維工業」で「商標権」が最も高く（ともに 70.0％）、

「その他の製造業」で「特許権」が最も高い（68.8％）。 

【図表８－１】産業財産権の内訳（複数回答） 

 
 

【図表８－２】産業財産権の内訳 × 従業員数 

 

※回答率１位を有色で表示 

 

 

 

 

 

46.8

11.1
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5.6
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特許権 実用新案権 意匠権 商標権 その他

（％）

（ｎ＝126）
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権
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用

新

案
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権

商
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権

そ
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他

全体（n=126） 46.8 11.1 19.0 60.3 5.6

５人以下（n=27） 37.0 11.1 18.5 63.0 3.7

６～10人（n=15） 26.7 0.0 6.7 60.0 6.7

11～50人（n=43） 39.5 14.0 27.9 62.8 11.6

51～100人（n=18） 72.2 22.2 11.1 44.4 0.0

101人以上（n=22） 68.2 4.5 18.2 63.6 0.0
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【図表８－３】産業財産権の内訳 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

回答数が 10社以上の業種なし 

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示 
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全体（n=126） 46.8 11.1 19.0 60.3 5.6

食料品製造業（n=10） 30.0 10.0 10.0 70.0 10.0

繊維工業（n=10） 40.0 20.0 10.0 70.0 10.0

その他の製造業（n=16） 68.8 25.0 25.0 50.0 0.0
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（２）自社の「①現在の強み」と「②現在の課題」、「③今後強化したいもの」 

①現在の強み（３つまで） 

■現在の強みは、「取引先との信頼関係」が約半数、「技術力」が４割弱 

・現在の強みは、「取引先との信頼関係」の回答割合が最も高く、約半数（49.7％）を占め、次いで「技

術力」（37.3％）、「人材」（18.5％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で「取引先との信頼関係」が最も高くなり、特に「51～100人」では

約７割を占めた（69.2％）。 

・業種別にみると、「取引先との信頼関係」は製造業では「プラスチック製品製造業」（66.7％）、非製造

業では「学術研究、専門・技術サービス業」「建設業」「卸売業」（順に 72.2％、71.9％、70.3％）で特

に高い。「技術力」は製造業では「生産用機械器具製造業」（75.0％）、非製造業では「電気・ガス・熱

供給・水道業」「生活関連サービス業、娯楽業」（順に 63.6％、63.2％）で特に高い。また「人材」は

非製造業の「学習、教育支援業」「医療、福祉（介護を含む）」で突出して高くなった（順に 60.0％、

58.6％）。 

【図表９－１】現在の強み（３つまで） 
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【図表９－２】現在の強み × 従業員数 

 

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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18.5 37.3 10.3 3.4 4.5 13.1 6.8 7.1 2.5 49.7 6.2 3.2 3.4 11.6 12.1 4.2 10.8 7.4 7.4 9.6 13.2 6.2 3.3 1.4 4.8 4.6 4.8 1.8 1.3 3.3

５人以下

（n=343）
14.0 44.6 9.6 4.7 4.4 14.0 5.8 4.7 2.6 48.1 3.8 2.3 1.2 6.7 9.6 4.4 7.3 10.8 8.2 9.6 14.6 6.7 2.3 1.7 4.4 2.9 6.4 2.6 0.3 4.4

６～10人

（n=102）
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【図表９－３】現在の強み × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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18.5 37.3 10.3 3.4 4.5 13.1 6.8 7.1 2.5 49.7 6.2 3.2 3.4 11.6 12.1 4.2 10.8 7.4 7.4 9.6 13.2 6.2 3.3 1.4 4.8 4.6 4.8 1.8 1.3 3.3

食料品製造業

（n=32）
15.6 34.4 9.4 0.0 3.1 3.1 3.1 21.9 0.0 28.1 3.1 9.4 9.4 9.4 12.5 12.5 12.5 6.3 6.3 9.4 34.4 0.0 3.1 0.0 6.3 9.4 6.3 3.1 0.0 3.1

繊維工業

（n=48）
10.4 47.9 10.4 4.2 0.0 4.2 0.0 4.2 0.0 50.0 8.3 0.0 6.3 25.0 18.8 8.3 16.7 10.4 6.3 18.8 18.8 2.1 0.0 0.0 0.0 6.3 4.2 0.0 4.2 0.0

木材・木製品製造業(家具を除く)

（n=15）
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印刷・同関連業

（n=11）
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窯業・土石製品製造業

（n=23）
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（n=12）
0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 25.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 41.7 8.3 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0

電気機械器具製造業

（n=20）
0.0 20.0 10.0 5.0 0.0 5.0 5.0 15.0 0.0 45.0 5.0 0.0 5.0 50.0 20.0 10.0 25.0 10.0 10.0 5.0 20.0 0.0 0.0 0.0 10.0 5.0 0.0 0.0 5.0 0.0

その他の製造業

（n=58）
12.1 41.4 3.4 6.9 0.0 6.9 1.7 6.9 0.0 51.7 6.9 3.4 1.7 15.5 15.5 10.3 8.6 20.7 1.7 8.6 27.6 1.7 5.2 0.0 6.9 10.3 0.0 3.4 1.7 1.7
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（n=785）
18.5 37.3 10.3 3.4 4.5 13.1 6.8 7.1 2.5 49.7 6.2 3.2 3.4 11.6 12.1 4.2 10.8 7.4 7.4 9.6 13.2 6.2 3.3 1.4 4.8 4.6 4.8 1.8 1.3 3.3

建設業

（n=64）
29.7 53.1 10.9 3.1 3.1 14.1 1.6 4.7 0.0 71.9 9.4 4.7 0.0 1.6 10.9 1.6 10.9 1.6 6.3 6.3 4.7 3.1 3.1 1.6 4.7 1.6 6.3 1.6 0.0 3.1

電気・ガス・熱供給・水道業

（n=11）
18.2 63.6 18.2 0.0 0.0 9.1 9.1 9.1 0.0 63.6 9.1 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0

運輸業、郵便業

（n=16）
31.3 18.8 0.0 0.0 6.3 12.5 6.3 6.3 0.0 68.8 6.3 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 12.5 0.0 0.0 31.3 0.0 6.3 12.5 0.0 6.3 6.3 6.3 0.0 0.0 6.3

不動産業、物品賃貸業

（n=30）
13.3 3.3 10.0 3.3 26.7 23.3 10.0 6.7 10.0 53.3 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 13.3 6.7 0.0 6.7 6.7 0.0 3.3 6.7 13.3 0.0 3.3 13.3

生活関連サービス業、娯楽業

（n=19）
15.8 63.2 15.8 0.0 5.3 21.1 10.5 5.3 5.3 31.6 5.3 0.0 0.0 5.3 5.3 0.0 5.3 5.3 5.3 10.5 5.3 10.5 5.3 5.3 10.5 5.3 5.3 5.3 0.0 0.0

卸売業

（n=37）
16.2 13.5 10.8 0.0 5.4 27.0 21.6 5.4 0.0 70.3 5.4 2.7 0.0 10.8 32.4 0.0 5.4 0.0 2.7 2.7 2.7 18.9 2.7 2.7 2.7 5.4 2.7 2.7 2.7 2.7

小売業

（n=63）
20.6 20.6 11.1 1.6 1.6 22.2 30.2 14.3 6.3 57.1 1.6 3.2 0.0 4.8 6.3 0.0 9.5 0.0 6.3 7.9 7.9 14.3 1.6 0.0 4.8 4.8 3.2 1.6 0.0 3.2

飲食店

（n=19）
10.5 26.3 5.3 10.5 0.0 10.5 5.3 15.8 0.0 10.5 5.3 10.5 0.0 5.3 5.3 10.5 21.1 0.0 21.1 15.8 15.8 10.5 0.0 0.0 10.5 0.0 5.3 5.3 0.0 10.5

学術研究、専門・技術サービス業

（n=18）
33.3 50.0 11.1 11.1 0.0 22.2 0.0 5.6 5.6 72.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 5.6 5.6 0.0 11.1 5.6 0.0 5.6 0.0 11.1 5.6 5.6 0.0 5.6

学習、教育支援業

（n=10）
60.0 50.0 20.0 0.0 10.0 10.0 10.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 30.0 20.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 10.0 0.0 0.0 10.0

医療、福祉(介護を含む)

（n=29）
58.6 51.7 6.9 0.0 13.8 17.2 3.4 3.4 3.4 20.7 0.0 0.0 0.0 0.0 10.3 0.0 6.9 0.0 6.9 6.9 3.4 6.9 3.4 0.0 0.0 6.9 0.0 6.9 0.0 6.9

サービス業（他に分類されないもの)

（n=60）
25.0 48.3 15.0 6.7 8.3 20.0 3.3 10.0 5.0 50.0 3.3 0.0 1.7 0.0 6.7 1.7 1.7 1.7 6.7 8.3 11.7 8.3 8.3 6.7 5.0 6.7 3.3 0.0 0.0 1.7

その他の非製造業

（n=13）
15.4 38.5 15.4 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 0.0 38.5 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 7.7 7.7 0.0 15.4 0.0 15.4 0.0 0.0 23.1
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②現在の課題（３つまで） 

■現在の課題は、「101人以上」では「人材」、「５人以下」では「資金力」や「販売力」が高い 

・現在の課題は、「人材」が 56.3％と突出して高い。次いで「資金力」（21.5％）、「販売力」（19.7％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で「人材」が最も高くなった。従業員数が多くなるにつれて、割合が

高くなっており「101 人以上」では８割を超えた（83.3％）。また。「企画力、営業力」（51～100 人：

27.5％など）や「生産効率・作業効率」（51～100 人：37.3％など）は従業員数の多い事業者で高くな

る傾向がみられたが、「資金力」（５人以下：30.2％など）や「販売力」（５人以下：24.0％など）は従

業員数の少ない事業者で比較的高くなった。 

・業種別にみると、ほぼ全ての業種で「人材」が最も高くなっている。製造業では「生産用機械器具製造業」

「プラスチック製品製造業」（順に 83.3％、70.8％）で特に高く、非製造業では「その他の非製造業」「電

気・ガス・熱供給・水道業」（順に 75.0％、72.7％）で特に高い。また、「資金力」は、製造業では「生産

用機械器具製造業」（41.7％）、非製造業では「飲食店」（50.0％）で最も高く、「販売力」は製造業では「食

料品製造業」（33.3％）、非製造業では「生活関連サービス業、娯楽業」（31.6％）で最も高くなった。 

【図表 10－１】現在の課題（３つまで） 
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【図表 10－２】現在の課題 × 従業員数 

  

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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（n=775）
56.3 11.1 13.3 3.5 8.1 10.2 19.7 5.0 14.8 2.5 21.5 6.6 6.6 1.7 3.7 0.8 6.5 1.2 7.1 2.3 5.5 5.5 6.3 8.0 16.0 2.2 12.3 3.6 0.6 3.5

５人以下

（n=334）
38.9 9.0 10.2 3.9 11.1 11.4 24.0 5.4 18.9 3.3 30.2 5.4 7.2 1.5 5.4 1.5 5.7 0.9 6.0 2.4 5.4 4.5 6.6 7.2 9.3 2.1 9.6 2.1 0.6 5.4

６～10人

（n=102）
61.8 10.8 6.9 4.9 6.9 11.8 16.7 3.9 14.7 1.0 18.6 6.9 5.9 2.0 3.9 0.0 8.8 2.0 11.8 2.9 6.9 8.8 3.9 9.8 16.7 1.0 9.8 4.9 0.0 2.0

11～50人

（n=232）
69.8 12.9 15.1 3.4 5.2 8.6 17.2 5.2 13.4 2.2 15.1 6.5 6.5 0.9 2.6 0.4 4.7 1.3 6.9 2.2 5.2 6.0 6.0 8.6 18.5 1.7 17.2 6.0 1.3 1.3

51～100人

（n=51）
70.6 11.8 27.5 0.0 7.8 11.8 15.7 5.9 2.0 3.9 7.8 5.9 2.0 5.9 2.0 0.0 11.8 2.0 5.9 2.0 7.8 3.9 5.9 13.7 37.3 3.9 13.7 0.0 0.0 3.9

101人以上

（n=48）
83.3 14.6 22.9 0.0 4.2 4.2 12.5 4.2 8.3 0.0 12.5 16.7 8.3 2.1 0.0 0.0 8.3 0.0 8.3 2.1 2.1 6.3 12.5 0.0 27.1 6.3 10.4 4.2 0.0 4.2
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【図表 10－３】現在の課題 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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（n=775）
56.3 11.1 13.3 3.5 8.1 10.2 19.7 5.0 14.8 2.5 21.5 6.6 6.6 1.7 3.7 0.8 6.5 1.2 7.1 2.3 5.5 5.5 6.3 8.0 16.0 2.2 12.3 3.6 0.6 3.5

食料品製造業

（n=33）
39.4 3.0 12.1 9.1 3.0 3.0 33.3 9.1 21.2 0.0 24.2 9.1 6.1 3.0 0.0 0.0 18.2 3.0 3.0 6.1 3.0 0.0 6.1 0.0 27.3 3.0 9.1 9.1 3.0 3.0

繊維工業

（n=45）
53.3 17.8 13.3 2.2 6.7 6.7 20.0 6.7 4.4 4.4 26.7 6.7 11.1 6.7 4.4 0.0 13.3 2.2 13.3 4.4 6.7 0.0 2.2 6.7 22.2 2.2 4.4 4.4 0.0 4.4

木材・木製品製造業(家具を除く)

（n=14）
21.4 14.3 7.1 0.0 7.1 7.1 14.3 14.3 14.3 0.0 21.4 28.6 0.0 0.0 7.1 7.1 7.1 7.1 0.0 7.1 14.3 7.1 0.0 7.1 7.1 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0

プラスチック製品製造業

（n=24）
70.8 29.2 16.7 0.0 4.2 0.0 20.8 4.2 12.5 0.0 8.3 8.3 16.7 8.3 4.2 4.2 4.2 8.3 4.2 8.3 4.2 0.0 4.2 0.0 29.2 0.0 12.5 4.2 0.0 0.0

窯業・土石製品製造業

（n=22）
50.0 18.2 4.5 0.0 9.1 9.1 22.7 9.1 18.2 0.0 18.2 9.1 9.1 4.5 4.5 0.0 13.6 9.1 13.6 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 13.6 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0

金属製品製造業

（n=37）
64.9 18.9 10.8 0.0 2.7 2.7 5.4 0.0 8.1 0.0 18.9 0.0 16.2 2.7 16.2 2.7 10.8 0.0 5.4 0.0 8.1 5.4 8.1 8.1 24.3 0.0 16.2 10.8 5.4 0.0

生産用機械器具製造業

（n=12）
83.3 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 25.0 25.0 8.3 8.3 41.7 16.7 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 8.3 0.0 8.3 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業

（n=20）
65.0 20.0 10.0 0.0 0.0 15.0 10.0 0.0 5.0 0.0 5.0 15.0 15.0 5.0 5.0 0.0 25.0 0.0 15.0 0.0 10.0 0.0 10.0 5.0 30.0 0.0 10.0 5.0 0.0 0.0

その他の製造業

（n=56）
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（n=775）
56.3 11.1 13.3 3.5 8.1 10.2 19.7 5.0 14.8 2.5 21.5 6.6 6.6 1.7 3.7 0.8 6.5 1.2 7.1 2.3 5.5 5.5 6.3 8.0 16.0 2.2 12.3 3.6 0.6 3.5

建設業

（n=64）
56.3 10.9 18.8 3.1 9.4 9.4 17.2 7.8 18.8 0.0 9.4 9.4 3.1 0.0 3.1 0.0 3.1 0.0 12.5 3.1 1.6 3.1 10.9 10.9 18.8 1.6 14.1 3.1 0.0 0.0

電気・ガス・熱供給・水道業

（n=11）
72.7 0.0 0.0 0.0 9.1 18.2 0.0 9.1 18.2 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 0.0 9.1 18.2 0.0 18.2 9.1 0.0 9.1

運輸業、郵便業

（n=16）
56.3 6.3 12.5 0.0 12.5 6.3 6.3 0.0 12.5 0.0 37.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 12.5 0.0 18.8 0.0 12.5 37.5 6.3 18.8 0.0 0.0 0.0

不動産業、物品賃貸業

（n=29）
34.5 3.4 17.2 13.8 13.8 24.1 20.7 0.0 20.7 10.3 41.4 0.0 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 10.3 0.0 6.9 3.4 6.9 3.4 0.0 3.4 6.9 0.0 0.0 3.4

生活関連サービス業、娯楽業

（n=19）
57.9 5.3 26.3 5.3 10.5 15.8 31.6 5.3 10.5 0.0 21.1 0.0 5.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 10.5 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 5.3 5.3 10.5

卸売業

（n=36）
66.7 13.9 19.4 5.6 2.8 16.7 19.4 0.0 13.9 5.6 2.8 13.9 2.8 0.0 2.8 2.8 5.6 0.0 2.8 0.0 2.8 8.3 8.3 8.3 11.1 5.6 27.8 0.0 0.0 2.8

小売業

（n=65）
53.8 6.2 10.8 3.1 10.8 12.3 30.8 0.0 16.9 4.6 23.1 3.1 3.1 0.0 0.0 0.0 4.6 0.0 3.1 3.1 4.6 6.2 12.3 15.4 6.2 4.6 18.5 0.0 0.0 4.6

飲食店

（n=20）
50.0 0.0 10.0 0.0 5.0 20.0 20.0 5.0 20.0 5.0 50.0 5.0 5.0 0.0 0.0 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0 10.0 15.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 0.0 15.0

学術研究、専門・技術サービス業

（n=19）
63.2 15.8 21.1 5.3 26.3 10.5 5.3 0.0 5.3 5.3 10.5 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 5.3 0.0 0.0 5.3 5.3 10.5 5.3 15.8 15.8 0.0 15.8 0.0 0.0 10.5

医療、福祉(介護を含む)

（n=28）
50.0 14.3 7.1 3.6 14.3 10.7 14.3 3.6 32.1 0.0 14.3 3.6 0.0 0.0 3.6 0.0 3.6 0.0 0.0 0.0 3.6 17.9 3.6 21.4 10.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの)

（n=60）
60.0 13.3 18.3 0.0 11.7 18.3 10.0 8.3 25.0 5.0 21.7 1.7 1.7 0.0 1.7 0.0 0.0 0.0 3.3 1.7 5.0 6.7 5.0 13.3 8.3 5.0 13.3 3.3 0.0 6.7

その他の非製造業

（n=12）
75.0 33.3 8.3 0.0 8.3 16.7 0.0 8.3 8.3 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3
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③今後強化したいもの（３つまで） 

■今後強化したいものは、「人材」が４割強、次いで「技術力」が２割強 

・今後強化したいものは、「人材」の回答割合が 43.8％と突出して高い。次いで「技術力」（21.0％）、「販

売力」（18.6％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で「人材」が最も高くなっており、「51～100人」「６～10人」（順に

66.7％、57.6％）などが特に高くなった。ほとんどの区分で５割を超えたが、「５人以下」（27.9％）の

み５割を下回った。 

・業種別にみると、ほぼ全ての業種で「人材」が最も高くなっている。製造業では「プラスチック製品製

造業」「生産用機械器具製造業」（ともに 50.0％）で半数を占め、非製造業では「卸売業」「サービス業

（他に分類されないもの）」「医療、福祉（介護を含む）」（順に 57.6％、52.5％、51.9％）などで５割

を超えた。 

【図表 11－１】今後強化したいもの（３つまで） 
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【図表 11－２】今後強化したいもの × 従業員数 

  

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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43.8 21.0 14.2 3.7 8.8 11.2 18.6 7.3 15.0 7.2 12.7 3.7 5.5 1.6 4.3 1.8 6.8 4.3 5.4 5.4 12.2 7.8 8.2 7.2 17.0 3.0 5.8 5.2 2.6 2.4

５人以下

（n=323）
27.9 17.6 11.8 4.0 12.1 13.6 21.1 6.2 20.4 11.1 15.5 3.1 5.6 1.2 4.6 3.1 5.3 5.3 4.6 4.6 13.6 6.8 7.4 6.5 12.7 3.1 6.5 4.0 1.9 3.7

６～10人

（n=99）
57.6 20.2 14.1 7.1 5.1 12.1 21.2 6.1 10.1 5.1 13.1 3.0 4.0 1.0 2.0 2.0 7.1 7.1 2.0 8.1 7.1 7.1 7.1 6.1 20.2 3.0 1.0 5.1 4.0 2.0

11～50人

（n=234）
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51～100人
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【図表 11－３】今後強化したいもの × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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食料品製造業
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43.8 21.0 14.2 3.7 8.8 11.2 18.6 7.3 15.0 7.2 12.7 3.7 5.5 1.6 4.3 1.8 6.8 4.3 5.4 5.4 12.2 7.8 8.2 7.2 17.0 3.0 5.8 5.2 2.6 2.4

建設業

（n=62）
50.0 27.4 17.7 4.8 9.7 12.9 14.5 4.8 16.1 4.8 9.7 3.2 1.6 0.0 4.8 0.0 11.3 3.2 0.0 4.8 4.8 8.1 11.3 8.1 19.4 6.5 8.1 1.6 0.0 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業

（n=10）
20.0 30.0 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 0.0 40.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 10.0 0.0 10.0 20.0 0.0 10.0 0.0 0.0 10.0

運輸業、郵便業

（n=16）
50.0 6.3 12.5 0.0 12.5 12.5 6.3 0.0 12.5 6.3 18.8 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 18.8 12.5 12.5 12.5 0.0 6.3 18.8 12.5 18.8 0.0 0.0 0.0

不動産業、物品賃貸業

（n=29）
27.6 6.9 24.1 6.9 20.7 20.7 24.1 10.3 27.6 13.8 20.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 10.3 3.4 3.4 6.9 17.2 6.9 0.0 0.0 3.4 0.0 0.0 6.9

生活関連サービス業、娯楽業

（n=19）
26.3 15.8 0.0 5.3 15.8 10.5 21.1 5.3 21.1 0.0 10.5 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 5.3 10.5 10.5 10.5 0.0 15.8 5.3 10.5 10.5 5.3 21.1

卸売業

（n=33）
57.6 9.1 24.2 0.0 6.1 9.1 24.2 9.1 18.2 12.1 18.2 9.1 6.1 0.0 3.0 0.0 3.0 3.0 6.1 0.0 15.2 15.2 6.1 15.2 3.0 0.0 15.2 0.0 0.0 0.0

小売業

（n=66）
45.5 13.6 9.1 0.0 7.6 13.6 30.3 6.1 22.7 12.1 16.7 1.5 1.5 1.5 1.5 0.0 1.5 1.5 1.5 1.5 15.2 12.1 7.6 13.6 4.5 1.5 7.6 3.0 4.5 3.0

飲食店

（n=20）
45.0 5.0 15.0 0.0 0.0 15.0 35.0 15.0 35.0 0.0 30.0 0.0 5.0 5.0 5.0 0.0 5.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 5.0 0.0 0.0 5.0

学術研究、専門・技術サービス業

（n=19）
47.4 26.3 31.6 10.5 10.5 10.5 0.0 0.0 5.3 5.3 21.1 5.3 5.3 0.0 0.0 0.0 5.3 5.3 5.3 0.0 5.3 5.3 10.5 5.3 21.1 0.0 5.3 10.5 5.3 10.5

医療、福祉(介護を含む)

（n=27）
51.9 14.8 3.7 3.7 11.1 18.5 3.7 7.4 11.1 3.7 11.1 0.0 0.0 0.0 3.7 3.7 3.7 0.0 3.7 7.4 11.1 7.4 14.8 18.5 11.1 3.7 0.0 3.7 0.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの)

（n=59）
52.5 27.1 25.4 1.7 15.3 25.4 13.6 6.8 10.2 11.9 11.9 0.0 0.0 0.0 5.1 0.0 0.0 0.0 8.5 1.7 3.4 8.5 6.8 16.9 15.3 3.4 3.4 5.1 0.0 0.0

その他の非製造業

（n=12）
50.0 41.7 8.3 0.0 16.7 25.0 16.7 8.3 0.0 8.3 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 8.3 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3
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 問２．最近の業況について（事業所単位）                        

（１）直近の決算での売上高 

■直近の決算での売上高は、「５人以下」では「１千万円未満」が約半数 

・直近の決算での売上高は、「１千万円未満」が 25.3％で最も高く全体の４分の１を占めた。次いで「３

千万以上～１億円未満」（17.3％）、「１億以上～３億円未満」（16.6％）。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれて売上高は増加傾向にある。「１千万円未満」は「５

人以下」で半数を占めて最も高い（50.3％）。 

・業種別にみると、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」などで「１千万円未満」が最も高く（43.8％）、

「非鉄金属製造業」で「３億以上～10億円未満」が最も高い（40.0％）。一方、非製造業では「学習、教育

支援業」「生活関連サービス業、娯楽業」で「１千万円未満」が過半数を占めた（順に 66.7％、54.5％）。 

【図表 12－１】直近の決算での売上高 

  

【図表 12－２】直近の決算での売上高 × 従業員数 
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0.0 
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11～50人（n=237）

51～100人（n=51）

101人以上（n=51）

１千万円未満 １千万以上～３千万円未満 ３千万以上～１億円未満

１億以上～３億円未満 ３億以上～10億円未満 10億以上～25億円未満

25億以上～50億円未満 50億以上～100億円未満 100億円以上
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【図表 12－３】直近の決算での売上高 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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電気・ガス・熱供給・水道業（n=12）

運輸業、郵便業（n=16）
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１億以上～３億円未満 ３億以上～10億円未満 10億以上～25億円未満

25億以上～50億円未満 50億以上～100億円未満 100億円以上
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（２）現在（令和４年４月）の売上高（過去対比） 

■現在の売上高は、「３年前」対比までは「売上減少」が約半数 

・現在の売上高を過去と比べると、「大幅に増加（20％以上増加）」と「やや増加（５％以上～20％未満の

増加）」を合わせた［売上増加］は、「３年前」対比までは減少傾向にあるが（10 年前：35.0％→５年

前：34.1％→３年前：26.3％）、「１年前」対比ではやや上昇している（29.4％）。一方、「やや減少（５％

以上～20％未満の減少）」と「大幅に減少（20％以上減少）」を合わせた［売上減少］は、「10年前」対

比、「５年前」対比、「３年前」対比では約半数を占めていたが（順に 49.5％、47.8％、48.6％）、「１

年前」対比では４割程度となった（39.1％）。 

・従業員数別にみると、コロナ前の「３年前」対比では、［売上増加］が「51～100人」で約６割（60.8％）

を占めたが、「５人以下」では 15.7％だった。また、「５人以下」では［売上減少］が約６割を占めた

（60.8％）。一方、コロナ禍の「１年前」対比では、［売上増加］は「５人以下」で２割弱（16.3％）だ

ったが、それ以外では４～５割程度（６～10 人：40.0％、11～50 人：39.1％、51～100 人：47.0％、

101人以上：45.1％）、［売上減少］は「５人以下」で約半数（50.6％）だったが、それ以外では２～３

割程度だった（６～10 人：32.4％、11～50 人：29.8％、51～100 人：21.6％、101 人以上：21.6％）。 

・業種別にみると、製造業の「３年前」対比では、［売上増加］は「電気機械器具製造業」（50.0％）、［売

上減少］は「繊維工業」（62.6％）、「印刷・同関連業」（60.0％）で高くなった。「１年前」対比では、

［売上増加］は「電気機械器具製造業」（45.0％）、［売上減少］は「その他の製造業」（46.8％）、「印刷・

同関連業」（45.5％）が高い。一方、非製造業の「３年前」対比では、「飲食店」の［売上減少］が突出

して高い（85.7％）。「１年前」対比では、［売上増加］は「学習、教育支援業」（45.5％）、［売上減少］

は「飲食店」（52.4％）、「電気・ガス・熱供給・水道業」（46.2％）で高くなった。 

【図表 13－１】売上高（過去対比） 
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横ばい（±５％） やや減少（５％以上～20％未満の減少）

大幅に減少（20％以上減少）
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【図表 13－２】売上高（過去対比）× 従業員数 
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【図表 13－３】売上高（過去対比）× 業種 

＜製造業＞10 年前対比 

  

 

＜製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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＜製造業＞３年前対比 

  
 

＜製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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【図表 13－４】売上高（過去対比）× 業種 

＜非製造業＞10 年前対比 

  

 

＜非製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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＜非製造業＞３年前対比 

  

 

＜非製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（３）直近の決算での売上高経常利益率（経常利益額 ÷ 売上高） 

■売上高経常利益率は、「マイナス（経常赤字）」が「飲食店」では７割強で突出 

・売上高経常利益率は、「マイナス（経常赤字）」が約３割（30.6％）で最も高く、次いで「０％以上～２％

未満」（23.4％）、「４％以上～10％未満」（19.9％）。 

・従業員数別にみると、「マイナス（経常赤字）」は「５人以下」で４割強（41.7％）となったが、従業員

数が多くなるにつれて割合は低下傾向にある。また、「51～100人」「101人以上」では「４％以上～10％

未満」が４割弱を占めた（順に 37.3％、38.0％）。 

・業種別にみると、製造業では、「マイナス（経常赤字）」は「木材・木製品製造業（家具を除く）」で特に高い

（46.7％）。一方、「非鉄金属製造業」「金属製品製造業」では「10％以上」が３割程度だった（順に 30.0％、

28.9％）。非製造業では、「マイナス（経常赤字）」が「飲食店」で突出しており（71.4％）、「学術研究、専門技

術サービス業」なども高い（47.1％）。一方、「電気・ガス・熱供給・水道業」では「10％以上」が４割弱（38.5％）。 

【図表 14－１】売上高経常利益率 

  

【図表 14－２】売上高経常利益率 × 従業員数 
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４％以上～10％未満 10％以上
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【図表 14－３】売上高経常利益率 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

 

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（４）現在（令和４年４月）の経常利益（過去対比） 

■現在の経常利益（過去対比）は、従業員数が多くなるにつれて［黒字］の割合が上昇 

・現在の経常利益を過去と比べると、「黒字を維持・拡大」「黒字だが利益額は減少」「赤字から黒字に転

換」の３つを合わせた［黒字］は低下傾向にあり、特に「黒字を維持・拡大」の低下幅が大きい（10年

前：29.9％→５年前：27.9％→３年前：25.3％→１年前：24.9％）。一方、「黒字から赤字に転落」「赤

字だが損失額は縮小」「引き続き赤字で損失額が拡大」の３つを合わせた［赤字］は上昇傾向にあり、

特に「赤字だが損失額は縮小」の上昇幅が比較的大きい（10年前：11.2％→５年前：13.2％→３年前：

14.7％→１年前：17.2％）。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれて［黒字］の割合が上昇している。「10年前」対比と

「１年前」対比を比較すると、「５人以下」では［黒字］が 10.3 ポイント低下しているが（59.7％→

49.4％）、「51～100人」では 2.7ポイント、「101人以上」では 4.7ポイント上昇している（51～100人：

81.3％→84.0％、101 人以上：83.6％→88.3％）。コロナ前の「３年前」対比とコロナ禍の「１年前」

対比ではほとんど差がなかった。 

・業種別にみると、製造業では、「３年前」対比で［黒字］の割合が高いのは「金属製品製造業」（75.6％）、

「電気機械器具製造業」（75.0％）などで、［赤字］の割合が高いのは「生産用機械器具製造業」（58.3％）。

「１年前」対比で［黒字］の割合が高いのは「非鉄金属製造業」「電気機械器具製造業」（ともに 80.0％）

などとなり、「プラスチック製品製造業」「生産用機械器具製造業」では［黒字］と［赤字］が拮抗（と

もに［黒字］50.0％、［赤字］50.0％）している。非製造業では、「３年前」対比で［黒字］の割合が高

いのは「不動産業、物品賃貸業」（85.3％）、「建設業」（74.6％）など、［赤字］の割合が高いのは「飲

食店」（70.0％）など。「１年前」対比で［黒字］の割合が高いのは「不動産業、物品賃貸業」（85.7％）、

「建設業」（71.2％）など、［赤字］の割合が高いのは「飲食店」（65.0％）など。 

【図表 15－１】経常利益（過去対比） 
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【図表 15－２】経常利益（過去対比）× 従業員数 
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年
前
対
比

５
年
前
対
比

25.3 

12.9 

24.8 

33.1 

46.9 

56.9 

24.9 

11.8 

26.7 

33.2 

46.0 

56.9 

31.3 

31.0 

31.4 

33.1 

30.6 

29.4 

30.6 

29.8 

31.4 

31.5 

36.0 

27.5 

7.1 

5.8 

11.4 
8.5 

6.1 

2.0 

8.3 

7.8 

11.4 
10.5 

2.0 

3.9 

12.2 

14.5 
5.7 

12.3 

12.2 
7.8 

8.2 

9.9 

5.7 

8.0 

8.0 

3.9 

14.7 

22.5 

16.2 
6.8 

2.0 

3.9 

17.2 

24.1 

15.2 

11.3 
4.0 

5.9 

9.3 

13.4 
10.5 

6.4 

2.0 

0.0 

10.8 

16.6 
9.5 

5.5 

4.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=814）

５人以下（n=365）

６～10人（n=105）

11～50人（n=236）

51～100人（n=49）

101人以上（n=51）

全体（n=827）

５人以下（n=373）

６～10人（n=105）

11～50人（n=238）

51～100人（n=50）

101人以上（n=51）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大

３
年
前
対
比

１
年
前
対
比
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【図表 15－３】経常利益（過去対比）× 業種 

＜製造業＞10 年前対比 

  

 

＜製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

29.9 

20.0 

14.6 

21.4 

10.0 

39.1 

34.8 

42.9 

25.0 

36.8 

25.0 

30.4 

43.3 

33.3 

42.9 

20.0 

4.3 

39.1 

28.6 

0.0 

36.8 

28.3 

8.7 

6.7 

4.2 

0.0 

20.0 

8.7 

4.3 

2.9 

8.3 

0.0 6.7 

12.2 

6.7 

20.8 

28.6 

10.0 

26.1 

8.7 

8.6 
8.3 

5.3 

23.3 

11.2 

13.3 

12.5 

7.1 

20.0 

13.0 

4.3 

14.3 

25.0 

21.1 

6.7 

7.5 

10.0 

14.6 

0.0 

20.0 

8.7 

8.7 

2.9 

33.3 

0.0 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=785）

食料品製造業（n=30）

繊維工業（n=48）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=14）

印刷・同関連業（n=10）

プラスチック製品製造業（n=23）

窯業・土石製品製造業（n=23）

金属製品製造業（n=35）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=19）

その他の製造業（n=60）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大

27.9 

20.0 

6.1 

14.3 

10.0 

34.8 

34.8 

33.3 

33.3 

36.8 

26.2 

32.3 

36.7 

36.7 

28.6 

30.0 

8.7 

34.8 

38.9 

0.0 

42.1 

27.9 

7.7 

10.0 

12.2 

7.1 

10.0 

13.0 

4.3 

5.6 

8.3 

0.0 
3.3 

12.1 

10.0 

12.2 

35.7 

10.0 

26.1 

4.3 

11.1 
8.3 

5.3 

23.0 

13.2 

10.0 

18.4 

7.1 

30.0 

8.7 

17.4 

8.3 

33.3 

15.8 

6.6 

6.8 

13.3 

14.3 

7.1 

10.0 

8.7 

4.3 

2.8 

16.7 

0.0 

13.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=803）

食料品製造業（n=30）

繊維工業（n=49）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=14）

印刷・同関連業（n=10）

プラスチック製品製造業（n=23）

窯業・土石製品製造業（n=23）

金属製品製造業（n=36）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=19）

その他の製造業（n=61）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大
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＜製造業＞３年前対比 

  

 

＜製造業＞１年前対比 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

25.3 

13.3 

8.3 

21.4 

9.1 

30.4 

30.4 

30.0 

24.3 

16.7 

25.0 

30.5 

31.3 

36.7 

39.6 

28.6 

18.2 

17.4 

30.4 

30.0 

45.9 

16.7 

45.0 

23.7 

7.1 

10.0 

8.3 

0.0 

27.3 

8.7 

8.7 

10.0 

5.4 

8.3 

5.0 

3.4 

12.2 

10.0 

10.4 

28.6 

18.2 

21.7 

4.3 

20.0 

5.4 

0.0 

5.0 

13.6 

14.7 

20.0 

20.8 

14.3 

9.1 

17.4 

17.4 

0.0 8.1 

33.3 

15.0 

15.3 

9.3 

10.0 

12.5 

7.1 

18.2 

4.3 

8.7 

10.0 

10.8 

25.0 

5.0 

13.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=814）

食料品製造業（n=30）

繊維工業（n=48）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=14）

印刷・同関連業（n=11）

プラスチック製品製造業（n=23）

窯業・土石製品製造業（n=23）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=37）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=59）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大

24.9 

17.6 

8.3 

20.0 

18.2 

41.7 

41.7 

20.0 

26.3 

25.0 

35.0 

25.0 

30.6 

35.3 

35.4 

26.7 

45.5 

4.2 

25.0 

50.0 

39.5 

8.3 

40.0 

25.0 

8.3 

8.8 

12.5 

13.3 

0.0 

4.2 

4.2 

10.0 

7.9 

16.7 

5.0 

6.7 

8.2 

0.0 

6.3 

0.0 

0.0 

25.0 

4.2 

0.0 

10.5 
0.0 

0.0 
10.0 

17.2 

20.6 

20.8 

13.3 

18.2 

16.7 

16.7 

10.0 

10.5 

25.0 

15.0 

21.7 

10.8 

17.6 

16.7 

26.7 

18.2 

8.3 

8.3 

10.0 

5.3 

25.0 

5.0 

11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=827）

食料品製造業（n=34）

繊維工業（n=48）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=15）

印刷・同関連業（n=11）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=24）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=38）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=60）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大



35 

 

 

＜非製造業＞10 年前対比 

  
 

＜非製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

29.9 

34.8 

16.7 

25.0 

48.4 

9.5 

45.5 

23.9 

12.5 

25.0 

18.2 

26.7 

35.6 

27.3 

30.4 

25.8 

41.7 

25.0 

38.7 

38.1 

21.2 

29.6 

31.3 

25.0 

54.5 

43.3 

28.8 

18.2 

8.7 

13.6 

16.7 

12.5 

0.0 4.8 

9.1 

11.3 

6.3 

12.5 

9.1 

3.3 

15.3 
9.1 

12.2 

12.1 

8.3 

12.5 

6.5 

19.0 
12.1 

7.0 

18.8 
12.5 

9.1 

16.7 

1.7 9.1 

11.2 

9.1 

8.3 

18.8 

3.2 
23.8 

6.1 

22.5 

12.5 
12.5 

9.1 

6.7 

6.8 

18.2 

7.5 

4.5 

8.3 

6.3 

3.2 

4.8 

6.1 

5.6 

18.8 
12.5 

0.0 

3.3 
11.9 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=785）

建設業（n=66）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=31）

生活関連サービス業、娯楽業（n=21）

卸売業（n=33）

小売業（n=71）

飲食店（n=16）

学術研究、専門・技術サービス業（n=16）

学習、教育支援業（n=11）

医療、福祉(介護を含む)（n=30）

サービス業（他に分類されないもの)（n=59）

その他の非製造業（n=11）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大

27.9 

31.8 

16.7 

25.0 

38.2 
10.0 

45.7 

27.8 
9.5 

23.5 

30.0 

29.4 

29.3 

33.3 

32.3 

36.4 

41.7 

25.0 

47.1 

40.0 

20.0 

26.4 

33.3 

35.3 

50.0 

32.4 

36.2 

16.7 

7.7 

9.1 

16.7 
12.5 

2.9 

0.0 

5.7 

6.9 

4.8 

5.9 

0.0 5.9 

10.3 

8.3 

12.1 

9.1 

8.3 

12.5 

8.8 

25.0 
8.6 

9.7 

14.3 
11.8 

10.0 

17.6 

6.9 

0.0 

13.2 
12.1 

8.3 

12.5 

2.9 

20.0 

17.1 

25.0 

19.0 
11.8 

10.0 

11.8 

8.6 

25.0 

6.8 

1.5 

8.3 

12.5 

0.0 
5.0 

2.9 

4.2 

19.0 
11.8 

0.0 
2.9 

8.6 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=803）

建設業（n=66）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=34）

生活関連サービス業、娯楽業（n=20）

卸売業（n=35）

小売業（n=72）

飲食店（n=21）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=10）

医療、福祉(介護を含む)（n=34）

サービス業（他に分類されないもの)（n=58）

その他の非製造業（n=12）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大



36 

 

 

＜非製造業＞３年前対比 

  

 

＜非製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 

 

 

 

 

 

 

 

25.3 

32.8 
0.0 

31.3 

35.3 
9.1 

44.4 

23.0 
5.0 

29.4 

30.0 

27.8 

21.3 

25.0 

31.3 

40.3 

53.8 

18.8 

44.1 

27.3 

13.9 

23.0 

15.0 

17.6 

40.0 

38.9 

41.0 

25.0 

7.1 

1.5 

15.4 

18.8 
5.9 

0.0 5.6 

8.1 

10.0 

5.9 

0.0 

0.0 

6.6 8.3 

12.2 

11.9 

7.7 

12.5 
11.8 

31.8 
8.3 

14.9 

20.0 
11.8 

10.0 

13.9 

9.8 

0.0 

14.7 

10.4 

15.4 

12.5 
2.9 

22.7 
11.1 

23.0 

20.0 

23.5 

20.0 

13.9 

9.8 

25.0 

9.3 

3.0 
7.7 

6.3 

0.0 
9.1 

16.7 

8.1 

30.0 
11.8 

0.0 

5.6 

11.5 

16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=814）

建設業（n=67）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=34）

生活関連サービス業、娯楽業（n=22）

卸売業（n=36）

小売業（n=74）

飲食店（n=20）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=10）

医療、福祉(介護を含む)（n=36）

サービス業（他に分類されないもの)（n=61）

その他の非製造業（n=12）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大

24.9 

28.8 

23.1 

18.8 

37.1 
9.1 

44.1 

18.9 
5.0 

17.6 

36.4 

25.0 

20.3 

25.0 

30.6 

37.9 

30.8 

31.3 

40.0 

18.2 

17.6 

33.8 

15.0 

29.4 

27.3 

36.1 

37.5 

25.0 

8.3 

4.5 

15.4 
6.3 

8.6 

13.6 
2.9 

8.1 

10.0 

5.9 

0.0 

5.6 

10.9 

8.3 

8.2 

18.2 

7.7 

18.8 

2.9 
18.2 

8.8 

8.1 

5.0 

0.0 9.1 

8.3 

4.7 

0.0 

17.2 
10.6 

15.4 

18.8 
8.6 

36.4 

17.6 

27.0 

20.0 

41.2 

27.3 
11.1 

14.1 

16.7 

10.8 

0.0 
7.7 

6.3 

2.9 

4.5 

8.8 

4.1 

45.0 
5.9 

0.0 

13.9 

12.5 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=827）

建設業（n=66）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=35）

生活関連サービス業、娯楽業（n=22）

卸売業（n=34）

小売業（n=74）

飲食店（n=20）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=11）

医療、福祉(介護を含む)（n=36）

サービス業（他に分類されないもの)（n=64）

その他の非製造業（n=12）

黒字を維持・拡大 黒字だが利益額は減少 赤字から黒字に転換

黒字から赤字に転落 赤字だが損失額は縮小 引き続き赤字で損失額が拡大



37 

 

（５）従業員数（過去対比） 

■従業員数（過去対比）は、「横ばい」が増加傾向にあり、「１年前」対比では約７割 

・従業員数を過去と比べると、「大幅に増加（20％以上増加）」と「やや増加（５％以上～20％未満の増加）」

を合わせた［従業員増加］と「やや減少（５％以上～20％未満の減少）」と「大幅に減少（20％以上減

少）」を合わせた［従業員減少］は、いずれも割合が低下している（［増加］10年前：24.4％→５年前：

18.9％→３年前：15.2％→１年前：12.6％、［減少］10年前：29.8％→５年前：25.5％→３年前：21.5％

→１年前：18.4％）。 

・従業員数別にみると、［従業員増加］は特に従業員数の多い事業者で低下幅が大きい。「10 年前」対比

と「１年前」対比を比較すると、［増加］は「51～100人」「101人以上」で大幅低下した（順に▲45.4

ポイント（60.8％→15.4％）、▲33.7ポイント（57.2％→23.5％））。またコロナ前の「３年前」対比と

コロナ禍の「１年前」対比を比較すると、［増加］は全ての区分で低下しており、特に低下幅の大きい

のは「51～100 人」で 19.2 ポイント低下した（34.6％→15.4％）。一方、［減少］はほとんどの区分で

低下しているが、「51～100人」では 3.9ポイント上昇した（11.5％→15.4％）。 

・業種別にみると、製造業の「３年前」対比では、［従業員増加］は「電気機械器具製造業」（40.0％）、

［従業員減少］は「木材・木製品製造業（家具を除く）」（41.6％）、「印刷・同関連業」（40.0％）など

で高い。「１年前」対比では、［従業員減少］は「印刷・同関連業」（40.0％）で最も高く、［従業員増加］

は全ての区分で２割以下だった。非製造業の「３年前」対比では、［従業員減少］は「飲食店」（45.0％）

で特に高く、［従業員増加］は全ての区分で３割を下回った。「１年前」対比では、［従業員増加］［従業

員減少］ともには全ての区分で３割を下回った。 

【図表 16－１】従業員数（過去対比） 

  
 

 

 

 

 

12.0

5.7

3.4

3.0

12.4

13.2

11.8

9.6

45.7

55.6

63.3

69.1

15.6

15.7

13.5

12.2

14.2

9.8

8.0

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年前（n=781）

５年前（n=789）

３年前（n=799）

１年前（n=805）

大幅に増加（20％以上増加） やや増加（５％以上～20％未満の増加）

横ばい（±５％） やや減少（５％以上～20％未満の減少）

大幅に減少（20％以上減少）
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【図表 16－２】従業員数（過去対比）× 従業員数 
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51～100人（n=51）

101人以上（n=49）

全体（n=789）

５人以下（n=342）

６～10人（n=104）

11～50人（n=236）

51～100人（n=51）

101人以上（n=49）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)

１
０
年
前
対
比

５
年
前
対
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3.9 

11.8 
2.3 

13.3 

17.2 

30.8 

25.5 
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６～10人（n=105）

11～50人（n=238）

51～100人（n=52）

101人以上（n=51）

全体（n=805）

５人以下（n=350）

６～10人（n=104）

11～50人（n=239）

51～100人（n=52）

101人以上（n=51）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)

３
年
前
対
比

１
年
前
対
比
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【図表 16－３】従業員数（過去対比）× 業種 

＜製造業＞10 年前対比 

  
 

＜製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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全体（n=781）

食料品製造業（n=31）

繊維工業（n=48）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12）

印刷・同関連業（n=10）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=20）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=55）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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25.0 

10.0 

5.3 

9.8 

9.7 

16.7 

16.7 

10.0 

8.3 

5.0 

14.6 
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食料品製造業（n=31）

繊維工業（n=48）
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印刷・同関連業（n=10）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=20）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=57）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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＜製造業＞３年前対比 

  

 

＜製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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全体（n=799）

食料品製造業（n=31）

繊維工業（n=48）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12）

印刷・同関連業（n=10）

プラスチック製品製造業（n=24）

窯業・土石製品製造業（n=20）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=56）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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食料品製造業（n=33）

繊維工業（n=49）

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12）

印刷・同関連業（n=10）
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窯業・土石製品製造業（n=20）

非鉄金属製造業（n=10）

金属製品製造業（n=41）

生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=20）

その他の製造業（n=56）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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＜非製造業＞10 年前対比 

  

 

＜非製造業＞５年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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不動産業、物品賃貸業（n=33）

生活関連サービス業、娯楽業（n=18）

卸売業（n=32）

小売業（n=69）

飲食店（n=16）

学術研究、専門・技術サービス業（n=16）

学習、教育支援業（n=11）

医療、福祉(介護を含む)（n=31）

サービス業（他に分類されないもの)（n=61）

その他の非製造業（n=11）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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全体（n=789）

建設業（n=66）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=32）

生活関連サービス業、娯楽業（n=18）

卸売業（n=33）

小売業（n=68）

飲食店（n=20）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=10）

医療、福祉(介護を含む)（n=33）

サービス業（他に分類されないもの)（n=60）

その他の非製造業（n=12）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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＜非製造業＞３年前対比 

  

 

＜非製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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不動産業、物品賃貸業（n=33）

生活関連サービス業、娯楽業（n=19）

卸売業（n=34）

小売業（n=70）

飲食店（n=20）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=10）

医療、福祉(介護を含む)（n=35）

サービス業（他に分類されないもの)（n=63）

その他の非製造業（n=12）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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69.1 

72.3 
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81.3 

82.4 

68.4 

78.8 

64.3 

70.0 

52.9 

90.0 

62.9 

67.2 

66.7 

12.2 
7.7 

25.0 

12.5 
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15.8 
6.1 

11.4 

15.0 
5.9 

10.0 

20.0 

12.5 
8.3 

6.2 

6.2 

0.0 

0.0 

2.9 
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6.1 

4.3 

5.0 

17.6 

0.0 
0.0 

9.4 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=805）

建設業（n=65）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12）

運輸業、郵便業（n=16）

不動産業、物品賃貸業（n=34）

生活関連サービス業、娯楽業（n=19）

卸売業（n=33）

小売業（n=70）

飲食店（n=20）

学術研究、専門・技術サービス業（n=17）

学習、教育支援業（n=10）

医療、福祉(介護を含む)（n=35）

サービス業（他に分類されないもの)（n=64）

その他の非製造業（n=12）

大幅に増加(20％以上増加) やや増加(5％以上～20％未満の増加)

横ばい(±５％) やや減少(5％以上～20％未満の減少)

大幅に減少(20％以上減少)
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（６）新型コロナ感染拡大（令和２年４月）以降における経済の急速な悪化への対応（複数回答） 

■「経費削減（人件費以外）」と「公的融資制度の利用」が約４割 

・経済の急速な悪化への対応は、「経費削減（人件費以外）」が 39.4％で最も高く、次いで「公的融資制

度の利用（ゼロゼロ融資など）」（35.8％）、「雇用調整助成金の活用」（23.6％）。 

・従業員数別にみると、「経費削減（人件費以外）」は「101人以上」で６割弱（58.8％）、「６～10人」で

約５割（49.0％）、「公的融資制度の利用（ゼロゼロ融資など）」は「６～10人」「11～50人」で５割弱

だった（順に 48.0％、47.9％）。また、「５人以下」では「特になし」が約３割だった（30.9％）。 

・業種別にみると、「経費削減（人件費以外）」は製造業では「生産用機械器具製造業」（50.0％）、非製造

業では「飲食店」（52.4％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（51.5％）で５割を上回り、「公的

融資制度の利用（ゼロゼロ融資など）」は製造業では「繊維工業」（52.0％）、非製造業では「運輸業、

郵便業」（64.7％）で最も高い。 

【図表 17－１】経済の急速な悪化への対応（複数回答） 

 
 

【図表 17－２】経済の急速な悪化への対応 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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【図表 17－３】経済の急速な悪化への対応 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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建設業（n=67） 32.8 1.5 17.9 9.0 35.8 11.9 3.0 10.4 4.5 7.5 13.4 1.5 0.0 4.5 1.5 25.4

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 23.1 7.7 7.7 0.0 38.5 15.4 7.7 7.7 7.7 7.7 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 38.5

運輸業、郵便業（n=17） 64.7 0.0 29.4 17.6 35.3 23.5 11.8 11.8 5.9 0.0 41.2 0.0 0.0 5.9 0.0 5.9

不動産業、物品賃貸業（n=34） 20.6 0.0 8.8 0.0 26.5 5.9 2.9 5.9 8.8 0.0 8.8 5.9 2.9 0.0 0.0 44.1

生活関連サービス業、娯楽業（n=22） 31.8 4.5 18.2 18.2 36.4 13.6 9.1 4.5 4.5 4.5 27.3 0.0 0.0 4.5 0.0 36.4
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学習、教育支援業（n=15） 20.0 6.7 0.0 13.3 33.3 13.3 0.0 13.3 13.3 20.0 6.7 6.7 0.0 0.0 13.3 33.3

医療、福祉(介護を含む)（n=36） 22.2 5.6 11.1 16.7 47.2 5.6 0.0 5.6 5.6 2.8 16.7 2.8 0.0 0.0 2.8 27.8

サービス業（他に分類されないもの)（n=66） 25.8 4.5 13.6 15.2 51.5 12.1 7.6 7.6 12.1 15.2 19.7 0.0 1.5 1.5 1.5 31.8

その他の非製造業（n=12） 8.3 0.0 8.3 0.0 33.3 25.0 8.3 8.3 16.7 8.3 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 41.7
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（７）省エネやＣＯ２ネットゼロで「現在、取り組み中のもの」（複数回答） 

■省エネやＣＯ２ネットゼロで「取り組み中のもの」は、「不要な照明の消灯などの節電」が６割強 

・省エネやＣＯ２ネットゼロで「取り組み中のもの」は、「不要な照明の消灯などの節電」が 61.3％で最も

高く、次いで「ＬＥＤ照明など省エネ機器の導入」（49.8％）、「食品ロスやゴミ・廃棄物の減量」（20.6％）。 

・従業員数別にみると、「不要な照明の消灯などの節電」「ＬＥＤ照明など省エネ機器の導入」は従業員数

が多くなるにつれて増加しており、「101人以上」では７割を超えた（順に 74.5％、72.5％）。一方、「５

人以下」では「特に取組していない（する予定はない）」が３割弱（28.6％）だった。 

・業種別にみると、「不要な照明の消灯などの節電」は製造業では「プラスチック製品製造業」「生産用機械器

具製造業」（ともに 75.0％）、非製造業では「建設業」（72.1％）で最も高くなった。また「印刷・同関連業」

では「不要な照明の消灯などの節電」と「ＬＥＤ照明など省エネ機器の導入」が同率で最も高くなった（と

もに 72.7％）。 

【図表 18－１】省エネやＣＯ２ネットゼロで取組中のもの（複数回答） 

 
 

【図表 18－２】省エネやＣＯ２ネットゼロで取組中のもの × 従業員数 

   
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=858） 61.3 20.6 13.8 6.3 49.8 7.3 4.5 12.8 1.2 18.1

５人以下（n=398） 56.0 18.8 7.8 5.8 34.4 3.3 2.3 5.8 1.0 28.6

６～10人（n=105） 57.1 20.0 18.1 9.5 53.3 6.7 2.9 13.3 1.9 12.4
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【図表 18－３】省エネやＣＯ２ネットゼロで取組中のもの × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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（
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い
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全体（n=858） 61.3 20.6 13.8 6.3 49.8 7.3 4.5 12.8 1.2 18.1

建設業（n=68） 72.1 26.5 20.6 17.6 58.8 7.4 10.3 23.5 1.5 10.3

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 61.5 23.1 0.0 0.0 53.8 0.0 7.7 30.8 0.0 15.4

運輸業、郵便業（n=17） 52.9 11.8 23.5 0.0 58.8 5.9 0.0 17.6 0.0 17.6

不動産業、物品賃貸業（n=35） 42.9 5.7 0.0 8.6 37.1 8.6 0.0 22.9 0.0 31.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=22） 50.0 9.1 0.0 4.5 36.4 9.1 0.0 9.1 0.0 31.8

卸売業（n=37） 48.6 8.1 18.9 0.0 48.6 5.4 5.4 16.2 0.0 24.3

小売業（n=74） 54.1 16.2 8.1 2.7 48.6 6.8 4.1 10.8 1.4 18.9

飲食店（n=21） 66.7 47.6 23.8 33.3 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 55.6 22.2 5.6 0.0 44.4 16.7 5.6 0.0 0.0 16.7

学習、教育支援業（n=15） 53.3 26.7 20.0 0.0 26.7 6.7 13.3 0.0 0.0 33.3

医療、福祉(介護を含む)（n=37） 62.2 13.5 5.4 5.4 45.9 0.0 0.0 2.7 0.0 21.6

サービス業（他に分類されないもの)（n=66） 66.7 22.7 21.2 3.0 51.5 4.5 6.1 7.6 1.5 15.2

その他の非製造業（n=12） 41.7 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 8.3 41.7
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（８）最低賃金引き上げに伴う人件費増加への対応（複数回答） 

■人件費増加への対応は、「正社員の残業時間の削減」と「役員報酬の削減」が約２割 

・最低賃金引き上げに伴う人件費増加への対応は、「正社員の残業時間の削減」が 19.6％で最も高く、次

いで「役員報酬の削減」（16.8％）、「設備投資の抑制等、人件費以外のコストの削減」（13.0％）、「製商

品・サービス価格の値上げ」（12.8％）。一方、「人件費が増加したが対応策はとらなかった」「最低賃金

引き上げによる人件費増加は発生しなかった」はそれぞれ２割強となった（順に 20.7％、23.6％）。 

・従業員数別にみると、「正社員の残業時間の削減」は「51～100人」「101人以上」で特に高く（順に 30.8％、

33.3％）、「役員報酬の削減」は「６～10 人」で特に高い（29.4％）。一方、「５人以下」では「最低賃

金引き上げによる人件費増加は発生しなかった」が３割強（33.5％）だった。 

・業種別にみると、製造業では「正社員の残業時間の削減」が「印刷・同関連業」（50.0％）、「生産用機械器具製造

業」（41.7％）で、「役員報酬の削減」が「木材・木製品製造業（家具を除く）」（45.5％）で特に高く、非製造業で

は「設備投資の抑制等、人件費以外のコストの削減」が「学習、教育支援業」（40.0％）で特に高い。 

【図表 19－１】最低賃金引き上げに伴う人件費増加への対応（複数回答） 

 
 

【図表 19－２】最低賃金引き上げに伴う人件費増加への対応 × 従業員数 

 
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=764） 5.5 5.1 19.6 6.2 4.3 16.8 4.5 13.0 1.7 2.6 12.8 3.8 5.2 20.7 23.6

５人以下（n=316） 3.8 6.0 11.4 4.7 4.7 18.7 1.9 9.2 0.3 0.0 8.9 4.1 10.4 10.4 33.5

６～10人（n=102） 6.9 2.0 19.6 7.8 6.9 29.4 1.0 13.7 2.9 2.0 15.7 3.9 2.0 23.5 15.7

11～50人（n=235） 8.1 4.7 25.5 5.1 3.8 14.5 6.0 15.7 2.1 3.0 16.6 3.4 1.7 28.5 16.2

51～100人（n=52） 1.9 9.6 30.8 5.8 0.0 3.8 9.6 15.4 3.8 3.8 17.3 5.8 0.0 28.8 25.0

101人以上（n=51） 5.9 2.0 33.3 13.7 3.9 3.9 15.7 19.6 3.9 17.6 11.8 2.0 0.0 35.3 11.8
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【図表 19－３】最低賃金引き上げに伴う人件費増加への対応 × 業種 

＜製造業＞ 

   

＜非製造業＞ 

   

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=764） 5.5 5.1 19.6 6.2 4.3 16.8 4.5 13 1.7 2.6 12.8 3.8 5.2 20.7 23.6

食料品製造業（n=35） 5.7 5.7 14.3 8.6 8.6 14.3 0.0 25.7 2.9 0.0 20.0 5.7 11.4 17.1 20.0

繊維工業（n=46） 13.0 6.5 23.9 10.9 2.2 23.9 2.2 13.0 0.0 0.0 19.6 6.5 6.5 19.6 15.2

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=11） 0.0 0.0 18.2 0.0 0.0 45.5 9.1 0.0 0.0 9.1 27.3 0.0 0.0 27.3 9.1

印刷・同関連業（n=10） 10.0 10.0 50.0 20.0 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 20.0 0.0 10.0 10.0 30.0

プラスチック製品製造業（n=24） 0.0 4.2 20.8 12.5 4.2 12.5 4.2 16.7 0.0 12.5 4.2 0.0 4.2 33.3 8.3

窯業・土石製品製造業（n=19） 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 10.5 5.3 5.3 5.3 5.3 26.3 0.0 0.0 31.6 26.3
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全体（n=764） 5.5 5.1 19.6 6.2 4.3 16.8 4.5 13 1.7 2.6 12.8 3.8 5.2 20.7 23.6

建設業（n=62） 0.0 0.0 24.2 1.6 6.5 17.7 8.1 11.3 1.6 0.0 8.1 3.2 0.0 25.8 25.8

電気・ガス・熱供給・水道業（n=11） 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 18.2 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 0.0 36.4

運輸業、郵便業（n=17） 11.8 5.9 35.3 0.0 0.0 11.8 0.0 17.6 0.0 0.0 17.6 0.0 5.9 23.5 17.6

不動産業、物品賃貸業（n=29） 3.4 0.0 3.4 0.0 3.4 13.8 0.0 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 10.3 27.6 41.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=18） 5.6 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 0.0 22.2 0.0 0.0 11.1 0.0 11.1 11.1 27.8

卸売業（n=33） 9.1 6.1 21.2 0.0 3.0 30.3 3.0 15.2 3.0 0.0 24.2 6.1 0.0 18.2 15.2

小売業（n=67） 4.5 3.0 16.4 7.5 4.5 16.4 0.0 9.0 3.0 0.0 7.5 4.5 7.5 14.9 28.4

飲食店（n=19） 5.3 5.3 15.8 5.3 0.0 15.8 5.3 21.1 0.0 5.3 15.8 5.3 10.5 15.8 26.3

学術研究、専門・技術サービス業（n=17） 0.0 5.9 17.6 0.0 0.0 23.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 5.9 29.4 29.4

学習、教育支援業（n=10） 0.0 0.0 10.0 10.0 20.0 10.0 0.0 40.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 10.0 40.0

医療、福祉(介護を含む)（n=30） 13.3 3.3 13.3 10.0 6.7 16.7 0.0 6.7 0.0 3.3 3.3 0.0 3.3 36.7 20.0

サービス業（他に分類されないもの)（n=56） 7.1 7.1 26.8 10.7 3.6 16.1 0.0 16.1 3.6 0.0 8.9 3.6 5.4 10.7 30.4

その他の非製造業（n=12） 0.0 8.3 16.7 0.0 8.3 16.7 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 16.7 16.7
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（９）ＳＤＧｓの事業活動への活用事例（複数回答） 

■「ＳＤＧｓは事業活動へ活用していない」が６割強で突出、特に「５人以下」では８割弱が回答 

・ＳＤＧｓの事業活動への活用事例は、「ＳＤＧｓを意識した働き方改革に取り組んでいる」が 18.4％で

最も高く、次いで「ＳＤＧｓを自社の経営計画や事業計画に盛り込んでいる」（12.1％）。「ＳＤＧｓは

事業活動に活用していない」は６割強（62.1％）だった。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれてＳＤＧｓを事業活動に活用する回答割合が高くなる

傾向があり、「101人以上」では「ＳＤＧｓを自社の経営計画や事業計画に盛り込んでいる」が 47.1％で

特に高い。一方、「５人以下」では「ＳＤＧｓは事業活動に活用していない」が８割弱（77.1％）だった。 

・業種別にみると、製造業では「ＳＤＧｓに関する製商品・サービスを開発・販売・提供している」「ＳＤＧ

ｓを自社のブランディングやＰＲに活用している」が「印刷・同関連業」で特に高く（ともに40.0％）、「Ｓ

ＤＧｓを意識した働き方改革に取り組んでいる」が「プラスチック製品製造業」で特に高い（37.5％）。非製造業

では「ＳＤＧｓを社員の人材育成に活用している」が「学習、教育支援業」（27.3％）で最も高くなった。 

【図表 20－１】ＳＤＧｓの事業活動への活用事例（複数回答） 

 
 

【図表 20－２】ＳＤＧｓの事業活動への活用事例 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=760） 12.1 7.4 7.7 5.5 18.4 3.1 62.1

５人以下（n=328） 3.4 1.5 4.6 0.9 12.5 3.4 77.1

６～10人（n=96） 9.4 10.4 12.5 8.3 16.7 2.1 61.5

11～50人（n=233） 16.3 8.6 7.7 5.6 21.0 3.4 52.8

51～100人（n=52） 19.2 21.2 11.5 15.4 32.7 0.0 42.3

101人以上（n=51） 47.1 19.6 15.7 17.6 35.3 3.9 25.5
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【図表 20－３】ＳＤＧｓの事業活動への活用事例 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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生産用機械器具製造業（n=12） 25.0 8.3 8.3 0.0 25.0 0.0 58.3

電気機械器具製造業（n=20） 25.0 5.0 5.0 10.0 20.0 5.0 60.0

その他の製造業（n=54） 9.3 9.3 13.0 5.6 22.2 7.4 53.7
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全体（n=770） 12.1 7.4 7.7 5.5 18.4 3.1 62.1

建設業（n=63） 17.5 7.9 6.3 11.1 17.5 3.2 61.9

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 91.7

運輸業、郵便業（n=16） 6.3 6.3 0.0 6.3 18.8 0.0 75.0

不動産業、物品賃貸業（n=32） 12.5 6.3 0.0 3.1 12.5 0.0 71.9

生活関連サービス業、娯楽業（n=21） 0.0 4.8 0.0 0.0 14.3 4.8 76.2

卸売業（n=33） 15.2 12.1 12.1 0.0 9.1 6.1 63.6

小売業（n=65） 9.2 1.5 12.3 1.5 20.0 3.1 60.0

飲食店（n=17） 5.9 0.0 5.9 0.0 23.5 0.0 76.5

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 11.1 5.6 0.0 5.6 16.7 11.1 55.6

学習、教育支援業（n=11） 9.1 18.2 9.1 27.3 9.1 0.0 63.6

医療、福祉(介護を含む)（n=31） 12.9 3.2 0.0 6.5 22.6 3.2 64.5

サービス業（他に分類されないもの)（n=60） 8.3 11.7 8.3 10.0 26.7 0.0 63.3

その他の非製造業（n=12） 8.3 0.0 0.0 8.3 0.0 8.3 75.0
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（10）貴社が活用しているＩＴ・デジタル技術（複数回答） 

■「ホームページ」の利用は「全体」で約半数、「５人以下」では「ＩＴ・デジタル技術は活用して 

いない」が５割弱 

・活用しているＩＴ・デジタル技術は、「ホームページ」が突出して高く、約半数を占めた（49.8％）。  

次いで「オンラインを利用した営業や会議」（32.3％）、「文書の電子化・ペーパレス化」（27.2％）。 

・従業員数別にみると、「ホームページ」は「101 人以上」で特に高く（80.4％）、「オンラインを利用し

た営業や会議」は「51～100人」「101人以上」で特に高い（順に 76.9％、74.5％）。 

・業種別にみると、「ホームページ」は製造業では「非鉄金属製造業」「窯業・土石製品製造業」「生産用

機械器具製造業」で特に高く（順に 60.0％、58.3％、58.3％）、非製造業では「学術研究、専門・技術

サービス業」「建設業」「卸売業」で特に高い（順に 64.7％、64.6％、62.5％）。また、「電子決済（ク

レジットカード、ＱＲコードなど）」は「小売業」（47.1％）、「生活関連サービス業、娯楽業」（45.0％）

で、「ＳＮＳ」は「飲食店」（50.0％）、「学習、教育支援業」（45.5％）で高くなった。 

【図表 21－１】活用しているＩＴ・デジタル技術（複数回答） 

 
 

【図表 21－２】活用しているＩＴ・デジタル技術 × 従業員数 

   
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=805） 4.6 22.9 11.6 19.4 27.2 49.8 21.5 32.3 1.9 28.7

５人以下（n=356） 1.1 19.4 4.5 8.1 16.0 31.2 19.4 11.8 2.8 46.1

６～10人（n=99） 3.0 26.3 14.1 14.1 30.3 45.5 24.2 23.2 2.0 26.3

11～50人（n=237） 5.9 24.9 18.1 25.7 32.5 69.2 24.5 48.5 1.3 13.9

51～100人（n=52） 11.5 28.8 17.3 50.0 44.2 67.3 7.7 76.9 0.0 5.8

101人以上（n=51） 19.6 23.5 21.6 47.1 54.9 80.4 27.5 74.5 0.0 3.9
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【図表 21－３】活用しているＩＴ・デジタル技術 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=805） 4.6 22.9 11.6 19.4 27.2 49.8 21.5 32.3 1.9 28.7

建設業（n=65） 1.5 21.5 13.8 27.7 38.5 64.6 20.0 38.5 1.5 18.5

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12） 0.0 25.0 8.3 16.7 16.7 41.7 0.0 8.3 0.0 50.0

運輸業、郵便業（n=17） 0.0 29.4 11.8 11.8 23.5 58.8 11.8 35.3 0.0 41.2

不動産業、物品賃貸業（n=34） 0.0 8.8 0.0 5.9 14.7 38.2 20.6 17.6 2.9 47.1

生活関連サービス業、娯楽業（n=20） 0.0 45.0 15.0 15.0 25.0 40.0 30.0 15.0 5.0 35.0

卸売業（n=32） 0.0 28.1 21.9 21.9 31.3 62.5 15.6 40.6 0.0 15.6

小売業（n=68） 0.0 47.1 10.3 16.2 17.6 45.6 25.0 25.0 2.9 26.5

飲食店（n=20） 5.0 40.0 10.0 20.0 10.0 50.0 50.0 15.0 5.0 30.0

学術研究、専門・技術サービス業（n=17） 11.8 29.4 17.6 41.2 41.2 64.7 23.5 58.8 0.0 11.8

学習、教育支援業（n=11） 0.0 9.1 9.1 18.2 36.4 45.5 45.5 54.5 0.0 36.4

医療、福祉(介護を含む)（n=33） 0.0 18.2 0.0 15.2 24.2 45.5 15.2 33.3 3.0 27.3

サービス業（他に分類されないもの)（n=62） 6.5 32.3 11.3 24.2 24.2 53.2 29.0 35.5 3.2 22.6

その他の非製造業（n=12） 0.0 16.7 0.0 8.3 25.0 33.3 8.3 25.0 0.0 41.7
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 問３．取引関係について                              

（１）営業、販売活動の対象は最終消費者か否か 

■「５人以下」では最終消費者への販売が５割強 

・営業、販売活動の対象は最終消費者か否かをたずねたところ、「はい」は約４割（41.0％）、「いいえ」

は約６割（59.0％）だった。 

・従業員数別にみると、「５人以下」では「はい」が５割強（51.9％）を占めたが、従業員数が多くなる

につれて「はい」の割合は低下傾向にある。 

・業種別にみると、製造業は「いいえ」、非製造業は「はい」の回答割合が高い傾向にある。製造業では

「食料品製造業」（48.6％）と「木材・木製品製造業（家具を除く）」（43.8％）で「はい」が４割を超

えたが、「はい」がゼロの業種もみられた（「プラスチック製品製造業」「生産用機械器具製造業」「電気

機械器具製造業」）。非製造業では「飲食店」（90.9％）と「学習、教育支援業」（90.0％）で「はい」が

９割を占めた。 

【図表 22－１】営業、販売活動の対象は最終消費者か否か 

  

 

【図表 22－２】営業、販売活動の対象は最終消費者か否か × 従業員数 
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【図表 22－３】営業、販売活動の対象は最終消費者か否か × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（２）主要販売先（納入先）上位３者の属性（３つまで） 

■主要販売先（納入先）の属性は、製造業では「中堅メーカー」が約４割、 

非製造業では同業他社間での取引が目立つ 

・主要販売先（納入先）の属性は、製造業では「中堅メーカー」が 39.8％で最も高く、次いで「系列取引の

ない大手メーカー」（33.2％）、「卸売業・代理店」（31.4％）、「中小・零細メーカー」（30.5％）。非製造業で

は「建設業」が 31.8％で最も高く、次いで「製造業」（29.6％）、「サービス業」（20.7％）、「卸売業」（19.0％）。 

・従業員数別にみると、製造業では、「中堅メーカー」は「101人以上」「11～50人」（順に 51.6％、47.6％）、

「系列取引のない大手メーカー」は「101 人以上」「51～100 人」（順に 61.3％、58.1％）で特に高い。

また、非製造業では、「建設業」は「51～100人」（46.2％）、「製造業」は「６～10人」（47.6％）で特

に高い。 

・業種別にみると、製造業では、「中堅メーカー」は「生産用機械器具製造業」（83.3％）、「系列取引のな

い大手メーカー」は「プラスチック製品製造業」（65.2％）で特に高い。一方、非製造業では、「建設業」

で「建設業」（85.7％）、「運輸業」で「運輸業、郵便業」（92.9％）、「サービス業」で「サービス業（他

に分類されないもの）」（65.0％）など、同業他社間での取引割合の高さが目立った。 

【図表 23－１】主要販売先（納入先）上位３者の属性（３つまで） 

＜製造業＞                  ＜非製造業＞ 
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【図表 23－２】主要販売先（納入先）上位３者の属性 × 従業員数 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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【図表 23－３】主要販売先（納入先）上位３者の属性 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 
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（３）売上高の最上位１社への売上依存度 

■売上高最上位１社への依存度は、「10％未満」が３割強、「80％以上」は２割弱 

・売上高最上位１社への依存度は、「10％未満」が 31.5％で最も高く、次いで「20％以上～40％未満」（22.0％）、

「80％以上」（16.4％）。 

・従業員数別にみると、「10％未満」が全ての区分で最も高くなった。その他の特徴をみると、「11～50 人」

は「20％以上～40％未満」（28.4％）、「51～100人」は「10％以上～20％未満」（23.5％）、「101人以上」は

「80％以上」（21.3％）が他と比較して高い。 

・業種別にみると、「80％以上」が他と比較して高いのは、製造業では「繊維工業」（34.8％）、「非鉄金属

製造業」「電気機械器具製造業」（ともに 30.0％）、非製造業では「その他の非製造業」（41.7％）であ

り、これらの業種は最上位１社への売上依存度が高い傾向にある。 

【図表 24－１】売上高の最上位１社への売上依存度 

  
 

【図表 24－２】売上高の最上位１社への売上依存度 × 従業員数 
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【図表 24－３】売上高の最上位１社への売上依存度 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 
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（４）過去１年間の新規取引のきっかけ（複数回答） 

■新規取引のきっかけは、「販売先（納入先）」「仕入先」ともに「取引先からの紹介」が最も高い 

・過去１年間の新規取引のきっかけは、「販売先（納入先）」（以下「販売先」）と「仕入先」のいずれも「取

引先からの紹介」が最も高く（販売先：45.7％、仕入先：32.3％）、次いで「営業開拓」（同：31.4％、

同：19.5％）、「ホームページなどのネット関連」（同：27.5％、同：17.5％）。 

・従業員数別にみると、「取引先からの紹介」と「営業開拓」では「販売先」「仕入先」ともに、従業員数が多

くなるにつれて割合が高くなる傾向にある。 

・業種別にみると、製造業の「販売先」では、「食料品製造業」「窯業・土石製品製造業」で「営業開拓」

（順に 48.0％、47.6％）が、「仕入先」では、「印刷・同関連業」で「ホームページなどのネット関連」

（50.0％）が特に高い。一方、非製造業の「販売先」では、「卸売業」で「取引先からの紹介」（73.5％）

が、「仕入先」では、「建設業」で「取引先からの紹介」（62.2％）が特に高い。 

【図表 25-１】過去１年間の新規取引のきっかけ（複数回答） 

  
 

【図表 25－２】過去１年間の新規取引のきっかけ × 従業員数 
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【図表 25－３】過去１年間の新規取引のきっかけ × 業種 

＜製造業＞ 

販売先（納入先）                   仕入先 

    

＜非製造業＞ 
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※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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プラスチック製品製造業

（n=22）
50.0 31.8 22.7 0.0 0.0 4.5 13.6 0.0 0.0 40.9

窯業・土石製品製造業

（n=21）
38.1 47.6 28.6 0.0 14.3 0.0 4.8 0.0 4.8 23.8
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電気機械器具製造業
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その他の製造業
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40.0 33.3 26.7 6.7 6.7 0.0 6.7 0.0 6.7 26.7

医療、福祉(介護を含む)

（n=15）
46.7 40.0 13.3 6.7 6.7 0.0 0.0 0.0 20.0 33.3

サービス業（他に分類されないもの)

（n=48）
60.4 31.3 39.6 14.6 8.3 4.2 2.1 0.0 4.2 18.8

その他の非製造業
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62.2 28.9 20.0 0.0 6.7 0.0 4.4 2.2 4.4 28.9

電気・ガス・熱供給・水道業
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18.2 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 63.6

運輸業、郵便業

（n=12）
41.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

不動産業、物品賃貸業
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29.2 25.0 25.0 4.2 8.3 0.0 0.0 0.0 4.2 54.2
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医療、福祉(介護を含む)

（n=15）
33.3 6.7 6.7 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 53.3

サービス業（他に分類されないもの)

（n=43）
30.2 18.6 23.3 2.3 0.0 2.3 4.7 2.3 7.0 53.5
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 問４．研究開発について（新商品・新サービス等の企画・開発、新工法の研究等含む）       

（１）研究開発の取組状況、形態（複数回答） 

■研究開発は、「行っていない」が７割 

・研究開発の取組状況、形態は、「自主開発」が 24.2％で最も高い。「共同開発」は１割弱（7.9％）、「委

託」は 3.5％。「行っていない」との回答は 70.0％。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれて、研究開発を積極的に行っている傾向にある。一方、

「５人以下」では８割弱（78.8％）が「行っていない」と回答した。 

・業種別にみると、「自主開発」の割合が特に高いのは、製造業では「印刷・同関連業」「生産用機械器具

製造業」（順に 54.5％、50.0％）、非製造業では「飲食店」（57.1％）など。「共同開発」の割合が特に

高いのは、製造業の「プラスチック製品製造業」（33.3％）、「電気機械器具製造業」（25.0％）など。 

【図表 26－１】研究開発の取組状況、形態（複数回答） 

 

 

【図表 26－２】研究開発の取組状況、形態 × 従業員数 

 

※回答率１位を有色で表示 
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開
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発

委

託

行

っ
て

い

な

い

全体（n=796） 24.2 7.9 3.5 70.0

５人以下（n=364） 18.1 2.7 2.7 78.8

６～10人（n=97） 27.8 8.2 4.1 62.9

11～50人（n=226） 28.3 11.1 2.7 66.4

51～100人（n=50） 32.0 18.0 4.0 58.0

101人以上（n=49） 38.8 22.4 12.2 42.9
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【図表 26－３】研究開発の取組状況、形態 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示 
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主

開

発
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同

開

発

委

託

行

っ
て

い

な

い

全体（n=796） 24.2 7.9 3.5 70.0

食料品製造業（n=34） 44.1 11.8 5.9 50.0

繊維工業（n=48） 31.3 12.5 6.3 58.3

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=16） 12.5 6.3 0.0 87.5

印刷・同関連業（n=11） 54.5 0.0 0.0 45.5

プラスチック製品製造業（n=24） 33.3 33.3 0.0 45.8

窯業・土石製品製造業（n=24） 37.5 16.7 8.3 41.7

非鉄金属製造業（n=10） 30.0 20.0 10.0 60.0

金属製品製造業（n=39） 17.9 5.1 0.0 79.5

生産用機械器具製造業（n=12） 50.0 8.3 16.7 41.7

電気機械器具製造業（n=20） 25.0 25.0 10.0 50.0

その他の製造業（n=61） 39.3 8.2 1.6 57.4

自

主

開

発

共

同

開

発

委

託

行

っ
て

い

な

い

全体（n=796） 24.2 7.9 3.5 70.0

建設業（n=61） 18.0 1.6 1.6 82.0

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 0.0 0.0 7.7 92.3

運輸業、郵便業（n=15） 20.0 0.0 0.0 80.0

不動産業、物品賃貸業（n=32） 6.3 3.1 6.3 84.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=19） 10.5 0.0 5.3 84.2

卸売業（n=33） 12.1 6.1 3.0 84.8

小売業（n=66） 13.6 4.5 3.0 81.8

飲食店（n=21） 57.1 4.8 0.0 38.1

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 5.6 0.0 0.0 94.4

学習、教育支援業（n=10） 30.0 0.0 10.0 70.0

医療、福祉(介護を含む)（n=25） 12.0 0.0 0.0 88.0

サービス業（他に分類されないもの)（n=61） 21.3 4.9 3.3 77.0

その他の非製造業（n=12） 16.7 8.3 0.0 83.3
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（２）年間の研究開発費（売上高対比） 

■年間の研究開発費（売上高対比）は、約７割が「特に計上していない」と回答 

・年間の研究開発費を売上高対比でたずねたところ、最も高いのは「０％超～５％未満」で 23.7％、次

いで「５％以上～10％未満」（3.0％）、「10％以上～15％未満」（1.3％）。一方、約７割は「特に計上し

ていない」との回答（70.7％）。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれて、研究開発を計上している割合が高くなる傾向にあ

る。「101 人以上」では研究開発費を計上していた割合が５割を超えたが（56.3％）、「５人以下」では

８割強（81.2％）が「特に計上していない」との回答だった。 

・業種別にみると、研究開発費の計上割合が高いのは、製造業では「生産用機械器具製造業」（58.3％）、

「食料品製造業」（53.1％）、非製造業では「飲食店」（42.1％）。 

【図表 27－１】年間の研究開発費（売上高対比） 

  
 

【図表 27－２】年間の研究開発費（売上高対比）× 従業員数 

  

20％以上, 1.1% 15％以上～20％未満, 0.3%

10％以上～15％未満, 1.3%

５％以上～10％未満, 3.0%
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70.7%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=709）

５人以下（n=324）

６～10人（n=86）

11～50人（n=200）

51～100人（n=45）

101人以上（n=48）

20％以上 15％以上～20％未満 10％以上～15％未満

５％以上～10％未満 ０％超～５％未満 特に計上していない
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【図表 27－３】年間の研究開発費（売上高対比）× 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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生産用機械器具製造業（n=12）

電気機械器具製造業（n=18）

その他の製造業（n=57）

20％以上 15％以上～20％未満 10％以上～15％未満

５％以上～10％未満 ０％超～５％未満 特に計上していない
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12.5 

9.5 

12.3 
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87.5 

85.7 

78.9 
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建設業（n=55）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=10）

運輸業、郵便業（n=12）

不動産業、物品賃貸業（n=26）

生活関連サービス業、娯楽業（n=16）

卸売業（n=26）

小売業（n=53）

飲食店（n=19）

学術研究、専門・技術サービス業（n=16）

医療、福祉(介護を含む)（n=21）

サービス業（他に分類されないもの)（n=57）

その他の非製造業（n=12）

20％以上 15％以上～20％未満 10％以上～15％未満

５％以上～10％未満 ０％超～５％未満 特に計上していない
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（３）研究開発にあたっての課題（複数回答） 

■研究開発にあたっての課題は、６割弱が「特に課題はない」と回答 

・研究開発にあたっての課題は、「必要な技術・ノウハウを有する人材が不足」が 27.4％で最も高く、次

いで「研究開発内容を実用化に結び付けられない」（12.8％）、「研究開発に多額の費用がかかる」

（11.4％）。一方、６割弱は「特に課題はない」との回答だった（57.0％） 

・従業員数別にみると、「必要な技術・ノウハウを有する人材が不足」は「５人以下」では 15.9％だった

が、従業員数が多くなるにつれて割合は上昇し、「101人以上」では過半数を超えた（54.2％）。 

・業種別にみると、「必要な技術・ノウハウを有する人材が不足」は製造業では「生産用機械器具製造業」

（81.8％）が突出して高く、非製造業では「運輸業、郵便業」（33.3％）が最も高くなった。また「生

産用機械器具製造業」では「資金調達の難しさ」も他と比較して高い（36.4％）。 

【図表 28－１】研究開発にあたっての課題（複数回答） 

 
 

【図表 28－２】研究開発にあたっての課題 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 

27.4

12.8

11.4

9.5

9.0

6.6

4.5

2.5

57.0

0 20 40 60

必要な技術・ノウハウを有する人材が不足

研究開発内容を実用化に結び付けられない

研究開発に多額の費用がかかる

研究開発に時間が必要で、市場変化のスピードに

対応できない

資金調達の難しさ

研究開発の適切な相談相手が見つからない

他社や大学など、適切な連携先が見つからない

その他

特に課題はない

（％）

（ｎ＝686）

必

要

な

技

術

・

ノ

ウ

ハ

ウ

を

有

す

る

人

材

が

不

足

研

究

開

発

に

多

額

の

費

用

が

か

か

る

研

究

開

発

内

容

を

実

用

化

に

結

び

付

け

ら

れ

な

い

研

究

開

発

に

時

間

が

必

要

で

、

市

場

変

化

の

ス

ピ

ー

ド

に

対

応

で

き

な

い

他

社

や

大

学

な

ど

、
適

切

な

連

携

先

が

見

つ

か

ら

な

い

研

究

開

発

の

適

切

な

相

談

相

手

が

見

つ

か

ら

な

い

資

金

調

達

の

難

し

さ

そ

の

他

特

に

課

題

は

な

い
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５人以下（n=314） 15.9 7.3 7.3 3.8 3.2 4.5 8.9 3.2 72.0

６～10人（n=79） 26.6 19.0 16.5 13.9 5.1 6.3 16.5 2.5 46.8

11～50人（n=196） 35.7 15.8 15.3 12.8 5.6 8.2 8.7 1.5 48.5

51～100人（n=44） 43.2 13.6 27.3 20.5 2.3 9.1 4.5 0.0 31.8

101人以上（n=48） 54.2 6.3 20.8 16.7 10.4 12.5 4.2 4.2 33.3
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【図表 28－３】研究開発にあたっての課題 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 

 

必

要

な

技

術

・

ノ

ウ

ハ

ウ

を

有

す

る

人

材

が

不

足

研

究

開

発

に

多

額

の

費

用

が

か

か

る

研

究

開

発

内

容

を

実

用

化

に

結

び

付

け

ら

れ

な

い

研

究

開

発

に

時

間

が

必

要

で

、

市

場

変

化

の

ス

ピ

ー

ド

に

対

応

で

き

な

い

他

社

や

大

学

な

ど

、
適

切

な

連

携

先

が

見

つ

か

ら

な

い

研

究

開

発

の

適

切

な

相

談

相

手

が

見

つ

か

ら

な

い

資

金

調

達

の

難

し

さ

そ

の

他

特

に

課

題

は

な

い

全体（n=686） 27.4 11.4 12.8 9.5 4.5 6.6 9.0 2.5 57.0

食料品製造業（n=33） 39.4 9.1 12.1 6.1 3.0 6.1 15.2 0.0 48.5

繊維工業（n=41） 29.3 19.5 19.5 12.2 7.3 9.8 4.9 4.9 36.6

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=11） 18.2 18.2 0.0 9.1 9.1 18.2 0.0 0.0 63.6

印刷・同関連業（n=11） 54.5 18.2 27.3 27.3 0.0 0.0 0.0 0.0 36.4

プラスチック製品製造業（n=22） 50.0 13.6 22.7 22.7 0.0 13.6 9.1 0.0 36.4

窯業・土石製品製造業（n=23） 30.4 13.0 13.0 4.3 0.0 4.3 8.7 0.0 47.8

非鉄金属製造業（n=10） 30.0 10.0 10.0 10.0 0.0 10.0 10.0 0.0 50.0

金属製品製造業（n=34） 26.5 8.8 14.7 8.8 5.9 5.9 2.9 0.0 61.8

生産用機械器具製造業（n=11） 81.8 27.3 27.3 9.1 18.2 18.2 36.4 0.0 9.1

電気機械器具製造業（n=19） 47.4 10.5 21.1 21.1 0.0 0.0 5.3 0.0 47.4

その他の製造業（n=56） 28.6 17.9 17.9 10.7 14.3 16.1 23.2 3.6 42.9

必

要

な

技

術

・

ノ

ウ

ハ

ウ

を

有

す

る

人

材

が

不

足

研

究

開

発

に

多

額

の

費

用

が

か

か

る

研

究

開

発

内

容

を

実

用

化

に

結

び

付

け

ら

れ

な

い

研

究

開

発

に

時

間

が

必

要

で

、

市

場

変

化

の

ス

ピ

ー

ド

に

対

応

で

き

な

い

他

社

や

大

学

な

ど

、
適

切

な

連

携

先

が

見

つ

か

ら

な

い

研

究

開

発

の

適

切

な

相

談

相

手

が

見

つ

か

ら

な

い

資

金

調

達

の

難

し

さ

そ

の

他

特

に

課

題

は

な

い

全体（n=686） 27.4 11.4 12.8 9.5 4.5 6.6 9.0 2.5 57.0

建設業（n=54） 24.1 7.4 11.1 16.7 3.7 3.7 5.6 7.4 63.0

電気・ガス・熱供給・水道業（n=10） 20.0 0.0 20.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 80.0

運輸業、郵便業（n=12） 33.3 16.7 8.3 8.3 0.0 8.3 16.7 0.0 50.0
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その他の非製造業（n=12） 25.0 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 66.7
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 問５．立地について                                

（１）滋賀県内に立地しているメリット、デメリット（それぞれ３つまで） 

■「メリット」は「自然災害が少ない」、「デメリット」は「従業員の確保」が各４割強 

・滋賀県内に立地している「メリット」は、「自然災害が少ない」が 42.4％で最も高く、次いで「長年の

つきあい」（37.5％）、「受注先との距離」（37.4％）。一方、「デメリット」は「従業員の確保」が 43.9％

で最も高く、次いで「公共交通機関の利便性」（34.9％）、「道路交通事情」（21.5％）。 

・従業員数別にみると、「メリット」は、「５人以下」では「長年のつきあい」（46.6％）、「６～10人」では「自

然災害が少ない」（51.5％）、「11～50人」「51～100人」「101人以上」は「受注先との距離」（順に 42.8％、

46.9％、42.9％）が最も高い。一方、「デメリット」は、従業員数が多くなるにつれて「従業員の確保」の

割合が高くなる傾向にあり、「51～100 人」「101 人以上」では７割前後となった（順に 71.4％、66.7％）。 

・業種別にみると、「メリット」は、製造業では「金属製品製造業」で「受注先との距離」（62.2％）が特

に高く、非製造業では「電気・ガス・熱供給・水道業」で「自然災害が少ない」「長年のつきあい」（と

もに 70.0％）、「運輸業、郵便業」で「受注先との距離」「高速道路網の発達」（ともに 62.5％）が特に

高い。一方、「デメリット」は、全体的に「従業員の確保」が高い傾向にあり、製造業では「プラスチ

ック製品製造業」（71.4％）、非製造業では「建設業」「運輸業、郵便業」「サービス業（他に分類されな

いもの）」（順に 57.7％、57.1％、56.3％）で特に高い。 

【図表 29－１】滋賀県内に立地しているメリット、デメリット（それぞれ３つまで） 

＜メリット＞                  ＜デメリット＞ 
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【図表 29－２】滋賀県内に立地しているメリット、デメリット × 従業員数 

＜メリット＞ 

  

＜デメリット＞ 

  

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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【図表 29－３】滋賀県内に立地しているメリット、デメリット × 業種 

＜メリット・製造業＞ 

  

＜メリット・非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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非鉄金属製造業（n=10） 20.0 50.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 10.0 20.0 10.0 50.0 0.0 10.0 30.0 10.0 0.0 10.0 0.0

金属製品製造業（n=37） 8.1 62.2 18.9 13.5 2.7 29.7 2.7 0.0 0.0 5.4 13.5 5.4 5.4 43.2 0.0 2.7 32.4 5.4 0.0 8.1 2.7

生産用機械器具製造業（n=12） 0.0 50.0 8.3 25.0 16.7 41.7 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 8.3 16.7 41.7 0.0 0.0 16.7 41.7 0.0 0.0 0.0

電気機械器具製造業（n=19） 0.0 57.9 21.1 31.6 10.5 31.6 0.0 0.0 0.0 0.0 31.6 10.5 15.8 31.6 0.0 0.0 10.5 15.8 0.0 5.3 0.0

その他の製造業（n=58） 17.2 48.3 15.5 19.0 12.1 19.0 0.0 0.0 0.0 10.3 6.9 8.6 15.5 51.7 8.6 0.0 36.2 3.4 0.0 0.0 0.0
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全体（n=776） 12.6 37.4 13.3 22.3 10.3 20.6 0.9 0.5 0.0 7.7 8.8 8.0 18.3 42.4 7.3 2.8 37.5 8.4 0.4 8.1 2.3

建設業（n=61） 19.7 52.5 26.2 13.1 6.6 16.4 0.0 0.0 0.0 1.6 9.8 6.6 18.0 31.1 6.6 8.2 54.1 6.6 0.0 1.6 0.0

電気・ガス・熱供給・水道業（n=10） 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 30.0 0.0 0.0 0.0 10.0 10.0 0.0 20.0 70.0 0.0 0.0 70.0 0.0 0.0 10.0 0.0

運輸業、郵便業（n=16） 0.0 62.5 18.8 18.8 12.5 62.5 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 12.5 25.0 0.0 0.0 31.3 37.5 0.0 6.3 0.0

不動産業、物品賃貸業（n=32） 0.0 9.4 3.1 43.8 25.0 15.6 0.0 3.1 0.0 0.0 3.1 6.3 25.0 62.5 6.3 6.3 37.5 15.6 0.0 0.0 0.0

生活関連サービス業、娯楽業（n=20） 5.0 25.0 5.0 20.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 5.0 20.0 40.0 10.0 0.0 50.0 5.0 0.0 10.0 15.0

卸売業（n=36） 8.3 44.4 13.9 16.7 27.8 27.8 0.0 0.0 0.0 2.8 11.1 11.1 0.0 33.3 8.3 2.8 41.7 13.9 0.0 13.9 0.0

小売業（n=65） 9.2 21.5 6.2 30.8 7.7 15.4 0.0 0.0 0.0 1.5 7.7 6.2 18.5 50.8 7.7 1.5 55.4 6.2 0.0 12.3 1.5

飲食店（n=19） 21.1 0.0 5.3 31.6 10.5 5.3 0.0 0.0 0.0 21.1 10.5 5.3 36.8 52.6 0.0 0.0 42.1 5.3 0.0 10.5 5.3

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 5.6 33.3 0.0 27.8 16.7 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 5.6 16.7 55.6 0.0 0.0 50.0 11.1 0.0 5.6 5.6

医療、福祉(介護を含む)（n=30） 6.7 13.3 6.7 23.3 13.3 10.0 0.0 0.0 0.0 6.7 6.7 10.0 30.0 40.0 3.3 3.3 43.3 3.3 0.0 13.3 6.7

サービス業（他に分類されないもの)（n=56） 1.8 28.6 10.7 28.6 5.4 16.1 0.0 0.0 0.0 0.0 5.4 7.1 19.6 41.1 14.3 8.9 51.8 10.7 1.8 14.3 1.8

その他の非製造業（n=10） 0.0 40.0 0.0 40.0 10.0 20.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0 40.0 10.0 0.0 20.0 10.0
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＜デメリット・製造業＞ 

  

＜デメリット・非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=651） 12.9 16.3 12.6 5.7 34.9 5.1 4.8 6.8 6.6 0.8 5.7 43.9 1.2 1.5 9.4 18.9 3.1 21.5 8.8 19.7 7.2

食料品製造業（n=26） 15.4 15.4 7.7 3.8 42.3 7.7 7.7 11.5 11.5 0.0 7.7 34.6 3.8 0.0 7.7 23.1 0.0 19.2 11.5 11.5 11.5

繊維工業（n=40） 20.0 37.5 12.5 10.0 25.0 7.5 7.5 5.0 0.0 0.0 7.5 32.5 2.5 2.5 7.5 7.5 5.0 17.5 7.5 12.5 5.0

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=11） 54.5 36.4 27.3 9.1 9.1 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 36.4 0.0 0.0 9.1 0.0 9.1 18.2 18.2 0.0 0.0

プラスチック製品製造業（n=21） 9.5 33.3 19.0 0.0 38.1 0.0 4.8 4.8 4.8 4.8 9.5 71.4 0.0 0.0 9.5 23.8 0.0 9.5 0.0 9.5 9.5

窯業・土石製品製造業（n=20） 10.0 10.0 15.0 0.0 40.0 0.0 5.0 5.0 5.0 0.0 10.0 50.0 5.0 5.0 0.0 20.0 0.0 35.0 5.0 25.0 10.0

金属製品製造業（n=31） 12.9 19.4 16.1 3.2 35.5 3.2 3.2 3.2 3.2 0.0 6.5 54.8 0.0 0.0 6.5 19.4 3.2 16.1 6.5 6.5 3.2

生産用機械器具製造業（n=12） 16.7 8.3 33.3 8.3 41.7 0.0 16.7 25.0 16.7 0.0 8.3 50.0 0.0 0.0 16.7 8.3 8.3 16.7 0.0 0.0 8.3

電気機械器具製造業（n=18） 27.8 22.2 38.9 5.6 33.3 0.0 5.6 5.6 0.0 0.0 5.6 44.4 0.0 0.0 5.6 5.6 0.0 22.2 5.6 5.6 0.0

その他の製造業（n=49） 8.2 22.4 14.3 8.2 28.6 4.1 10.2 14.3 4.1 0.0 10.2 38.8 0.0 0.0 16.3 24.5 0.0 20.4 6.1 12.2 4.1
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全体（n=651） 12.9 16.3 12.6 5.7 34.9 5.1 4.8 6.8 6.6 0.8 5.7 43.9 1.2 1.5 9.4 18.9 3.1 21.5 8.8 19.7 7.2

建設業（n=52） 15.4 11.5 9.6 3.8 23.1 11.5 0.0 5.8 5.8 0.0 3.8 57.7 1.9 5.8 3.8 11.5 3.8 23.1 11.5 32.7 1.9

運輸業、郵便業（n=14） 0.0 0.0 0.0 7.1 35.7 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 57.1 0.0 0.0 14.3 7.1 0.0 14.3 35.7 35.7 14.3

不動産業、物品賃貸業（n=27） 3.7 7.4 0.0 11.1 44.4 7.4 3.7 7.4 7.4 0.0 7.4 11.1 0.0 0.0 7.4 22.2 7.4 37.0 14.8 33.3 7.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=11） 9.1 0.0 0.0 18.2 45.5 0.0 9.1 9.1 9.1 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 0.0 18.2 0.0 9.1 9.1 18.2 36.4

卸売業（n=29） 20.7 20.7 24.1 6.9 10.3 6.9 6.9 3.4 10.3 0.0 0.0 44.8 3.4 0.0 6.9 10.3 6.9 13.8 0.0 44.8 0.0

小売業（n=54） 7.4 9.3 13.0 3.7 35.2 9.3 7.4 1.9 9.3 0.0 5.6 35.2 0.0 0.0 13.0 24.1 1.9 27.8 5.6 27.8 7.4

飲食店（n=19） 31.6 5.3 5.3 10.5 52.6 5.3 0.0 5.3 0.0 0.0 5.3 31.6 5.3 0.0 0.0 26.3 10.5 31.6 15.8 5.3 10.5

学術研究、専門・技術サービス業（n=14） 0.0 14.3 7.1 14.3 50.0 7.1 0.0 14.3 7.1 0.0 7.1 50.0 0.0 0.0 7.1 21.4 7.1 14.3 0.0 7.1 14.3

医療、福祉(介護を含む)（n=26） 3.8 3.8 3.8 15.4 30.8 0.0 0.0 11.5 0.0 7.7 0.0 50.0 0.0 3.8 15.4 23.1 3.8 23.1 11.5 23.1 11.5

サービス業（他に分類されないもの)（n=48） 4.2 12.5 8.3 2.1 50.0 4.2 4.2 8.3 14.6 0.0 2.1 56.3 0.0 4.2 10.4 22.9 4.2 20.8 6.3 18.8 8.3
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（２）今後の事業の拠点の考え 

■「現在地または県内で規模は現状維持」が５割弱、「現在地または県内で規模拡張する」が２割強 

・今後の事業の拠点の考えは、「現在地または県内で規模は現状維持」が 46.8％で最も高く、次いで「現

在地または県内で規模拡張する」（21.7％）だった。「廃業する」は 7.7％、「県外に移転する」は 0.5％。 

・従業員数別にみると、「現在地または県内で規模拡張する」は「５人以下」では１割弱（9.6％）だった

が、従業員数が多くなるにつれて割合が高くなり、「101人以上」では５割近くを占めた（46.8％）。 

・業種別にみると、「現在地または県内で規模拡張する」の割合が特に高いのは、製造業では「プラスチ

ック製品製造業」（33.3％）、非製造業では「運輸業、郵便業」（35.3％）、「電気・ガス・熱供給・水道

業」「学習、教育支援業」「サービス業（他に分類されないもの）」（いずれも 30.8％）で３割を超えた。 

【図表 30－１】今後の事業の拠点の考え 

  
 

【図表 30－２】今後の事業の拠点の考え × 従業員数 
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【図表 30－３】今後の事業の拠点の考え × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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 問６．後継者問題                                 

（１）後継者について 

■［後継者あり］が３割強、「事業承継については未定、分からない」が４割強 

・後継者は、「後継者は既に決まっている（親族）」（30.6％）と「後継者は既に決まっている（非親族）」

（4.2％）を合わせた［後継者あり］が３割強（34.8％）を占めた。一方、４割強が「事業承継につい

ては未定、分からない」と回答した（41.8％）。 

・従業員数別にみると、［後継者あり］は「５人以下」では 21.5％だったが、従業員数が多くなるにつれ

て割合が上昇しており、「51～100人」「101人以上」では過半数を占めた（順に 50.9％、52.1％）。 

・業種別にみると、［後継者あり］の割合が高いのは、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」

（66.7％）や「プラスチック製品製造業」（58.3％）などで、非製造業では「不動産業、物品賃貸業」（66.7％）

や「運輸業、郵便業」（58.8％）など。一方、「事業承継をしたいが、後継者がいない（課題となってい

る）」は、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」（20.0％）、非製造業では「学習、教育支援業」

（28.6％）、「その他の非製造業」（27.3％）で特に高い。また、「生活関連サービス業、娯楽業」や「飲食

店」では「事業承継については未定・わからない」が突出している（順に 70.0％、66.7％）。 

【図表 31－１】後継者 

  
 

【図表 31－２】後継者 × 従業員数 
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【図表 31－３】後継者 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（２）今後の事業承継方針 

■今後の事業承継方針は、「まだ決める時期ではない」が５割強、「廃業する」が３割強 

・前問で「事業承継したいが、後継者がいない」「事業承継については未定・分からない」の回答者に今

後の事業承継方針についてたずねたところ、「まだ決める時期ではない」が過半数を占めた（52.5％）。

次いで「廃業する」（31.6％）、「その他」（6.9％）。 

・従業員数別にみると、「５人以下」では「廃業する」が５割弱（45.4％）を占めており、他の区分と比

べて特に高い。それ以外は「まだ決める時期ではない」が７～８割を占めた。 

・業種別にみると、「廃業する」の割合が高いのは、製造業では「窯業・土石製品製造業」（50.0％）や「繊

維工業」（45.5％）、「その他の製造業」（43.5％）など、非製造業では「生活関連サービス業、娯楽業」

（42.9％）など。 

【図表 32－１】今後の事業承継方針 

  

 

【図表 32－２】今後の事業承継方針 × 従業員数 
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【図表 32－３】今後の事業承継方針 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（３）今後の事業承継を望まれる時期 

■事業承継の希望時期は、「未定」が３割強、「１年以内」は３％ 

・事業承継の希望時期は、「未定」が３割強（32.8％）、「２～５年以内」「５～10年以内」「10年以上先」

がそれぞれ２割強だった（順に 20.8％、20.8％、22.6％）。「１年以内」は 3.0％となった。 

・従業員数別にみると、「２～５年以内」では「６～10 人」（29.7％）、「５～10 年以内」では「101 人以

上」（25.5％）、「10年以上先」は「６～10人」「11～50人」で特に高い（順に 27.5％、27.6％）。また

「未定」の回答が従業員数に関係なくみられた。 

・業種別にみると、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」で「２～５年以内」が特に高く（41.7％）、

「生産用機械器具製造業」「金属製品製造業」で「10 年以上先」が特に高い（順に 41.7％、40.0％）。

一方、非製造業では「生活関連サービス業、娯楽業」で「10年以上先」が特に高い（45.0％）。 

【図表 33－１】事業承継を望まれる時期 

  
 

【図表 33－２】事業承継を望まれる時期 × 従業員数 
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【図表 33－３】事業承継を望まれる時期 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（４）事業承継における課題 

■事業承継における課題は、「業界の先行きが不透明」が４割強、「101人以上」では「事業承継に 

おける課題はない」が４割強 

・事業承継における課題は、「業界の先行きが不透明」が 42.5％で最も高く、次いで「経営状況が厳しい」

（31.5％）、「適切な後継者が不在」（23.6％）となった。「事業承継における課題はない」は２割弱（18.5％）。 

・従業員数別にみると、「５人以下」や「６～10 人」など小規模な事業者では「業界の先行きが不透明」

（順に 45.9％、50.5％）や「経営状況が厳しい」（順に 41.8％、35.5％）が高く、「51～100 人」「101

人以上」では「後継者の育成が不十分」が３割を超えた（順に 30.0％、32.6％）。 

・業種別にみると、「業界の先行きが不透明」が特に高いのは、製造業では「印刷・同関連業」「窯業・土石製

品製造業」「繊維工業」（順に 80.0％、71.4％、62.7％）、非製造業では「運輸業、郵便業」（68.8％）。「経

営状況が厳しい」が特に高いのは、製造業で「繊維工業」（51.0％）、非製造業で「運輸業、郵便業」（50.0％）。 

【図表 34－１】事業承継における課題 

 
 

【図表 34－２】事業承継における課題 × 従業員数 
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５人以下（n=364） 41.8 45.9 29.9 15.1 10.4 8.0 4.4 2.7 4.1 11.3 3.6 14.3

６～10人（n=93） 35.5 50.5 19.4 24.7 17.2 18.3 11.8 5.4 2.2 4.3 1.1 14.0

11～50人（n=223） 20.6 39.9 17.0 26.9 7.6 22.9 15.2 5.8 1.8 10.3 1.8 20.2

51～100人（n=50） 6.0 24.0 18.0 30.0 0.0 26.0 4.0 10.0 0.0 8.0 0.0 28.0

101人以上（n=46） 19.6 32.6 17.4 32.6 8.7 26.1 15.2 8.7 2.2 10.9 4.3 43.5
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【図表 34－３】事業承継における課題 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=784） 31.5 42.5 23.6 21.6 9.6 15.6 8.9 4.7 2.8 9.9 2.6 18.5

建設業（n=57） 26.3 35.1 15.8 26.3 5.3 29.8 5.3 8.8 0.0 10.5 1.8 19.3

電気・ガス・熱供給・水道業（n=11） 9.1 54.5 18.2 9.1 9.1 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 9.1 27.3

運輸業、郵便業（n=16） 50.0 68.8 18.8 18.8 12.5 18.8 31.3 6.3 0.0 18.8 0.0 6.3

不動産業、物品賃貸業（n=33） 15.2 21.2 12.1 30.3 3.0 36.4 15.2 6.1 0.0 21.2 0.0 21.2

生活関連サービス業、娯楽業（n=20） 35.0 55.0 30.0 20.0 5.0 0.0 5.0 0.0 5.0 0.0 10.0 10.0

卸売業（n=32） 31.3 50.0 28.1 18.8 9.4 25.0 12.5 18.8 6.3 15.6 0.0 9.4

小売業（n=69） 42.0 56.5 24.6 17.4 8.7 8.7 7.2 1.4 1.4 13.0 1.4 14.5

飲食店（n=21） 33.3 28.6 28.6 9.5 9.5 4.8 4.8 0.0 9.5 9.5 9.5 28.6

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 22.2 5.6 11.1 22.2 11.1 16.7 16.7 11.1 0.0 5.6 5.6 44.4

学習、教育支援業（n=12） 33.3 33.3 25.0 41.7 16.7 8.3 8.3 8.3 8.3 8.3 0.0 33.3

医療、福祉(介護を含む)（n=33） 24.2 39.4 36.4 6.1 12.1 3.0 0.0 6.1 0.0 3.0 3.0 24.2

サービス業（他に分類されないもの)（n=63） 27.0 28.6 23.8 23.8 11.1 4.8 4.8 11.1 4.8 11.1 6.3 17.5

その他の非製造業（n=12） 41.7 50.0 50.0 25.0 25.0 16.7 8.3 8.3 8.3 25.0 0.0 0.0
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 問７．人材の確保・育成                               

（１）現在の人材過不足状況 

■人材過不足状況は、［人材不足］が６割弱、「適正である」は４割弱 

・現在の人材過不足状況は、「やや不足している」（46.0％）と「大幅に不足している」（11.0％）を合わ

せた［人材不足］が６割弱（57.0％）となった。「適正である（過不足なし）」は４割弱（38.5％）、「大

幅に過剰である」と「やや過剰である」はほとんどみられなかった（順に 0.1％、4.4％）。 

・従業員数別にみると、［人材不足］は「５人以下」では４割強（41.0％）であるが、従業員数が多くに

なるにつれて割合は上昇しており、「101 人以上」では９割弱（88.2％）となった。また、「５人以下」

では「適正である」が過半数を占めた（56.4％）。 

・業種別にみると、［人材不足］の割合が高いのは、製造業では「生産用機械器具製造業」（91.7％）、「プ

ラスチック製品製造業」（82.6％）、「電気機械器具製造業」（80.0％）など、非製造業では「建設業」

（76.1％）など。一方、「不動産業、物品賃貸業」では「適正である」が約８割（79.4％）を占めた。 

【図表 35－１】人材過不足状況 

  

 

【図表 35－２】人材過不足状況 × 従業員数 
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【図表 35－３】人材過不足状況 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（２）人材の採用に関する課題 

■人材の採用に関する課題は、「101人以上」では「優秀な新卒者の採用ができない」が６割弱 

・人材の採用に関する課題は、「自社が求める専門技能を持つ人材が採用できない」が 25.8％で最も高く、

次いで「事業運営に必要とする人員が確保できない」（17.8％）、「優秀な新卒者の採用ができない」

（17.6％）。一方、約４割は「特になし」との回答だった（39.4％）。 

・従業員数別にみると、「優秀な新卒者の採用ができない」は従業員数が多くなるにつれて増加しており、

「101 人以上」では６割弱（58.0％）だった。また、「６～10 人」や「11～50 人」では、「自社が求め

る専門技能を持つ人材が採用できない」が最も高い（順に 34.3％、34.2％）。 

・業種別にみると、「優秀な新卒者の採用ができない」は、製造業では「非鉄金属製造業」（40.0％）、非製造業

では「建設業」（39.1％）が特に高い。また「高度な技術や専門的な知識を持つ人材が採用できない」は製造

業では「生産用機械器具製造業」（58.3％）、非製造業では「学術研究、専門・技術サービス業」で特に高い。 

【図表 36－１】人材の採用に関する課題 

 
 

【図表 36－２】人材の採用に関する課題 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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【図表 36－３】人材の採用に関する課題 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=802） 8.1 14.7 17.6 4.5 8.9 16.1 25.8 17.8 8.4 3.0 39.4

建設業（n=64） 20.3 28.1 39.1 3.1 10.9 29.7 32.8 7.8 15.6 3.1 20.3

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 0.0 7.7 0.0 0.0 7.7 0.0 23.1 7.7 0.0 0.0 61.5

運輸業、郵便業（n=16） 6.3 6.3 6.3 6.3 18.8 18.8 31.3 37.5 6.3 0.0 37.5

不動産業、物品賃貸業（n=35） 2.9 5.7 11.4 2.9 8.6 8.6 2.9 11.4 5.7 0.0 71.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=19） 5.3 10.5 5.3 0.0 5.3 5.3 15.8 15.8 0.0 5.3 57.9

卸売業（n=33） 18.2 27.3 15.2 12.1 18.2 3.0 24.2 27.3 9.1 6.1 30.3

小売業（n=70） 8.6 12.9 15.7 0.0 7.1 4.3 21.4 17.1 5.7 2.9 45.7

飲食店（n=21） 4.8 9.5 14.3 4.8 4.8 9.5 9.5 4.8 14.3 9.5 47.6

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 5.6 0.0 22.2 5.6 11.1 50.0 22.2 5.6 5.6 5.6 33.3

学習、教育支援業（n=11） 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 18.2 18.2 0.0 0.0 63.6

医療、福祉(介護を含む)（n=32） 0.0 9.4 18.8 0.0 12.5 9.4 21.9 21.9 12.5 0.0 43.8

サービス業（他に分類されないもの)（n=61） 3.3 9.8 9.8 8.2 9.8 18.0 27.9 27.9 11.5 4.9 34.4

その他の非製造業（n=11） 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 18.2 18.2 18.2 27.3 9.1 45.5
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（３）貴社が実施している離職・転職防止対応策 

■離職・転職防止対応策は、「給与や手当支給の見直し」が４割弱、「時間外勤務の削減」が約２割 

・実施している離職・転職防止対応策は、「給与や手当支給の見直し」が 36.1％で最も高く、次いで「時間外

勤務の削減」（20.1％）、「休暇制度の見直し」（19.7％）。一方、４割強は「特になし」との回答だった（42.3％）。 

・従業員数別にみると、「給与や手当支給の見直し」は、従業員数が多くなるにつれて上昇傾向にあり、

「51～100人」では６割強となった（61.5％）。一方、「５人以下」では「特になし」が約７割（70.9％）。 

・業種別にみると、「給与や手当支給の見直し」が特に高いのは、製造業では「非鉄金属製造業」「電気機

械器具製造業」（ともに 50.0％）、非製造業では「建設業」（56.7％）など。また、製造業の「生産用機

械器具製造業」では「休暇制度の見直し」（41.7％）、「非鉄金属製造業」では「時間外勤務の削減」（40.0％）

が、非製造業の「運輸業、郵便業」では「勤務時間の見直し」（35.3％）が他と比較して高い。 

【図表 37－１】離職・転職防止対応策 

 
 

【図表 37－２】離職・転職防止対応策 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 

36.1

20.1

19.7

16.7

16.7

16.5

12.5

12.5

5.3

3.1

1.2

42.3

0 10 20 30 40 50

給与や手当支給の見直し

時間外勤務の削減

休暇制度の見直し

勤務時間の見直し

福利厚生制度の充実

社員からの相談体制の整備

人事評価制度の見直し

ハラスメント防止対策の強化

退職理由の聴取と組織へのフィードバック

退職慰留の強化

その他

特になし

（％）

（ｎ＝807）

勤

務

時

間

の

見

直

し

休

暇

制

度

の

見

直

し

給

与

や

手

当

支

給

の

見

直

し

人

事

評

価

制

度

の

見

直

し

福

利

厚

生

制

度

の

充

実

時

間

外

勤

務

の

削

減

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

防

止

対

策

の

強

化

社

員

か

ら

の

相

談

体

制

の

整

備

退

職

理

由

の

聴

取

と

組

織

へ

の

フ

ィ
ー

ド

バ

ッ

ク

退

職

慰

留

の

強

化

そ

の

他

特

に

な

し

全体（n=807） 16.7 19.7 36.1 12.5 16.7 20.1 12.5 16.5 5.3 3.1 1.2 42.3

５人以下（n=354） 10.7 9.6 18.4 4.0 8.8 6.8 2.5 4.5 1.7 1.7 1.1 70.9

６～10人（n=101） 24.8 24.8 43.6 6.9 9.9 24.8 6.9 13.9 3.0 2.0 2.0 30.7

11～50人（n=240） 21.3 29.6 49.2 19.6 24.6 29.6 19.6 27.1 5.0 4.2 1.7 20.4

51～100人（n=52） 23.1 28.8 61.5 30.8 23.1 44.2 25.0 30.8 17.3 1.9 0.0 3.8

101人以上（n=51） 17.6 23.5 56.9 31.4 45.1 33.3 47.1 41.2 23.5 11.8 0.0 5.9
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【図表 37－３】離職・転職防止対応策 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=807） 16.7 19.7 36.1 12.5 16.7 20.1 12.5 16.5 5.3 3.1 1.2 42.3

建設業（n=67） 19.4 32.8 56.7 11.9 28.4 25.4 17.9 22.4 6.0 1.5 3.0 25.4

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 15.4 23.1 23.1 7.7 23.1 7.7 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 53.8

運輸業、郵便業（n=17） 35.3 29.4 47.1 17.6 23.5 29.4 5.9 11.8 0.0 0.0 0.0 29.4

不動産業、物品賃貸業（n=35） 8.6 17.1 14.3 5.7 8.6 5.7 2.9 5.7 0.0 0.0 0.0 80.0

生活関連サービス業、娯楽業（n=20） 15.0 15.0 20.0 10.0 5.0 5.0 0.0 5.0 10.0 5.0 5.0 70.0

卸売業（n=34） 23.5 20.6 35.3 32.4 20.6 20.6 17.6 14.7 11.8 0.0 0.0 41.2

小売業（n=70） 21.4 27.1 28.6 11.4 12.9 18.6 5.7 8.6 2.9 4.3 1.4 48.6

飲食店（n=20） 25.0 15.0 20.0 5.0 15.0 15.0 10.0 15.0 10.0 5.0 0.0 65.0

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 27.8 5.6 38.9 11.1 11.1 16.7 22.2 22.2 0.0 0.0 5.6 38.9

学習、教育支援業（n=11） 18.2 18.2 27.3 27.3 18.2 9.1 9.1 9.1 0.0 0.0 0.0 54.5

医療、福祉(介護を含む)（n=34） 14.7 11.8 38.2 17.6 11.8 23.5 8.8 26.5 5.9 2.9 0.0 41.2

サービス業（他に分類されないもの)（n=63） 17.5 20.6 30.2 12.7 12.7 19.0 9.5 20.6 4.8 3.2 1.6 44.4

その他の非製造業（n=11） 27.3 9.1 27.3 9.1 18.2 0.0 0.0 36.4 0.0 0.0 0.0 45.5
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（４）貴社が実施している人事運営や従業員の処遇改善への取組（複数回答） 

■「従業員の定年延長・再雇用」は４割強、一方「特に取組していない」は４割弱 

・実施している人事運営や従業員への処遇改善への取組は、「従業員の定年延長・再雇用」が 41.8％で最も

高く、次いで「賃金体系の見直し（賃上げ）」（30.1％）、「育児や介護等に伴う勤務制度の柔軟化」（21.2％）。 

・従業員数別にみると、「従業員の定年延長・再雇用」は「51～100人」では８割弱（78.8％）、「101人以上」「11

～50人」では６割強（順に 64.7％、63.9％）。一方、「５人以下」では「特に取組していない」が７割強（71.5％）。 

・業種別にみると、「従業員の定年延長・再雇用」が特に高いのは、製造業では「生産用機械器具製造業」

（83.3％）、「電気機械器具製造業」（65.0％）など、非製造業では「建設業」（64.2％）など。また、製

造業の「電気機械器具製造業」では「賃金体系の見直し（賃上げ）」（65.0％）が、非製造業の「医療、

福祉（介護を含む）」では「育児や介護等に伴う勤務制度の柔軟化」（42.4％）が他と比較して高い。 

【図表 38－１】人事運営や従業員の処遇改善への取組（複数回答） 

 
 

【図表 38－２】人事運営や従業員の処遇改善への取組 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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５人以下（n=351） 15.4 5.1 1.4 0.3 3.7 11.4 4.0 4.0 5.4 3.4 4.3 1.7 1.1 71.5

６～10人（n=101） 51.5 19.8 7.9 2.0 6.9 40.6 15.8 8.9 18.8 5.0 8.9 3.0 1.0 12.9

11～50人（n=238） 63.9 25.6 16.4 2.5 7.6 43.3 14.3 5.9 31.5 13.0 12.2 8.4 0.8 9.2
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101人以上（n=51） 64.7 21.6 37.3 27.5 7.8 58.8 25.5 9.8 60.8 31.4 19.6 13.7 0.0 2.0
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【図表 38－３】人事運営や従業員の処遇改善への取組 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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食料品製造業（n=36） 27.8 11.1 11.1 2.8 5.6 33.3 5.6 2.8 11.1 8.3 13.9 2.8 2.8 38.9

繊維工業（n=43） 51.2 11.6 14.0 0.0 4.7 27.9 9.3 7.0 16.3 4.7 4.7 2.3 0.0 30.2

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12） 25.0 16.7 16.7 0.0 0.0 16.7 8.3 0.0 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 58.3

印刷・同関連業（n=10） 60.0 0.0 0.0 10.0 0.0 30.0 0.0 0.0 30.0 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0

プラスチック製品製造業（n=24） 58.3 12.5 16.7 8.3 8.3 29.2 12.5 8.3 16.7 0.0 4.2 8.3 0.0 25.0
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電気機械器具製造業（n=20） 65.0 15.0 30.0 30.0 0.0 65.0 10.0 10.0 50.0 25.0 15.0 15.0 0.0 10.0

その他の製造業（n=61） 44.3 11.5 13.1 3.3 3.3 27.9 8.2 3.3 16.4 8.2 6.6 6.6 0.0 45.9
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全体（n=801） 41.8 14.9 10.5 3.6 5.6 30.1 11.1 6.7 21.2 9.4 8.7 4.9 1.0 36.2

建設業（n=67） 64.2 17.9 4.5 3.0 6.0 37.3 17.9 10.4 25.4 6.0 10.4 6.0 0.0 25.4

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 30.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 7.7 7.7 0.0 7.7 0.0 0.0 61.5

運輸業、郵便業（n=17） 52.9 35.3 0.0 0.0 5.9 35.3 23.5 5.9 29.4 11.8 5.9 11.8 0.0 17.6

不動産業、物品賃貸業（n=35） 20.0 8.6 2.9 2.9 2.9 11.4 0.0 0.0 14.3 11.4 2.9 2.9 0.0 68.6

生活関連サービス業、娯楽業（n=19） 10.5 0.0 0.0 0.0 5.3 21.1 15.8 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 68.4

卸売業（n=32） 46.9 6.3 0.0 3.1 0.0 34.4 12.5 15.6 31.3 12.5 18.8 6.3 0.0 37.5

小売業（n=69） 31.9 15.9 7.2 0.0 8.7 26.1 5.8 10.1 14.5 7.2 4.3 1.4 1.4 43.5

飲食店（n=20） 15.0 10.0 0.0 5.0 0.0 10.0 15.0 10.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 65.0

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 44.4 16.7 0.0 0.0 0.0 38.9 5.6 0.0 33.3 27.8 22.2 11.1 5.6 27.8

学習、教育支援業（n=11） 27.3 27.3 9.1 9.1 27.3 18.2 27.3 9.1 9.1 18.2 9.1 9.1 0.0 54.5

医療、福祉(介護を含む)（n=33） 36.4 9.1 9.1 6.1 6.1 33.3 15.2 9.1 42.4 9.1 15.2 0.0 0.0 30.3

サービス業（他に分類されないもの)（n=62） 35.5 27.4 8.1 4.8 14.5 24.2 12.9 4.8 24.2 16.1 11.3 4.8 3.2 32.3

その他の非製造業（n=11） 18.2 27.3 9.1 9.1 0.0 9.1 0.0 9.1 9.1 9.1 18.2 0.0 0.0 54.5
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（５）貴社の人材の充実させたい能力（複数回答） 

■「営業力、提案力」が４割弱、「マネジメント能力」が３割弱 

・人材の充実させたい能力は、「営業力、提案力」が 38.7％で最も高く、次いで「マネジメント能力」（25.9％）、

「お客さまへの接遇、マナー」（23.8％）。 

・従業員数別にみると、「51～100 人」「101 人以上」では「マネジメント能力」が６割強（順に 63.5％、

60.8％）、「営業力、提案力」が６割弱（順に 57.7％、58.8％）だった。一方、「５人以下」では「特に

なし」が過半数（50.6％）。 

・業種別にみると、製造業で割合が高いのは、「営業力、提案力」（印刷・同関連業：80.0％、ほか）、「品

質管理・検査の知識・技能」（電気機械器具製造業：55.0％、ほか）、「生産工程合理化能力」（プラスチッ

ク製品製造業、電気機械器具製造業：ともに 50.0％、ほか）など。一方、非製造業で割合が高いのは、

「営業力、提案力」（学術研究、専門・技術サービス業：75.0％、卸売業：63.6％、ほか）、「お客さま

への接遇、マナー」（飲食店：57.9％、医療、福祉（介護含む）：54.5％ほか）など。 

【図表 39－１】人材の充実させたい能力（複数回答） 

 
 

【図表 39－２】人材の充実させたい能力 × 従業員数 

 
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=803） 12.1 6.7 8.1 8.8 12.3 17.3 11.6 20.5 14.7 3.1 2.4 20.8 25.9 38.7 23.8 1.0 27.3

５人以下（n=354） 6.8 4.8 2.8 3.4 6.5 9.9 4.5 7.1 3.4 2.3 1.1 4.8 11.3 24.9 21.5 0.6 50.6

６～10人（n=102） 7.8 4.9 6.9 4.9 13.7 6.9 4.9 22.5 10.8 1.0 2.0 19.6 18.6 41.2 28.4 2.0 15.7

11～50人（n=236） 18.2 9.7 12.7 15.3 16.5 24.6 19.5 30.1 23.7 4.2 2.5 33.9 36.0 49.2 25.8 1.7 8.5

51～100人（n=52） 17.3 5.8 11.5 17.3 21.2 36.5 25.0 46.2 34.6 3.8 5.8 50.0 63.5 57.7 19.2 0.0 1.9

101人以上（n=51） 25.5 9.8 23.5 15.7 21.6 39.2 25.5 35.3 39.2 7.8 7.8 47.1 60.8 58.8 25.5 0.0 2.0
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【図表 39－３】人材の充実させたい能力 × 業種 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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食料品製造業（n=36） 27.8 11.1 0.0 11.1 5.6 11.1 25.0 44.4 25.0 0.0 0.0 22.2 22.2 30.6 11.1 0.0 33.3

繊維工業（n=44） 15.9 9.1 0.0 20.5 13.6 13.6 27.3 43.2 31.8 0.0 2.3 20.5 18.2 27.3 2.3 4.5 25.0

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12） 33.3 25.0 8.3 0.0 0.0 8.3 8.3 16.7 25.0 8.3 0.0 16.7 33.3 33.3 8.3 0.0 25.0

印刷・同関連業（n=10） 40.0 60.0 0.0 0.0 10.0 50.0 0.0 30.0 10.0 10.0 0.0 60.0 40.0 80.0 0.0 0.0 10.0

プラスチック製品製造業（n=24） 8.3 4.2 12.5 37.5 16.7 25.0 33.3 33.3 50.0 0.0 0.0 25.0 37.5 33.3 4.2 0.0 16.7

窯業・土石製品製造業（n=22） 31.8 4.5 0.0 9.1 18.2 13.6 22.7 36.4 18.2 9.1 9.1 9.1 13.6 27.3 9.1 0.0 22.7

非鉄金属製造業（n=10） 20.0 10.0 30.0 20.0 30.0 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0 20.0 10.0 10.0 20.0 0.0 0.0 30.0
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電気機械器具製造業（n=20） 25.0 5.0 25.0 5.0 20.0 30.0 15.0 55.0 50.0 0.0 0.0 35.0 60.0 50.0 5.0 0.0 5.0

その他の製造業（n=60） 26.7 10.0 5.0 5.0 20.0 18.3 15.0 15.0 18.3 5.0 3.3 11.7 20.0 33.3 8.3 0.0 26.7
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全体（n=803） 12.1 6.7 8.1 8.8 12.3 17.3 11.6 20.5 14.7 3.1 2.4 20.8 25.9 38.7 23.8 1.0 27.3

建設業（n=67） 3.0 7.5 32.8 7.5 25.4 28.4 7.5 32.8 6.0 3.0 4.5 34.3 34.3 43.3 23.9 0.0 19.4

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 7.7 0.0 0.0 0.0 15.4 15.4 7.7 7.7 0.0 15.4 7.7 0.0 0.0 15.4 15.4 0.0 46.2

運輸業、郵便業（n=17） 5.9 0.0 0.0 17.6 11.8 29.4 11.8 0.0 5.9 0.0 0.0 29.4 29.4 47.1 52.9 0.0 17.6

不動産業、物品賃貸業（n=35） 2.9 2.9 2.9 0.0 0.0 11.4 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 17.1 25.7 31.4 25.7 0.0 57.1

生活関連サービス業、娯楽業（n=20） 5.0 5.0 0.0 0.0 0.0 10.0 5.0 10.0 0.0 0.0 0.0 10.0 20.0 30.0 35.0 0.0 45.0

卸売業（n=33） 6.1 6.1 0.0 6.1 6.1 24.2 6.1 3.0 3.0 3.0 0.0 27.3 33.3 63.6 33.3 0.0 21.2

小売業（n=68） 4.4 1.5 2.9 4.4 4.4 17.6 2.9 4.4 1.5 1.5 1.5 7.4 23.5 54.4 42.6 0.0 30.9

飲食店（n=19） 21.1 5.3 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 21.1 10.5 26.3 57.9 0.0 36.8

学術研究、専門・技術サービス業（n=16） 0.0 12.5 37.5 0.0 18.8 18.8 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 31.3 43.8 75.0 37.5 0.0 18.8

学習、教育支援業（n=11） 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 27.3 9.1 36.4 27.3 0.0 45.5

医療、福祉(介護を含む)（n=33） 3.0 3.0 0.0 3.0 15.2 6.1 0.0 6.1 0.0 0.0 0.0 21.2 27.3 27.3 54.5 0.0 39.4

サービス業（他に分類されないもの)（n=63） 3.2 7.9 1.6 3.2 11.1 19.0 4.8 9.5 3.2 1.6 3.2 15.9 22.2 47.6 31.7 7.9 23.8

その他の非製造業（n=11） 9.1 9.1 9.1 0.0 9.1 0.0 9.1 9.1 18.2 0.0 0.0 27.3 9.1 18.2 18.2 0.0 36.4
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（６）貴社の人材育成で重要だと考える取組（３つまで） 

■「ＯＪＴ（現場での指導）」が７割強、「自己啓発・自己研鑽の促進」が約５割 

・人材育成で重要だと考える取組は、「ＯＪＴ（現場での指導）」が 71.6％で最も高く、次いで「自己啓発・

自己研鑽の促進」（50.4％）、「社内での研修」（47.6％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で「ＯＪＴ」が最も高く、特に「51～100人」では９割を超えた（90.4％）。

また、従業員数の少ない事業者では「自己啓発・自己研鑽の促進」が高い傾向にあり（６～10人：61.6％

など）、従業員数の多い事業者では「適材適所による人員配置（異動）やジョブローテーションによる

職域の拡大」が高い傾向にある（101人以上：54.9％など）。 

・業種別にみると、「自己啓発・自己研鑽の促進」が高いのは、製造業では「食料品製造業」（66.7％）、非製造

業では「小売業」（64.4％）、「社内での研修」が高いのは、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」

（63.6％）、「生産用機械器具製造業」（60.0％）、非製造業では「学術研究、専門・技術サービス業」（62.5％）。 

【図表 40－１】人材育成で重要だと考える取組（３つまで） 

 
 

【図表 40－２】人材育成で重要だと考える取り組み × 従業員数 
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101人以上（n=51） 86.3 45.1 49.0 54.9 19.6 39.2 2.0 0.0
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【図表 40－３】人材育成で重要だと考える取り組み × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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その他の非製造業（n=11） 45.5 45.5 9.1 45.5 9.1 63.6 0.0 18.2
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（７）貴社の人材育成の手法（複数回答） 

■人材育成の手法は、「ＯＪＴ（現場での指導）」が６割弱、「社内研修」が４割弱 

・人材育成の手法は、「ＯＪＴ（現場での指導）」が 58.8％で最も高く、次いで「社内研修」（38.3％）、「業

界団体主催の研修」「自己啓発・自己研鑽」（ともに 23.5％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で「ＯＪＴ」が最も高く、特に「51～100人」「101人以上」では９割を

超えた（順に 94.2％、96.1％）。一方、「５人以下」では「特に何もしていない」が過半数を占めた（52.2％）。 

・業種別にみると、「ＯＪＴ」が特に高いのは、製造業では「電気機械器具製造業」（85.0％）、「窯業・土

石製品製造業」（80.0％）、非製造業では「運輸業、郵便業」（81.3％）。「印刷・同関連業」や「運輸業、

郵便業」では「社内研修」が他と比べて高い（順に 60.0％、68.8％）。また、「運輸業、郵便業」では

「業界団体主催の研修」が過半数を占めた（50.0％）。 

【図表 41－１】人材育成の手法（複数回答） 

 

 

【図表 41－２】人材育成の手法 × 従業員数 
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【図表 41－３】人材育成の手法 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 38.5 38.5 0.0 15.4 0.0 15.4 7.7 0.0 38.5
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医療、福祉(介護を含む)（n=33） 66.7 48.5 24.2 27.3 6.1 33.3 3.0 0.0 21.2

サービス業（他に分類されないもの)（n=64） 68.8 48.4 10.9 34.4 7.8 25.0 4.7 3.1 21.9

その他の非製造業（n=12） 41.7 25.0 0.0 0.0 8.3 16.7 0.0 8.3 41.7
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（８）人材育成上の問題点（複数回答） 

■人材育成上の問題点は、「研修やＯＪＴなどの時間が確保できない」が約３割 

・人材育成上の問題点は、「研修やＯＪＴなどの時間が確保できない」が 29.8％で最も高く、次いで「対

象人材に意欲がない」（16.8％）、「対象となる人材がいない」（13.7％）、「人材が定着しない」（13.6％）。 

・従業員数別にみると、「研修やＯＪＴなどの時間が確保できない」は従業員数が多くなるにつれて割合が上

昇しており、「101人以上」では７割弱（68.6％）を占めた。「５人以下」では、「特になし」が６割強だっ

た（61.6％）。また、「対象人材に意欲がない」は従業員数の多い事業者で比率が高くなる傾向にある。 

・業種別にみると、「研修やＯＪＴなどの時間が確保できない」が特に高いのは、製造業では「プラスチ

ック製品製造業」（43.5％）など、非製造業では「サービス業（他に分類されないもの）」（42.2％）な

ど。「対象人材に意欲がない」は製造業では「電気機械器具製造業」（31.6％）、非製造業では「医療、

福祉（介護を含む）」（28.1％）が最も高くなり、「対象となる人材がいない」は製造業では「食料品製

造業」や「生産用機械器具製造業」（ともに 25.0％）、非製造業では「飲食店」（20.0％）で高くなった。 

【図表 42－１】人材育成上の問題点（複数回答） 

 
 

【図表 42－２】人材育成上の問題点 × 従業員数 
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【図表 42－３】人材育成上の問題点 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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食料品製造業（n=32） 37.5 9.4 25.0 0.0 3.1 9.4 18.8 0.0 6.3 0.0 40.6

繊維工業（n=42） 31.0 11.9 21.4 2.4 4.8 11.9 16.7 0.0 9.5 0.0 31.0

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12） 25.0 8.3 0.0 8.3 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 50.0

印刷・同関連業（n=10） 30.0 20.0 20.0 0.0 10.0 0.0 10.0 0.0 20.0 0.0 20.0

プラスチック製品製造業（n=23） 43.5 4.3 21.7 8.7 8.7 8.7 21.7 0.0 17.4 0.0 26.1

窯業・土石製品製造業（n=21） 33.3 4.8 23.8 0.0 4.8 19.0 4.8 0.0 4.8 0.0 42.9

金属製品製造業（n=37） 16.2 0.0 5.4 8.1 13.5 16.2 21.6 2.7 13.5 0.0 51.4

生産用機械器具製造業（n=12） 25.0 0.0 25.0 8.3 16.7 25.0 8.3 0.0 8.3 0.0 25.0

電気機械器具製造業（n=19） 31.6 5.3 15.8 15.8 0.0 15.8 31.6 5.3 15.8 0.0 31.6

その他の製造業（n=56） 21.4 7.1 12.5 8.9 1.8 1.8 8.9 0.0 3.6 3.6 50.0
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全体（n=781） 29.8 8.1 13.7 6.0 5.5 13.6 16.8 1.5 8.8 0.8 39.4

建設業（n=63） 36.5 6.3 14.3 9.5 9.5 22.2 25.4 0.0 19.0 0.0 25.4

電気・ガス・熱供給・水道業（n=12） 0.0 0.0 8.3 0.0 8.3 25.0 8.3 0.0 0.0 0.0 58.3

運輸業、郵便業（n=15） 33.3 26.7 6.7 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 6.7 0.0 40.0

不動産業、物品賃貸業（n=33） 9.1 9.1 6.1 3.0 0.0 6.1 9.1 3.0 0.0 0.0 69.7

生活関連サービス業、娯楽業（n=18） 16.7 11.1 5.6 0.0 0.0 5.6 0.0 5.6 0.0 0.0 55.6

卸売業（n=31） 32.3 3.2 12.9 9.7 9.7 16.1 19.4 0.0 19.4 3.2 25.8

小売業（n=68） 26.5 4.4 16.2 10.3 4.4 13.2 14.7 1.5 0.0 0.0 39.7

飲食店（n=20） 10.0 5.0 20.0 0.0 5.0 5.0 5.0 0.0 5.0 0.0 60.0

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 33.3 5.6 11.1 0.0 5.6 11.1 5.6 11.1 16.7 5.6 27.8

学習、教育支援業（n=12） 16.7 16.7 8.3 0.0 0.0 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 66.7

医療、福祉(介護を含む)（n=32） 18.8 9.4 6.3 3.1 3.1 21.9 28.1 0.0 6.3 0.0 56.3

サービス業（他に分類されないもの)（n=64） 42.2 12.5 12.5 4.7 7.8 15.6 23.4 3.1 7.8 1.6 31.3

その他の非製造業（n=12） 25.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 16.7 8.3 41.7
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（９）熟練従業員・技能者の退職（技能継承の問題）への今後の貴社の対応（複数回答） 

■技能継承への対応は、「全体」では「若手の訓練」が４割強、「５人以下」では「なにもしない・ 

必要なし」が約６割 

・技能継承の問題への今後の対応は、「若手の訓練」が 42.9％で最も高く、次いで「雇用延長・再雇用」

（36.4％）、「技能のある人材を中途採用」（31.5％）。 

・従業員数別にみると、「若手の訓練」は従業員数が多くなるにつれて割合が上昇する傾向にあり、「51～100人」

では８割強（82.7％）を占めた。「５人以下」では、「なにもしない・必要なし」が約６割だった（59.6％）。 

・業種別にみると、「若手の訓練」が特に高いのは、製造業では「木材・木製品製造業（家具を除く）」

（66.7％）や「電気機械器具製造業」（65.0％）など、非製造業では「運輸業、郵便業」（62.5％）など。

「雇用延長・再雇用」は、製造業では「繊維工業」（51.2％）などで高くなり、非製造業では「建設業」

（59.4％）などで高くなった。また、「技能のある人材を中途採用」は「電気機械器具製造業」や「運

輸業、郵便業」で特に高い（ともに 50.0％）。 

【図表 43－１】熟練従業員・技能者の退職への今後の対応（複数回答） 

 
 

【図表 43－２】熟練従業員・技能者の退職への今後の対応 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=777） 42.9 36.4 31.5 19.7 12.6 13.3 7.2 0.6 31.0

５人以下（n=332） 19.6 13.0 14.2 7.8 6.0 7.2 4.5 0.9 59.6

６～10人（n=100） 44.0 46.0 35.0 18.0 7.0 13.0 9.0 1.0 17.0

11～50人（n=232） 59.1 55.6 47.0 30.6 15.5 18.5 9.1 0.4 7.3

51～100人（n=52） 82.7 61.5 48.1 36.5 28.8 17.3 9.6 0.0 1.9

101人以上（n=51） 78.4 58.8 52.9 35.3 37.3 25.5 9.8 0.0 5.9
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【図表 43－３】熟練従業員・技能者の退職への今後の対応 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=777） 42.9 36.4 31.5 19.7 12.6 13.3 7.2 0.6 31.0

食料品製造業（n=34） 52.9 29.4 14.7 23.5 14.7 20.6 5.9 0.0 29.4

繊維工業（n=41） 41.5 51.2 26.8 29.3 4.9 17.1 2.4 0.0 26.8

木材・木製品製造業(家具を除く)（n=12） 66.7 50.0 8.3 25.0 8.3 8.3 0.0 0.0 33.3

印刷・同関連業（n=10） 50.0 20.0 20.0 40.0 30.0 10.0 10.0 0.0 20.0

プラスチック製品製造業（n=24） 50.0 50.0 29.2 37.5 29.2 20.8 8.3 0.0 20.8

窯業・土石製品製造業（n=21） 52.4 38.1 28.6 19.0 19.0 4.8 9.5 0.0 23.8

金属製品製造業（n=35） 48.6 42.9 45.7 17.1 17.1 17.1 5.7 2.9 28.6

生産用機械器具製造業（n=12） 58.3 50.0 41.7 50.0 8.3 8.3 8.3 0.0 8.3

電気機械器具製造業（n=20） 65.0 45.0 50.0 35.0 35.0 45.0 10.0 0.0 10.0

その他の製造業（n=55） 45.5 41.8 27.3 18.2 14.5 10.9 12.7 0.0 27.3
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全体（n=777） 42.9 36.4 31.5 19.7 12.6 13.3 7.2 0.6 31.0

建設業（n=64） 59.4 59.4 48.4 17.2 9.4 14.1 6.3 0.0 15.6

電気・ガス・熱供給・水道業（n=13） 38.5 15.4 23.1 7.7 7.7 0.0 23.1 0.0 46.2

運輸業、郵便業（n=16） 62.5 31.3 50.0 18.8 12.5 6.3 6.3 0.0 18.8

不動産業、物品賃貸業（n=32） 18.8 25.0 25.0 3.1 6.3 3.1 6.3 0.0 59.4

生活関連サービス業、娯楽業（n=19） 10.5 10.5 31.6 21.1 10.5 10.5 0.0 0.0 42.1

卸売業（n=31） 41.9 32.3 38.7 19.4 12.9 19.4 6.5 0.0 29.0

小売業（n=68） 32.4 33.8 25.0 7.4 5.9 7.4 7.4 0.0 36.8

飲食店（n=20） 25.0 5.0 20.0 15.0 0.0 0.0 0.0 0.0 65.0

学術研究、専門・技術サービス業（n=18） 27.8 38.9 33.3 16.7 16.7 22.2 0.0 5.6 22.2

学習、教育支援業（n=12） 16.7 8.3 16.7 8.3 8.3 25.0 0.0 0.0 66.7

医療、福祉(介護を含む)（n=30） 40.0 30.0 20.0 6.7 6.7 3.3 13.3 0.0 43.3

サービス業（他に分類されないもの)（n=60） 40.0 26.7 31.7 20.0 10.0 15.0 5.0 1.7 33.3

その他の非製造業（n=12） 16.7 25.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 50.0
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 問８．ＢＣＰ（事業継続計画）について                         

（１）ＢＣＰの作成状況 

■ＢＣＰは、「作成する予定なし」が「全体」では３割強、「５人以下」では 45％ 

・ＢＣＰの作成状況は、「作成済み」（9.7％）と「作成中」（3.2％）、「作成を検討中」（20.9％）の３つを

合わせた［作成に前向き］が全体の３分の１を占めた（33.8％）。「作成する予定なし」は３割強（31.3％）。 

・従業員数別にみると、［作成に前向き］は「５人以下」では１割強（13.9％）だったが、従業員数が多

くなるにつれて割合は高くなり、「101人以上」では全体の８割弱（76.5％）を占めた。 

・業種別にみると、［作成に前向き］は、製造業では「プラスチック製品製造業」や「電気機械器具製造

業」（順に 70.8％、60.0％）で特に高く、非製造業では「学習、教育支援業」（50.0％）で特に高い。

一方、「電気・ガス・熱供給・水道業」「飲食店」では１割未満だった（順に 8.3％、9.5％）。 

【図表 44－１】ＢＣＰの作成状況 

  
 

【図表 44－２】ＢＣＰの作成状況 × 従業員数 
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【図表 44－３】ＢＣＰの作成状況 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（２）ＢＣＰを必要と考える理由（複数回答） 

■「大規模自然災害などへの対策」が６割を超え、「101人以上」では９割強を占める 

・前問で「作成済」「作成中」「作成を検討中」の回答者にＢＣＰを必要と考える理由をたずねたところ、

「大規模自然災害などへの対策」が 65.3％で最も高かった。次いで「新型コロナを含む感染症への対

応」（44.5％）、「自社のイメージアップや信頼性向上」（41.1％）。 

・従業員数別にみると、「大規模自然災害などへの対策」は従業員数が多くなるにつれて増加傾向にあり、

「101人以上」では９割を超えた（92.3％）。また、「５人以下」では「自社のイメージアップや信頼性

向上」が他と比べて高い（47.8％）。 

・業種別にみると、「大規模自然災害などへの対策」は製造業で高い傾向にあり（電気機械器具製造業：75.0％

など）、「新型コロナを含む感染症への対応」は非製造業で高い傾向にある（サービス業（他に分類されな

いもの）：81.8％など）。また、「卸売業」では「自社のイメージアップや信頼性向上」が特に高い（72.7％）。 

【図表 45－１】ＢＣＰを必要と考える理由（複数回答） 

 
 

【図表 45－２】ＢＣＰを必要と考える理由 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=805） 26.0 65.3 44.5 22.3 18.5 41.1 1.9

５人以下（n=46） 4.3 50.0 47.8 15.2 6.5 47.8 4.3

６～10人（n=27） 37.0 44.4 37.0 11.1 11.1 22.2 3.7

11～50人（n=115） 24.3 64.3 44.3 23.5 20.9 44.3 0.9

51～100人（n=35） 31.4 74.3 51.4 25.7 17.1 42.9 0.0

101人以上（n=39） 46.2 92.3 41.0 33.3 33.3 35.9 0.0



103 

 

 

【図表 45－３】ＢＣＰを必要と考える理由 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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プラスチック製品製造業（n=17） 64.7 64.7 29.4 35.3 41.2 47.1 0.0

金属製品製造業（n=12） 33.3 58.3 25.0 8.3 16.7 41.7 0.0

電気機械器具製造業（n=12） 41.7 75.0 50.0 50.0 16.7 33.3 0.0

その他の製造業（n=20） 35.0 70.0 50.0 30.0 40.0 35.0 5.0
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建設業（n=26） 23.1 69.2 34.6 19.2 19.2 53.8 0.0

卸売業（n=11） 0.0 54.5 45.5 36.4 36.4 72.7 0.0

小売業（n=20） 10.0 45.0 45.0 15.0 0.0 50.0 5.0

医療、福祉(介護を含む)（n=12） 25.0 66.7 75.0 16.7 8.3 25.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの)（n=11） 18.2 45.5 81.8 27.3 0.0 54.5 0.0
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 問９．物価・資材・燃料等の高騰について                       

（１）原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況 

■原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況は、［コスト増加］が約９割を占めた 

・原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況は、コロナ前の「３年前」対比、コロナ後の「１年前」対比と

もに、全ての増加割合の回答を合わせた［コスト増加］が９割を占めた（順に 90.7％、90.0％）。 

・従業員数別にみると、従業員数が多くなるにつれて［コスト増加］の回答割合が上昇する傾向にあり、

「101 人以上」では「３年前」対比で 96.2％、「１年前」対比で 98.1％となった。一方、「５人以下」

では「３年前」対比で 86.7％、「１年前」対比で 84.6％だった。 

・業種別にみると、製造業では「木材・木製品製造業」、非製造業では「電気・ガス・熱供給・水道業」

「卸売業」で、「３年前」対比、「１年前」対比ともに 100％となった。 

【図表 46－１】原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況 

  
 

【図表 46－２】原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況 × 従業員数 
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【図表 46－３】原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況 × 業種 

＜製造業＞３年前対比 

  

 

＜製造業＞１年前対比 

  
                 ※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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＜非製造業＞３年前対比 

  

 

＜非製造業＞１年前対比 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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70％以上～100％未満の増加 100％以上の増加（２倍以上） コストは変わらない

コストは減少した
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（２）原材料・商品、資材、燃料等の高騰への対応策（複数回答） 

■「製商品やサービスへの価格への転嫁」は「５人以下」では５割弱、「101 人以上」では 75％ 

・原材料・商品、資材、燃料等の高騰への対応策は、「製商品やサービスへの価格への転嫁」が６割弱と

なり、突出して高い（57.0％）。次いで「自社でのコスト削減（人件費、水道光熱費の削減など）」（29.9％）、

「仕入・調達先の見直し（取引先の変更）」（20.9％）。 

・従業員数別にみると、「製商品やサービスへの価格への転嫁」は「５人以下」では５割弱だったが（47.9％）、

従業員数が多くなるにつれて割合が上昇しており、「101人以上」では４分の３を占めた（75.0％）。 

・業種別にみると、「製商品やサービスへの価格への転嫁」が特に高いのは、製造業では「生産用機械器具製

造業」（83.3％）や「木材・木製品製造業（家具を除く）」（80.0％）、非製造業では「卸売業」（81.8％）や

「建設業」（73.8％）。逆に、非製造業の「学術研究、専門・技術サービス業」や「医療、福祉（介護を含

む）」は極めて低い（順に 20.0％、11.1％）。 

【図表 47－１】原材料・商品、資材、燃料等の高騰への対応策（複数回答） 

 
 

【図表 47－２】原材料・商品、資材、燃料等の高騰への対応策 × 従業員数 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=719） 57.0 1.9 20.9 15.0 6.7 29.9 2.1 21.0

５人以下（n=309） 47.9 2.9 15.9 13.9 6.8 24.6 1.3 26.5

６～10人（n=92） 56.5 0.0 20.7 12.0 5.4 26.1 5.4 18.5

11～50人（n=212） 64.2 1.4 26.4 16.5 6.6 30.7 1.9 17.0

51～100人（n=49） 71.4 0.0 20.4 14.3 6.1 42.9 2.0 12.2

101人以上（n=48） 75.0 4.2 29.2 25.0 8.3 52.1 0.0 12.5
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【図表 47－３】原材料・商品、資材、燃料等の高騰への対応策 × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  
※回答数が 10 社未満の業種は非表示、回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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全体（n=719） 57.0 1.9 20.9 15.0 6.7 29.9 2.1 21.0

建設業（n=61） 73.8 0.0 21.3 16.4 6.6 26.2 3.3 13.1

電気・ガス・熱供給・水道業（n=11） 54.5 0.0 18.2 9.1 0.0 27.3 0.0 36.4

運輸業、郵便業（n=15） 46.7 0.0 13.3 13.3 20.0 26.7 6.7 26.7

不動産業、物品賃貸業（n=21） 28.6 9.5 14.3 4.8 0.0 28.6 0.0 47.6

生活関連サービス業、娯楽業（n=17） 35.3 5.9 17.6 11.8 0.0 29.4 0.0 29.4

卸売業（n=33） 81.8 0.0 15.2 15.2 3.0 21.2 0.0 9.1

小売業（n=67） 56.7 3.0 11.9 17.9 7.5 23.9 4.5 19.4

飲食店（n=18） 50.0 11.1 55.6 44.4 11.1 33.3 0.0 5.6

学術研究、専門・技術サービス業（n=10） 20.0 0.0 10.0 0.0 20.0 20.0 10.0 40.0

医療、福祉(介護を含む)（n=27） 11.1 0.0 29.6 7.4 7.4 25.9 0.0 51.9

サービス業（他に分類されないもの)（n=51） 35.3 2.0 23.5 15.7 9.8 37.3 3.9 23.5
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（３）価格転嫁の度合い 

■［価格転嫁が十分］は「生産用機械器具製造業」では９割も、「電気機械器具製造業」では４割 

・前問で「製商品やサービスへの価格への転嫁」の回答者に価格転嫁の度合いをたずねたところ、「コス

トの増加分以上に価格に転嫁した（しようとしている）」（7.9％）と「コストの増加分程度に価格に転

嫁した（しようとしている）」（51.5％）を合わせた［価格転嫁が十分］は、約６割を占めた（59.4％）。

一方、「コストの増加分には満たないが、価格に転嫁した（しようとしている）」は約４割（40.6％）。 

・従業員数別にみると、［価格転嫁が十分］は「101 人以上」では約４割（40.5％）となり、他の区分と

比べて特に低い。 

・業種別にみると、［価格転嫁が十分］が特に高いのは、製造業では「生産用機械器具製造業」「プラスチ

ック製品製造業」（順に 90.0％、77.8％）、非製造業では「卸売業」（70.4％）。一方、「電気機械器具製

造業」では４割（40.0％）で特に低い。 

【図表 48－１】価格転嫁の度合い 

  
 

【図表 48－２】価格転嫁の度合い × 従業員数 

  

コストの増加分以上に価格に転嫁

した（しようとしている）, 7.9%

コストの増加分程度

に価格に転嫁した

（しようとしている）, 

51.5%

コストの増加分には

満たないが、価格に

転嫁した（しようとし

ている）, 40.6%

（ｎ＝453）

7.9 

7.5 

8.3 

9.1 

8.6 

5.4 

51.4 

55.2 

45.0 

55.2 

51.4 

35.1 

40.6 

37.4 

46.7 

35.7 

40.0 

59.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=453）

５人以下（n=174）
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コストの増加分程度に価格に転嫁した（しようとしている）

コストの増加分には満たないが、価格に転嫁した（しようとしている）
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【図表 48－３】価格転嫁の度合い × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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（４）原材料・商品、資材、燃料等の今後の見通し 

■原材料・商品、資材、燃料等の見通しは［価格上昇］が８割強 

・原材料・商品、資材、燃料等の今後の見通しは、「大幅に上昇」（29.1％）と「やや上昇」（54.3％）を

合わせた［価格上昇］が８割強を占めた（83.4％）。「横ばいを維持する」は１割強（14.2％）、「やや下

落する」と「大幅に下落する」はほとんどみられなかった（順に 1.8％、0.5％）。 

・従業員数別にみると、全ての区分で［価格上昇］が８割を超え、特に「51～100人」が９割強で最も高

くなった（92.1％）。 

・業種別にみると、［価格上昇］が特に高いのは、製造業では「窯業・土石製品製造業」「その他の製造業」

「電気機械器具製造業」「食料品製造業」「印刷・同関連業」（順に 95.5％、94.8％、94.7％、93.9％、

90.0％）、非製造業では「飲食店」（95.2％）が高くなった。 

【図表 49－１】原材料・商品、資材、燃料等の今後の見通し 

  

 

【図表 49－２】原材料・商品、資材、燃料等の今後の見通し × 従業員数 
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【図表 49－３】原材料・商品、資材、燃料等の今後の見通し × 業種 

＜製造業＞ 

  

＜非製造業＞ 

  

※回答数が 10 社未満の業種は非表示 
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６．調査結果（地域別の主な動向） 

 事業所の地域別の主な動向については、本アンケートの対象先である県内中小企業・小規模事業者の

今後の支援策を検討するにあたって特に重要と思われる事項のうち、地域別に傾向の違いがみられた 

「現在の課題」「事業承継」「人材過不足状況」「ＢＣＰ」について、事業所の地域別の主な動向の取りま

とめを行った。 

 

（１）現在の課題（複数回答） 

■現在の課題は、「人材」が「湖東地域」「高島地域」では６割強 

・現在の課題を事業所の地域別にみると、全ての地域で「人材」が最も高くなり、特に「湖東地域」や「高

島地域」では６割を超えた（順に 61.2％、60.4％）。また、「資金力」は「甲賀地域」や「高島地域」、

「湖東地域」で比較的高く（順に 29.8％、28.3％、27.6％）、「販売力」は「高島地域」で特に高い（32.1％）。 

【図表 50－１】現在の課題 × 事業所の地域 

  

※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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（n=775）
56.3 11.1 13.3 3.5 8.1 10.2 19.7 5.0 14.8 2.5 21.5 6.6 6.6 1.7 3.7 0.8 6.5 1.2 7.1 2.3 5.5 5.5 6.3 8.0 16.0 2.2 12.3 3.6 0.6 3.5

大津地域

（n=141）
56.0 9.9 15.6 5.7 10.6 7.8 22.0 5.0 18.4 2.8 19.1 7.1 5.0 0.0 4.3 0.7 5.7 0.7 6.4 2.1 5.7 2.8 9.2 7.1 11.3 2.8 12.1 3.5 0.0 2.1

南部地域

（n=176）
55.7 10.8 14.2 4.0 6.8 11.4 14.8 8.0 14.8 2.8 19.3 5.7 9.1 1.1 2.3 0.6 5.1 0.0 6.8 1.1 5.1 8.0 5.1 8.5 14.8 4.0 17.0 3.4 1.1 5.7

甲賀地域

（n=84）
59.5 14.3 9.5 3.6 2.4 11.9 16.7 2.4 11.9 0.0 29.8 8.3 3.6 3.6 3.6 0.0 8.3 3.6 11.9 2.4 3.6 2.4 6.0 6.0 20.2 0.0 15.5 4.8 0.0 1.2

東近江地域

（n=116）
54.3 12.9 15.5 0.9 10.3 11.2 19.8 6.9 12.9 2.6 17.2 3.4 4.3 1.7 5.2 3.4 9.5 0.9 6.0 2.6 6.0 3.4 6.0 10.3 21.6 0.9 8.6 4.3 1.7 6.0

湖東地域

（n=98）
61.2 11.2 9.2 4.1 6.1 12.2 23.5 3.1 14.3 3.1 27.6 7.1 6.1 3.1 5.1 0.0 4.1 1.0 8.2 1.0 5.1 4.1 7.1 10.2 11.2 0.0 12.2 4.1 1.0 2.0

湖北地域

（n=101）
49.5 6.9 10.9 2.0 9.9 7.9 17.8 5.0 14.9 1.0 16.8 8.9 9.9 2.0 4.0 0.0 5.0 1.0 5.9 3.0 6.9 10.9 6.9 7.9 18.8 4.0 10.9 2.0 0.0 3.0

高島地域

（n=53）
60.4 11.3 15.1 1.9 9.4 9.4 32.1 0.0 15.1 5.7 28.3 7.5 7.5 1.9 1.9 0.0 11.3 3.8 5.7 7.5 5.7 7.5 1.9 3.8 17.0 0.0 3.8 3.8 0.0 1.9
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（２）後継者について 

■「高島地域」では、「事業承継については未定・わからない」が約半数 

・後継者を事業所の地域別にみると、「後継者は既に決まっている（親族）」と「後継者は既に決まってい

る（非親族）」を合わせた［後継者あり］が最も高いのは、「湖北地域」で 39.8％だった。次いで「東

近江地域」（36.5％）、「南部地域」（35.9％）、「甲賀地域」（35.8％）の順となった。一方、最も低いの

は「高島地域」（28.8％）で唯一３割を下回り、最も高い「湖北地域」（39.8％）と比較すると 11.0ポ

イントの差が出た。また、「高島地域」では「事業承継については未定・わからない」が約半数を占め

（49.2％）、他の地域（４割前後）よりも高い傾向にある。 

【図表 50－２】後継者 × 事業所の地域 
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全体（n=831）

大津地域（n=159）

南部地域（n=181）

甲賀地域（n=95）

東近江地域（n=126）

湖東地域（n=101）

湖北地域（n=103）

高島地域（n=59）

後継者は既に決まっている（親族）

後継者は既に決まっている（非親族）

事業承継する予定だが、具体的には決まっていない

事業承継したいが、後継者がいない（課題となっている）

事業承継については未定・分からない
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（３）今後の事業承継方針 

■「廃業する」は「高島地域」で５割弱、「湖東地域」で４割強 

・今後の事業承継方針（前問で「事業承継したいが、後継者がいない」「事業承継については未定・分か

らない」の回答者のみ）を事業所の地域別にみると、「大津地域」や「南部地域」などでは「まだ決め

る時期ではない」が最も高いのに対し（順に 64.5％、57.9％）、「高島地域」や「湖東地域」では「廃

業する」が最も高く４割を超えた（順に 48.3％、43.2％）。 

【図表 50－３】今後の事業承継方針 × 事業所の地域 

  
 

（４）事業承継における課題（複数回答） 

■「甲賀地域」「湖北地域」では「業界の先行きが不透明」が５割程度 

・事業承継における課題を事業所の地域別にみると、「業界の先行きが不透明」がほとんどの地域で最も高

くなり、「甲賀地域」や「湖北地域」で特に高い（順に 50.6％、48.5％）。「高島地域」のみ「経営状況が

厳しい」が最も高い（47.5％）。 

【図表 50－４】事業承継における課題 × 事業所の地域 

  
※回答率１位を有色で表示、上位３位までの選択肢に下線 
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大津地域（n=146） 32.2 41.8 21.2 22.6 8.9 16.4 6.2 5.5 2.7 9.6 2.7 17.8
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（５）現在の人材過不足状況 

■［人材不足］は「高島地域」「南部地域」「東近江地域」で６割超 

・現在の人材過不足状況を事業所の地域別にみると、「やや不足している」（46.0％）と「不足している」

（11.0％）を合わせた［人材不足］は「高島地域」（63.8％）で最も高く、次いで「南部地域」（61.2％）、

「東近江地域」（60.9％）、「湖東地域」（59.2％）の順となった。 

【図表 50－５】人材過不足状況 × 事業所の地域 
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やや不足している 大幅に不足している
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（６）ＢＣＰの作成状況 

■［作成に前向き］は「南部地域」と「大津地域」で４割前後、一方「湖東地域」「湖北地域」では 

低く、特に「湖北地域」では「作成済み」が極めて低い 

・ＢＣＰの作成状況を事業所の地域別にみると、「作成済み」「作成中」「作成を検討中」の３つを合わせた［作

成に前向き］は「南部地域」や「大津地域」で高い（順に 41.4％、38.8％）。一方、「湖東地域」や「湖北

地域」では低く（順に 24.5％、26.8％）、特に「湖北地域」では「作成済み」が 2.0％で、極めて低い。 

【図表 50－６】ＢＣＰの作成状況 × 事業所の地域 
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７．アンケート自由記述 

（１）製造業 

自由記述 業種(従業員数、事業所の地域) 

地下水の水質が 10 年前に比べて悪くなっており、水量も減っている。 

また、仕入で車を使っているが、ガソリン代が高いので、負担が大きい。 

食料品製造業 

（５人以下、高島地域） 

補助金を活用したいが、売上減少要件があるものが多い。勢いのある会

社に補助金を投入（投資）すべきだと思う。 

食料品製造業 

（６～10 人、大津地域） 

新商品のＥＣサイト運営費について、カード決済の負担が大きく、継続

を迷っている。小さいお店が個々の商品紹介と購入まででき、月額がお

さえられるようなサイトを運営してほしい。 

繊維工業 

（５人以下、大津地域） 

当社は既存の設備を使い特殊な加工を行っている。今年、県の補助事業

で効率化を進めるため機械の新調を考えたが、認可後半年での設置確認

では短すぎるため、もう少し余裕のある期間を設けてほしい。 

また、繊維加工業は、ボイラーで重油を焚き、加工や乾燥で電力を使う

ため、原油高により非常に経費が掛かる状態となっている。 

繊維工業 

（５人以下、湖東地域） 

上昇する人件費と生産コストに関しては、適度に補助がほしい。 
繊維工業 

（５人以下、高島地域） 

滋賀で育った若者の地元企業への就職斡旋。 
繊維工業 

（101 人以上、東近江地域） 

個人事業主であり、原材料や金物のコストの増加に困っている。 
木材・木製品製造業(家具を除く) 

（５人以下、南部地域） 

設備投資や人材確保に対する補助金や助成金などの拡充を希望。 
木材・木製品製造業(家具を除く) 

（11～50 人、湖北地域） 

滋賀県と市町の企業に対する施策が異なるため、方向性は統一してほし

い。 

窯業・土石製品製造業 

（５人以下、大津地域） 

多くの課題や根深い問題を抱えており、その課題や問題が何故に生じて

いるかなどの根本的な要因はアンケートでは回答できないため、現地訪

問による聞き取り調査も併用してほしい。 

鉄鋼業 

（11～50 人、東近江地域） 

競合他社や取引先の拒否等により、材料・商品・資材・燃料の上昇分を価

格に十分に転嫁できない。 

非鉄金属製造業 

（５人以下、湖東地域） 

補助金を相談する窓口がわからない。 

また、補助金申請について、書類作成などのサポートをして欲しい。 

金属製品製造業 

（５人以下、大津地域） 

コロナの影響で３年前から売上が下がったままであり、国や県の支援金

を欠かさずにお願いしたい。 

金属製品製造業 

（５人以下、高島地域） 
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自由記述 業種(従業員数、事業所の地域) 

外注先の高齢化に伴い、自社での加工を行うようにしているが、人材不

足、機械化したいが資金力不足と問題点が多々ある。県としての中小零

細企業への支援、補助金等を引き続き行ってほしい。 

また、就労支援も同じくらい重要であり、地場産業を盛んにすれば、良

い人材育成が可能になると思う。地場産業衰退を防ぐことの大切さを教

えて多方面からの支援をお願いしたい。 

金属製品製造業 

（湖東地域、６～10 人） 

原材料の高騰で、かなり収益が圧迫されている。特に当社は２次、３次

下請けであり、価格転嫁がしてもらえない。 

金属製品製造業 

（11～50 人、大津地域） 

コロナの影響が根強く残っており、あと１～２年は事業継続支援金が必

要な状況である。 

その他の製造業 

（５人以下、大津地域） 

ライバル会社が業界大手であり、異業種とタイアップを組んで事業を行

うため、過大な資金と発信力が必要となる。徐々にお得意様の要望が増

加しており、悩んでいる状況である。 

その他の製造業 

（５人以下、大津地域） 

当社は日本で唯一、竹製の丸窓を製作している。この技術を若い人につ

なげたい。 

その他の製造業 

（５人以下、東近江地域） 

売上に対する落ち込みはないが、原材料不足でスポット的に仕入ができ

ない状況である。これらに対する補償は現在の所ないので困っている。 

その他の製造業 

（５人以下、東近江地域） 

滋賀県の伝統産業を、持続可能な産業として、施策を実行して欲しい。 
その他の製造業 

（５人以下、高島地域） 

農地転用を容易にし、事業用地に変更しやすくして欲しい。 
その他の製造業 

（11～50 人、東近江地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



120 

 

（２）非製造業 

自由記述 業種(従業員数、事業所の地域) 

新規事業をスタートさせる時に中小企業ではなかなか補助金などの対象

にならないことが多い。 

農林漁業 

（５人以下、東近江地域） 

一次産業である農業を活性できるような施策がほしい 
農林漁業 

（５人以下、高島地域） 

地域密着型の工務店経営をしているが、建設資材価格の高騰分を転嫁し

にくい状況である。コロナ禍の長期化で新築やリフォーム需要などが減

少しており、資材価格高騰分補填などの施策をお願いしたい。 

建設業 

（６～10 人、大津地域） 

瓦の屋根工事を行っているが、滋賀県の文化財は京都や奈良の業者に施

工させている。地元の工事は地元の業者を優先させてほしい。 

建設業 

（６～10 人、大津地域） 

日本橋のアンテナショップに工業製品のカタログを設置してほしい。 
建設業 

（11～50 人、高島地域） 

コロナによって市場が変わってきているため、これからの商売のやり方

が大変である。 

電気・ガス・熱供給・水道業 

（６～10 人、湖東地域） 

運送業のため、燃料高騰の影響を大きく受けている。物価高の社会情勢

により従業員への賃上げを行いたいが、原資の捻出が難しく、助成等が

あれば大変助かる。 

運輸業、郵便業 

（51～100 人、南部地域） 

閉鎖的イメージの払拭。 
金融業、保険業 

（５人以下、南部地域） 

このコロナで最も辛い思いをしている中小零細企業に手厚い応援をお願

いしたい。生きる権利さえ奪われかけている業界を助けて欲しい。 

平時は真面目に納税に励んでいる経済弱者（商店）を行政は見捨てるな！ 

不動産業、物品賃貸業 

（11～50 人、東近江地域） 

新型コロナウイルス感染症の影響で経営はまだまだ苦労しており、県を

あげての経済支援策に期待。 

生活関連サービス業、娯楽業 

（５人以下、南部地域） 

これからはＤＸの構築が大切と考え、社員をさまざまなセミナーに出席

させている。 

卸売業 

（11～50 人、湖北地域） 

中小企業が、今後さらに進むデジタル化に対応し、国や県の施策を有効

に活用するために、専門アドバイザーによるコーディネート支援やイン

ターネット環境整備のためのサポートの更なる充実と支援策を講じてほ

しい。 

卸売業 

（11～50 人、南部地域） 

現状では、世界一の技術が 10 年ほどでなくなってしまう。 
小売業 

（５人以下、高島地域） 

燃料高騰に対する太陽光パネルや停電に対する非常電源等の確保に向け

た投資を考えているが、使えそうな助成金が見当たらない。 

小売業 

（従業員数未回答、高島地域） 
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自由記述 業種(従業員数、事業所の地域) 

国に申請した補助金などの手続きを県と簡単に連携できるようにしてほ

しい。何度も同じような申請をさせるのは時間の無駄。 

飲食店 

（５人以下、東近江地域） 

パートさんの賃金上昇や弁当容器などの消耗品費増加で苦慮している。

販売価格への転嫁も、自社が先駆けては実施できず、難しい状況である。 

飲食店 

（５人以下、高島地域） 

物価が上がっても賃金が上がるから購買意欲が上がり、消費活動が活発

になるというサイクルを社会レベルで作って行くことが大切だと思うた

め、そのような施策や支援をお願いしたい。 

飲食店 

（11～50 人、高島地域） 

現在、①コロナ禍で収入が減っている、②競争相手が多く差別化が必要、

③常にスキルアップが必要であり費用の捻出に苦労している。 

医療、福祉(介護を含む) 

（５人以下、大津地域） 

今後人材（労働力）確保が厳しくなるため、若手（人材）確保を支援する

施策をお願いしたい。 

医療、福祉(介護を含む) 

（101 人以上、甲賀地域） 

中小企業向けの支援策について、どんなものがあるのか、わかりにくい。 
サービス業(他に分類されないもの) 

（５人以下、南部地域） 

原材料費がこれ以上高くならないようにしてほしい。 

また、電気代、水道代、ガス、消費税が上がらないように安心して仕事が

できるようにしてほしい。 

サービス業(他に分類されないもの) 

（５人以下、湖北地域） 

手続きが簡単な給付金があると、さまざまな事業に活力が出しやすい(資

金面で不安が減ると雇用や顧客サービスにも力を入れやすい)、 

サービス業(他に分類されないもの) 

（５人以下、湖北地域） 

戦争、値上げ、地球温暖化などに対して、現状にあった税制が必要（消費

税の増税など）。 

その他の非製造業 

（５人以下、南部地域） 
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８．ＳＷＯＴ分析（全体） 

（１）ＳＷＯＴ分析（全体） 

 本調査においては、アンケート結果を中小企業の施策立案に役立てるために、アンケート内容から読

み取れる「強み（Ｓ）」、「弱み（Ｗ）・課題」といった内部環境要因と、「滋賀県中小企業の活性化の推進

に関する条例施行後 10年間の中小企業活性化施策の総括・検証および今後の取組の展開について（中間

報告）」を基本とした外部環境要因（「機会（Ｏ）」、「脅威（Ｔ）」）の組み合わせによるＳＷＯＴ分析（※）

を行うことで、今後の施策に必要なヒアリング項目の提言を行っている。 

※「ＳＷＯＴ分析」とは、内部環境要因と外部環境要因について、「強み（Strength）」、「弱み（Weakness）」、「機会

（Opportunity）」、「脅威（Threat）」の４つの視点で分析し、課題や方向性などを明らかにする分析手法 
 

①アンケート内容から読み取れる内部環境要因（「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」） 

内 

部 

環 

境 
要 

因 

強み（Ｓ） 弱み（Ｗ）・課題 

＜経営全般＞ 

(Ａ)取引先との関係が強固 

(Ｂ)技術力が高い 

(Ｃ)省エネや環境配慮の意識が高い 

(Ｄ)近隣での仕入や調達(製造業) 

(Ｅ)ＨＰなどのＷＥＢやオンライン営業・会議  

の活用 

(Ｆ)主要販売先は大手企業(系列取引なし)や 

中堅企業が多い(製造業) 

(Ｇ)主要販売先は同業他社が多い(非製造業) 

(Ｈ)新規の販売先・仕入先は取引先からの紹介

が多い 
 

＜立地＞ 

(Ｉ)受注先との距離が近い 

(Ｊ)高速道路網が発達している 

(Ｋ)自然災害が少ない 

(Ｌ)近畿圏、中部圏、北陸圏の中央に位置して 

おり、立地が良く、インバウンド需要も期待

できる(●) 

 

＜人材＞ 

(Ｍ)給与(賃金体系)や休暇制度などの積極的な 

見直し 

(Ｎ)従業員の定年延長・再雇用の検討、実施 

＜経営全般＞ 

(ａ)売上が減少傾向 

(ｂ)ＳＤＧｓの事業への活用が不十分 

(ｃ)仕入先の新規開拓が不十分 

(ｄ)研究開発の実施が不十分 

(ｅ)競合他社が多い(非製造業) 

(ｆ)原材料などの高騰 

(ｇ)価格転嫁が不十分 
 

＜立地＞ 

(ｈ)鉄道や路線バスなどの公共交通機関の  

利便性が悪い(２次交通：駅から学校や  

観光地に行くための交通手段) 

(ｉ)交通渋滞など、道路交通事情が悪い(●) 

(ｊ)大規模な工業団地の開発余地が乏しい(●) 

 

＜事業承継＞ 

(ｋ)経営状況が厳しく、業界の先行きが不透明 

(ｌ)適切な後継者が不在 

(ｍ)後継者の育成が不十分 

 

＜人材＞ 

(ｎ)人材不足(特に専門技能を持つ人材) 

(ｏ)統率力やマネジメント能力が不十分 

(ｐ)営業力・提案力が不十分 

(ｑ)お客さまへの接遇・マナーが不十分(非製造業) 

(ｒ)研修やＯＪＴの時間が確保できない 
 

※●は、アンケートではなく独自に追加した項目を表記 
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②「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例施行後 10年間の中小企業活性化施策の総括・検証およ

び今後の取組の展開について（中間報告）」を基本とした外部環境要因（「機会（Ｏ）」「脅威（Ｔ）」） 

外 

部 

環 

境 

要 

因 

機会（Ｏ） 脅威（Ｔ） 

＜国内、海外の動向＞ 

(あ)県内企業の輸出額は増加傾向 

(い)円安および水際対策の緩和による外国人観光

客(インバウンド)の復調・増加 

(う)グローバル化の見直しによる海外の量産 

工場などの国内回帰の動き 

＜人材＞ 

(え)「改正入管法」施行により、外国人材の受入が活発 

(お)副業・兼業などを含む働き方の多様化 

＜起業・事業承継＞ 

(か)Ｍ＆Ａを利用した事業承継のイメージ良化 

(き)行政や金融機関の事業承継支援体制の拡充 

(く)県内全市町で「創業支援事業計画」(中小企業庁)

の認定を取得済であり、創業・スタートアップ

への支援体制は拡充 

＜デジタル＞ 

(け)オンラインやデジタルの急速な普及 

(こ)Society5.0(仮想空間と現実空間の融合により、

経済発展と社会的課題の解決を両立)の推進 

(さ)５Ｇ(「高速大容量」「高信頼・低遅延通信」  

「多数同時接続」)の広がり 

(し)ロボットやＡＩ技術のさらなる進歩 

(す)デジタル化、ＤＸ、データドリブンの推進 

＜グリーン＞ 

(せ)ＳＤＧｓ、ＥＳＧ(環境・社会・ガバナンス)  

投資の拡大 

(そ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた世界的な動き 

＜その他＞ 

(た)大手企業による地方への本社移転気運の高まり 

(ち)北陸新幹線の敦賀駅までの延伸(2024 年) 

(つ)滋賀県で「国スポ・障スポ」の開催(2025 年) 

(て)「大阪・関西万博」の開催(2025 年) 

(と)県立高等専門学校の設立予定(2027 年) 

(な)県内には大学が13校あり人口10万人あたりの

学生数は全国３位 
 

＜国内、海外の動向＞ 

(ア)日本の労働生産性は、主要先進７か国で最下位 

  (2020 年の日本の平均年収は 424 万円/世界 22

位、20年間で 0.3％の上昇にとどまる※アメリ

カは＋25％) 

(イ)技術革新による既存事業の衰退、撤退 

(ウ)大規模自然災害の増加 

(エ)新型コロナの長期化による経済環境の悪化 

(オ)海外展開の進展による知的財産権のトラブル

増加 

(カ)原材料等のさらなる価格高騰や調達 

スケジュールの遅延 

(キ)円安や燃料高によるインフレの加速 

(ク)景気悪化による国内消費の停滞 

＜人材＞ 

(ケ)少子高齢化による労働人口の減少 

＜起業・事業承継＞ 

(コ)海外に比べての、起業家の少なさ 

(サ)起業ニーズの多様化(コワーキング、社会的 

課題への対応など) 

＜デジタル＞ 

(シ)データ使用量の急増による、通信障害や 

データ処理速度の遅延 

(ス)サイバー攻撃の高度化、複雑化 

＜グリーン＞ 

(セ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた代替 

エネルギーの確保難 
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（２）クロスＳＷＯＴ分析（滋賀県が実施を検討すべき政策・支援）（全体） 

①「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「機会（Ｏ）」 

 機会（Ｏ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【機会（Ｏ）】…積極戦略 

「強み」によって「機会」を最大限に活用するために取り組むべきこと 
 

 

■新たな商流に関する最新情報の提供やビジネスマッチングの促進支援 

※Ｐ122(Ｂ)(Ｌ)とＰ123(た)(ち)(つ)(て)より参照 
 

■デジタル技術（AI、IoT、IT、EC、SNS などを含む）のさらなる活用促進 

※Ｐ122(Ｅ)とＰ123(す)より参照 
 

■デジタル人材の育成に対する支援 

※Ｐ122(Ｅ)とＰ123(す)より参照 
 

■ワーケーションの推進によるデジタル人材などの移住促進 

※Ｐ122(Ｋ)(Ｌ)とＰ123(お)(け)(さ)(こ)より参照 
 

■デジタル技術を活用したインバウンド対応の強化 

※Ｐ122(Ｌ)とＰ123(い)(け)(さ)(す)より参照 
 

■インバウンドを含む観光客を呼び込みための支援 

※Ｐ122(Ｌ)とＰ123(い)(ち)(つ)(て)より参照 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【機会（Ｏ）】…改善戦略 

「弱み」によって「機会」を逃さないために取り組むべきこと 
 

 

■観光分野を含むあらゆる分野でのＥＳＧやＳＤＧｓの活用支援・促進 

※Ｐ122(ｂ)とＰ123(い)(せ)より参照 
 

■事業経営のオンライン化・デジタル化推進支援 

※Ｐ122(ｈ)(ｉ)(ｊ)とＰ123(け)(こ)より参照 
 

■後継者候補となる人材の発掘・紹介、また後継者の育成に対する補助や支援 

※Ｐ122(ｌ)(ｍ)とＰ123(お)より参照 
 

■後継者のいない企業や事業者情報を取りまとめ、Ｍ＆Ａを含めた第三者への事業承継の推進 

※Ｐ122(ｌ)(ｍ)とＰ123(か)(き)より参照 
 

■ロボットやＡＩを活用した業務の省力化、効率化の推進 

※Ｐ122(ｎ)とＰ123(し)より参照 
 

■積極的な副業・兼業を活用した自社従業員の人材育成推進 

※Ｐ122(ｏ)(ｐ)(ｑ)(ｒ)とＰ123(お)より参照 
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②「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「脅威（Ｔ）」 

 脅威（Ｔ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【脅威（Ｔ）】…差別化・独自化戦略 

「強み」によって「脅威」による悪影響を回避するために取り組むべきこと 
 

 

■県内大手企業を含めた産業別の共同仕入体制などの検討 

※Ｐ122(Ａ)(Ｆ)(Ｇ)とＰ123(カ)より参照 
 

■域内（県内）での仕入・調達先のマッチング 

※Ｐ122(Ａ) (Ｉ)とＰ123(カ)より参照 
 

■積極的な技術革新に取り組む企業への補助金制度の創設 

※Ｐ122(Ｂ)とＰ123(イ)より参照 
 

■環境（脱炭素やＣＯ₂ネットゼロなど）に特化した起業家の育成、支援 

※Ｐ122(Ｃ)とＰ123(コ)より参照 
 

■大手企業の新たなデータ拠点（例えばデータセンター）や物流倉庫などの誘致 

※Ｐ122(Ｋ)(Ｌ)とＰ123(シ)より参照 
 

■人的資源への積極的投資支援（資格取得支援、教育研修支援など） 

※Ｐ122(Ｍ)(Ｎ)とＰ123(ケ)より参照 
 

■自社従業員や福利厚生制度と健康関連産業との連携支援やマッチング 

※Ｐ122(Ｍ)(Ｎ)とＰ123(ケ)より参照 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【脅威（Ｔ）】…守備徹底戦略 

「弱み」と「脅威」により最悪の結果となることを回避するために取り組むべきこと 
 

 

■既存取引先の新たなニーズや新事業・新分野などの新たな収益源確保に対応する新規設備投資へ

の補助や支援 

※Ｐ122(ａ)(ｄ)とＰ123(サ)より参照 
 

■代替エネルギーを積極的に利用している事業者に対する表彰制度創出 

※Ｐ122(ｂ)(ｆ)とＰ123(セ)より参照 
 

■女性活躍や障がい者雇用、高齢者や外国人材活用のさらなる推進 

※Ｐ122(ｎ)とＰ123(ケ)より参照 

 

 

 

 

 

 

 

 



126 

 

９．ＳＷＯＴ分析（従業員数５人以下の事業所） 

（１）ＳＷＯＴ分析（従業員数５人以下の事業所） 

本調査では、県内事業者の大半を占め、かつ本アンケートでも最も回収率の高い「従業員５人以下の事

業所」の内容について、分析した。 
 

①アンケート内容から読み取れる内部環境要因（「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」） 

内 

部 

環 

境 

要 

因 

強み（Ｓ） 弱み（Ｗ）・課題 

＜経営全般＞ 

(Ａ)取引先との関係が強固 

(Ｂ)技術力が高い 

(Ｃ)新規の販売先・仕入先は取引先からの紹介が 

多い 

(Ｄ)オンリーワン製品・商品・技術力を保有して

いる事業者もいる 

(Ｅ)最終消費者への営業、販売が多い 

(Ｆ)主要販売先は建設業やサービス業、卸売業が 

多い(非製造業) 

 

＜立地＞ 

(Ｇ)受注先との距離が近い 

(Ｈ)自然災害が少ない 

(Ｉ)近畿圏、中部圏、北陸圏の中央に位置して  

おり、立地が良く、インバウンド需要も期待

できる(●) 

 

＜人材＞ 

(Ｊ)過半数が人材は適正水準 

＜経営全般＞ 

(ａ)売上が減少傾向 

(ｂ)ＳＤＧｓの事業への活用が不十分 

(ｃ)研究開発の実施が不十分 

(ｄ)競合他社が多い 

(ｅ)原材料などの高騰 

(ｆ)価格転嫁が不十分 

(ｇ)ブランド力が低い 

(ｈ)資金力や販売力、情報発信力が弱い 

(ｉ)経常利益が赤字の事業者が多い 

(ｊ)省エネやＣＯ₂ネットゼロへの取組度は低い 

(ｋ)ＩＴ・デジタル技術の活用が不十分 

(ｌ)新規取引が少ない事業者が多い 

(ｍ)ＢＣＰの作成が不十分 

 

＜立地＞ 

(ｎ)鉄道や路線バスなどの公共交通機関の 

  利便性が悪い(２次交通：駅から学校や  

観光地に行くための交通手段) 

 

＜事業承継＞ 

(ｏ)経営状況が厳しく、業界の先行きが不透明 

(ｐ)適切な後継者が不在 

(ｑ)事業承継の未定先や廃業見込先が多い 
 

＜人材＞ 

(ｒ)専門技能を持つ人材が不足 

(ｓ)人材育成が不十分 
 

※●は、アンケートではなく独自に追加した項目を表記 

※下線は、従業員数５人以下の事業所に特に強くみられる特徴を表記 
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②「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例施行後 10年間の中小企業活性化施策の総括・検証およ

び今後の取組の展開について（中間報告）」を基本とした外部環境要因（「機会（Ｏ）」「脅威（Ｔ）」） 

外 

部 

環 

境 

要 

因 

機会（Ｏ） 脅威（Ｔ） 

＜国内、海外の動向＞ 

(あ)県内企業の輸出額は増加傾向 

(い)円安および水際対策の緩和による外国人観光

客(インバウンド)の復調・増加 

(う)グローバル化の見直しによる海外の量産 

工場などの国内回帰の動き 

＜人材＞ 

(え)「改正入管法」施行により、外国人材の受入が活発 

(お)副業・兼業などを含む働き方の多様化 

＜起業・事業承継＞ 

(か)Ｍ＆Ａを利用した事業承継のイメージ良化 

(き)行政や金融機関の事業承継支援体制の拡充 

(く)県内全市町で「創業支援事業計画」(中小企業庁)

の認定を取得済であり、創業・スタートアップ

への支援体制は拡充 

＜デジタル＞ 

(け)オンラインやデジタルの急速な普及 

(こ)Society5.0(仮想空間と現実空間の融合により、

経済発展と社会的課題の解決を両立)の推進 

(さ)５Ｇ(「高速大容量」「高信頼・低遅延通信」  

「多数同時接続」)の広がり 

(し)ロボットやＡＩ技術のさらなる進歩 

(す)デジタル化、ＤＸ、データドリブンの推進 

＜グリーン＞ 

(せ)ＳＤＧｓ、ＥＳＧ(環境・社会・ガバナンス)  

投資の拡大 

(そ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた世界的な動き 

＜その他＞ 

(た)大手企業による地方への本社移転気運の高まり 

(ち)北陸新幹線の敦賀駅までの延伸(2024 年) 

(つ)滋賀県で「国スポ・障スポ」の開催(2025 年) 

(て)「大阪・関西万博」の開催(2025 年) 

(と)県立高等専門学校の設立予定(2027 年) 

(な)県内には大学が13校あり人口10万人あたりの

学生数は全国３位 
 

＜国内、海外の動向＞ 

(ア)日本の労働生産性は、主要先進７か国で最下位 

  (2020 年の日本の平均年収は 424 万円/世界 22

位、20年間で 0.3％の上昇にとどまる※アメリ

カは＋25％) 

(イ)技術革新による既存事業の衰退、撤退 

(ウ)大規模自然災害の増加 

(エ)新型コロナの長期化による経済環境の悪化 

(オ)海外展開の進展による知的財産権のトラブル

増加 

(カ)原材料等のさらなる価格高騰や調達 

スケジュールの遅延 

(キ)円安や燃料高によるインフレの加速 

(ク)景気悪化による国内消費の停滞 

＜人材＞ 

(ケ)少子高齢化による労働人口の減少 

＜起業・事業承継＞ 

(コ)海外に比べての、起業家の少なさ 

(サ)起業ニーズの多様化(コワーキング、社会的 

課題への対応など) 

＜デジタル＞ 

(シ)データ使用量の急増による、通信障害や 

データ処理速度の遅延 

(ス)サイバー攻撃の高度化、複雑化 

＜グリーン＞ 

(セ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた代替 

エネルギーの確保難 
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（２）クロスＳＷＯＴ分析（滋賀県が実施を検討すべき政策・支援）（従業員数５人以下の事業所） 

①「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「機会（Ｏ）」 

 機会（Ｏ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【機会（Ｏ）】…積極戦略 

「強み」によって「機会」を最大限に活用するために取り組むべきこと 
 

 

■同業他社と連携したＥＳＧやＳＤＧｓに対応する業界全体での新商品共同開発の推進・支援 

※Ｐ126(Ａ)(Ｂ)とＰ127(せ)より参照 
 

■オンリーワン技術・技能のさらなる向上や開発、継承の推進 

※Ｐ126(Ｂ)(Ｄ)とＰ127(お)より参照 
 

■インバウンド需要などに向けた小規模事業者専用の体験型ツールの開発や周遊ルートの構築 

※Ｐ126(Ｅ)(Ｉ)とＰ127(い)より参照 
 

■大手企業の地方移転による新たな販路開拓や受注先の獲得（取引先と連携した共同受託） 

※Ｐ126(Ｃ)とＰ127(た)より参照 
 

■近隣の取引先や業界内の組合員などと連携した共同設備の導入支援 

※Ｐ126(Ｇ)とＰ127(し)より参照 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【機会（Ｏ）】…改善戦略 

「弱み」によって「機会」を逃さないために取り組むべきこと 
 

 

■海外販売を視野に入れた自社ブランドの確立支援や補助 

※Ｐ126(ｇ)とＰ127(あ)より参照 
 

■クラウドファンディングやＳＮＳのセミナー開催など、資金調達や情報発信に関する意識醸成や 

スキル向上支援 

※Ｐ126(ｈ)とＰ127(け)(す)より参照 
 

■ＥＣ等を活用した海外販売の強化など、デジタル技術（AI、IoT、IT、EC、SNS などを含む）の活用

促進 

※Ｐ126(ｋ)とＰ127(す)より参照 
 

■小規模Ｍ＆Ａなど廃業見込先の事業承継支援拡充 

※Ｐ126(ｐ)(ｑ)とＰ127(か)(き)より参照 
 

■大学や高専を活用した小規模事業者の従業員再教育推進 

※Ｐ126(ｒ)(ｓ)とＰ127(と)より参照 
 

■ｅラーニングやオンラインセミナーなど、スキルアップ機会の情報提供 

※Ｐ126(ｓ)とＰ127(け)より参照 
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②「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「脅威（Ｔ）」 

 脅威（Ｔ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【脅威（Ｔ）】…差別化・独自化戦略 

「強み」によって「脅威」による悪影響を回避するために取り組むべきこと 
 

 

■デジタル技術で小規模なオンリーワン技術を一同に発信するなど、世界に目を向けた販路拡大の 

取り組み 

※Ｐ126(Ｂ)(Ｄ)とＰ127(ク)より参照 
 

■人材の活性化（業務効率のさらなる向上）による労働生産性の向上支援・モデルケースの発掘 

※Ｐ126(Ｊ)とＰ127(ア)より参照 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【脅威（Ｔ）】…守備徹底戦略 

「弱み」と「脅威」により最悪の結果となることを回避するために取り組むべきこと 
 

 

■地域課題解決ニーズに対応した小規模事業者の第二創業に関する支援 

※Ｐ126(ｈ)(ｏ)とＰ127(コ)(サ)より参照 
 

■競合他社間で同じ取引先への納品物を共同輸送するなど、経費削減に向けた取り組みの支援 

※Ｐ126(ａ)(ｄ)(ｉ)とＰ127(ケ)より参照 
 

■小規模事業者におけるＩＴ・デジタル共同利用プラットフォームの創設支援 

※Ｐ126(ｋ)とＰ127(シ)(ス)より参照 
 

■円安や燃料高・資源高による価格転嫁が不十分な小規模事業者への補助や支援の拡充 

※Ｐ126(ｅ)(ｆ)とＰ127(カ)(キ)より参照 
 

■大規模災害リスクやサイバー攻撃リスクなどの情報発信とＢＣＰ計画策定のフォロー 

※Ｐ126(ｍ)とＰ127(ウ)(ス)より参照 
 

■同業他社や外注先への従業員派遣・出向にかかる支援 

※Ｐ126(ｒ)とＰ127(ケ)より参照 
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10．ＳＷＯＴ分析（製造業） 

（１）ＳＷＯＴ分析（製造業） 

本調査では、滋賀県の強みであり、県内総生産に占める割合が全国１位（44.6％）である「製造業」の

内容について、分析した。 
 

①アンケート内容から読み取れる内部環境要因（「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」） 

内 

部 

環 

境 

要 

因 

強み（Ｓ） 弱み（Ｗ）・課題 

＜経営全般＞ 

(Ａ)取引先との関係が強固 

(Ｂ)技術力が高い 

(Ｃ)省エネや環境配慮の意識が高い 

(Ｄ)近隣での仕入や調達 

(Ｅ)ＨＰなどのＷＥＢやオンライン営業・会議

の活用 

(Ｆ)主要販売先は大手企業(系列取引なし)や 

中堅企業が多い 

(Ｇ)新規の販売先・仕入先は取引先からの紹介

が多い 

(Ｈ)自社ブランドは一定数が保有 

(Ｉ)オンリーワン製品・商品・技術力を保有して

いる事業者もいる 

(Ｊ)短納期や多品種小ロットにも対応 

(Ｋ)販路開拓意識は高い 

 

＜立地＞ 

(Ｌ)受注先との距離が近い 

(Ｍ)高速道路網が発達している 

(Ｎ)自然災害が少ない 

(Ｏ)近畿圏、中部圏、北陸圏の中央に位置して  

おり、立地が良く、インバウンド需要も期待

できる(●) 

 

＜人材＞ 

(Ｐ)給与(賃金体系)や休暇制度などの積極的な 

見直し 

(Ｑ)従業員の定年延長・再雇用の検討、実施 

(Ｒ)若手への訓練(技能承継)は旺盛 

 

＜経営全般＞ 

(ａ)売上が減少傾向 

(ｂ)ＳＤＧｓの事業への活用が不十分 

(ｃ)仕入先の新規開拓が不十分 

(ｄ)研究開発の実施が不十分 

(ｅ)原材料などの高騰 

(ｆ)価格転嫁が不十分 

(ｇ)販売力や資金力が弱い 

(ｈ)生産効率・作業効率が悪い 

(ｉ)１社への売上依存度が高い業種もある 

(ｊ)研究開発が実用化に結び付いていない 

 

＜立地＞ 

(ｋ)鉄道や路線バスなどの公共交通機関の  

利便性が悪い(２次交通：駅から学校や  

観光地に行くための交通手段) 

(ｌ)大規模な工業団地の開発余地が乏しい(●) 

 

＜事業承継＞ 

(ｍ)経営状況が厳しく、業界の先行きが不透明 

(ｎ)適切な後継者が不在 

(ｏ)後継者の育成が不十分 
 

＜人材＞ 

(ｐ)人材不足(特に専門技能を持つ人材) 

(ｑ)統率力やマネジメント能力が不十分 

(ｒ)営業力・提案力が不十分 

(ｓ)研修やＯＪＴの時間が確保できない 

(ｔ)研修やＯＪＴの対象となる人材がいない 

 

※●は、アンケートではなく独自に追加した項目を表記 

※下線は、製造業に特に強くみられる特徴を表記 



131 

 

②「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例施行後 10年間の中小企業活性化施策の総括・検証およ

び今後の取組の展開について（中間報告）」を基本とした外部環境要因（「機会（Ｏ）」「脅威（Ｔ）」） 

外 

部 

環 

境 

要 

因 

機会（Ｏ） 脅威（Ｔ） 

＜国内、海外の動向＞ 

(あ)県内企業の輸出額は増加傾向 

(い)円安および水際対策の緩和による外国人観光

客(インバウンド)の復調・増加 

(う)グローバル化の見直しによる海外の量産 

工場などの国内回帰の動き 

＜人材＞ 

(え)「改正入管法」施行により、外国人材の受入が活発 

(お)副業・兼業などを含む働き方の多様化 

＜起業・事業承継＞ 

(か)Ｍ＆Ａを利用した事業承継のイメージ良化 

(き)行政や金融機関の事業承継支援体制の拡充 

(く)県内全市町で「創業支援事業計画」(中小企業庁)

の認定を取得済であり、創業・スタートアップ

への支援体制は拡充 

＜デジタル＞ 

(け)オンラインやデジタルの急速な普及 

(こ)Society5.0(仮想空間と現実空間の融合により、

経済発展と社会的課題の解決を両立)の推進 

(さ)５Ｇ(「高速大容量」「高信頼・低遅延通信」  

「多数同時接続」)の広がり 

(し)ロボットやＡＩ技術のさらなる進歩 

(す)デジタル化、ＤＸ、データドリブンの推進 

＜グリーン＞ 

(せ)ＳＤＧｓ、ＥＳＧ(環境・社会・ガバナンス)  

投資の拡大 

(そ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた世界的な動き 

＜その他＞ 

(た)大手企業による地方への本社移転気運の高まり 

(ち)北陸新幹線の敦賀駅までの延伸(2024 年) 

(つ)滋賀県で「国スポ・障スポ」の開催(2025 年) 

(て)「大阪・関西万博」の開催(2025 年) 

(と)県立高等専門学校の設立予定(2027 年) 

(な)県内には大学が13校あり人口10万人あたりの

学生数は全国３位 
 

＜国内、海外の動向＞ 

(ア)日本の労働生産性は、主要先進７か国で最下位 

  (2020 年の日本の平均年収は 424 万円/世界 22

位、20年間で 0.3％の上昇にとどまる※アメリ

カは＋25％) 

(イ)技術革新による既存事業の衰退、撤退 

(ウ)大規模自然災害の増加 

(エ)新型コロナの長期化による経済環境の悪化 

(オ)海外展開の進展による知的財産権のトラブル

増加 

(カ)原材料等のさらなる価格高騰や調達 

スケジュールの遅延 

(キ)円安や燃料高によるインフレの加速 

(ク)景気悪化による国内消費の停滞 

＜人材＞ 

(ケ)少子高齢化による労働人口の減少 

＜起業・事業承継＞ 

(コ)海外に比べての、起業家の少なさ 

(サ)起業ニーズの多様化(コワーキング、社会的 

課題への対応など) 

＜デジタル＞ 

(シ)データ使用量の急増による、通信障害や 

データ処理速度の遅延 

(ス)サイバー攻撃の高度化、複雑化 

＜グリーン＞ 

(セ)脱炭素、ＣＯ₂ネットゼロに向けた代替 

エネルギーの確保難 
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（２）クロスＳＷＯＴ分析（滋賀県が実施を検討すべき政策・支援）（製造業） 

①「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「機会（Ｏ）」 

 機会（Ｏ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【機会（Ｏ）】…積極戦略 

「強み」によって「機会」を最大限に活用するために取り組むべきこと 
 

 

■大企業出身の高度専門技術者の中途採用のさらなる推進 

※Ｐ130(Ａ)(Ｆ)(Ｐ)とＰ131(お)より参照 
 

■量産工場の国内回帰に対応するための設備投資支援 

※Ｐ130(Ａ)とＰ131(う)より参照 
 

■取引先大手企業の県内移転誘致による県内完結型のサプライチェーンの構築 

※Ｐ130(Ｄ)(Ｆ)(Ｌ)とＰ131(た)より参照 
 

■インバウンドに向けた小ロットの滋賀県オリジナル商品の開発支援 

※Ｐ130(Ｊ)とＰ131(い)より参照 
 

■自然災害リスクの小さい滋賀県への大手企業の本社移転誘致やワーケーションのモデル地区開発

支援 

※Ｐ130(Ｎ)とＰ131(た)より参照 
 

■技能を習得(承継)した従業員の起業・独立支援 

※Ｐ130(Ｒ)とＰ131(く)より参照 

 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【機会（Ｏ）】…改善戦略 

「弱み」によって「機会」を逃さないために取り組むべきこと 
 

 

■ＥＳＧやＳＤＧｓを活用した商品の開発や自社ブランド力の向上支援 

※Ｐ130(ａ)(ｂ)とＰ131(い)(せ)より参照 
 

■農地の工業団地への転用の検討、推進 

※Ｐ130(ｌ)とＰ131(た)より参照 
 

■海外人材の積極活用や大学・高専などと連携した地元企業への就職支援 

※Ｐ130(ｐ)とＰ131(え)(と)より参照 
 

■専門技術・技能のマニュアル化支援による技能習得の効率化支援 

※Ｐ130(ｐ)とＰ131(す)より参照 
 

■オンラインやバーチャルを活用した後継者育成やモノづくり研修のさらなる提供 

※Ｐ130(ｑ)(ｒ)(ｓ)(ｔ)とＰ131(け)(こ)(さ)より参照 
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②「強み（Ｓ）」「弱み（Ｗ）・課題」×「脅威（Ｔ）」 

 脅威（Ｔ） 

強
み
（
Ｓ
） 

 

【強み（Ｓ）】×【脅威（Ｔ）】…差別化・独自化戦略 

「強み」によって「脅威」による悪影響を回避するために取り組むべきこと 
 

 

■経済悪化に対応する、自社の技術を活かした付加価値の高い新事業（新商品）の創出支援 

※Ｐ130(Ｂ)とＰ131(エ)より参照 
 

■自動車のＥＶ化による既存自動車関連産業（部品製造、組立など）の事業転換にかかる支援 

※Ｐ130(Ｂ)(Ｃ)(Ｆ)とＰ131(イ)より参照 
 

■小ロット生産における設備の共同利用など「新しいモノづくり」の推進 

※Ｐ130(Ｂ)(Ｅ)(Ｊ)とＰ131(サ)より参照 
 

■新たな商圏の構築、販路の拡大支援、自社ブランドとのマッチング 

※Ｐ130(Ｈ)(Ｋ)(Ｌ)とＰ131(サ)より参照 

 

 

弱
み
（
Ｗ
）・
課
題 

 

【弱み（Ｗ）】×【脅威（Ｔ）】…守備徹底戦略 

「弱み」と「脅威」により最悪の結果となることを回避するために取り組むべきこと 
 

 

■本業の業種・業態転換や新分野への進出など、業績不振部門・売上偏重部門の事業再構築支援 

※Ｐ130(ａ)(ｉ)(ｍ)とＰ131(イ)(エ)(ク)(サ)より参照 
 

■研究開発の実用化に対応する新規設備投資や試作品開発への補助や支援 

※Ｐ130(ｄ)(ｊ)とＰ131(サ)より参照 
 

■生産効率・作業効率（労働生産性）の向上に関する専門家派遣の強化 

※Ｐ130(ｈ)とＰ131(ア)より参照 
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11．ヒアリング調査の提言 

（１）ヒアリング調査項目（当社提案） 

ヒアリング調査項目については、直近の情勢を踏まえて、以下の項目を「ヒアリング必須項目」とし、

それ以外のヒアリング項目については、ヒアリング事業者に応じて適宜取捨選択するものとする。 

ヒアリング必須項目 
・新型コロナが業界全体に与えた影響と売上回復状況（今後の見通し） 

・原材料高騰が業界全体に与えた影響と利益水準状況 

ＳＷＯＴ分析を踏まえたヒアリング調査項目は以下の通りである。 

強み(Ｓ)×機会(Ｏ) 

＜全体＞ 

・自社の強みとビジネスパートナーとなりうる事業者の属性 

・デジタル技術（AI、IoT、IT、EC、SNS などを含む）の現在の活用方法と今後の   

活用方針（設備投資費用やシステム費用、人件費などの費用対効果や導入後  

（予定）の売上・利益の増減など） 

・自社のデジタル人材の現状と育成方法・調達（採用）方針 

・インバウンド需要の今後の見通しと方針・対応策 
 

＜小規模事業者（従業員５人以下の事業所）＞ 

・ＥＳＧ・ＳＤＧｓの理解度と業界内での連携体制、また連携における課題 

・自社が保有する技術・技能の内容と、それらの継承状況（今後の見込み） 

・同業他社との競合状況と連携状況 
 

＜製造業＞ 

・今後の会社の方針と、それに必要な高度専門技術者の現状 

弱み(Ｗ)×機会(Ｏ) 

＜全体＞ 

・ＥＳＧ・ＳＤＧｓの理解度と、ＥＳＧ・ＳＤＧｓのビジネスへの具体的な活かし方

（既存取引先からの要請や海外取引先の動向など） 

・自社を含む業界全体の事業承継の現状と、事業承継が必要な理由（従業員の雇用

維持、取引先との関係など） 

・Ｍ＆Ａ（売り・買いのいずれも）の理解度（メリット・デメリット）とニーズ 

・設備投資で省力化・効率化できる作業とその費用対効果 
 

＜小規模事業者（従業員５人以下の事業所）＞ 

・クラウドファンディングやＳＮＳの理解度と利用実績 

・現在の自社の海外戦略における課題 

・雇用や従業員の再教育における現在の大学との連携状況（自社・業界全体は問わ

ない） 
 

＜製造業＞ 

・海外人材の活用状況 

・今後の技能承継問題に対する対応策（実施中のもの、実施を検討中のもの）と  

県に求める支援策 

・オンリーワン技術・技能の把握と技能承継に向けた課題 
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強み(Ｓ)×脅威(Ｔ) 

＜全体＞ 

・現在の共同仕入体制の有無と今後の検討するにあたっての課題や必要な支援策 

・自社のサプライチェーンのなかで、域内（県内）で調達が可能なもの、また今後

域内調達が可能となりうるものとその生産や加工にかかる補助や支援のニーズ 

・業界全体の技術革新の状況と、自社の現状 

 

＜小規模事業者（従業員５人以下の事業所）＞ 

・近隣同業他社の人員の状況と、自社の現状 
 

＜製造業＞ 

・既存設備を用いた技術や技能は、主要取引先からどのような評価を受けていて、

今後どれくらい需要があるか 

・自動車のＥＶ化による供給部品の変化など、技術革新が自社の業況に与える影響

とその対応策 

弱み(Ｗ)×脅威(Ｔ) 

＜全体＞ 

・新型コロナや原材料高騰における、自社の独自戦略の内容（新事業や同業他社と

の差別化など） 

・円安や燃料高の現状と価格転嫁の現状（できていない理由）、また業界全体（同業

他社）の価格転嫁の状況 
 

＜小規模事業者（従業員５人以下の事業所）＞ 

・現在の状況と今後の事業展開（事業再構築を含む） 

・ＢＣＰに対する考え方と今後の作成見通し 

・競合他社間での共同輸送や外注先への出向など、他社との連携状況 

 

＜製造業＞ 

・研究開発の実績と実用化に至るまでの経緯（実用化に至っていないものは、その

理由） 

・現在の業績不振部門・売上偏重部門と今後の事業再構築への計画 

 

（２）ヒアリング対象企業（当社提案） 

 ヒアリング対象先は、県内の各種組合や団体に所属していないような小規模事業者を対象に行うこと

を想定している。しかしながら、小規模事業者ではヒアリング対象者となる経営者本人が業務に直接従

事しており、業務の間を縫ってのヒアリングとなるため、十分なヒアリングを行うことができる先が限

られていると考えられるため、アンケート回答先全社をヒアリング対象先とした。 
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12．アンケート結果の考察および分析 

（１）事業活動について（Ｐ４～20） 

 自社の強みは「取引先との信頼関係」や「技術力」があげられており、技術力の高さが取引先との信頼

関係構築につながっていると考えられる。そのなかでも「従業員数５人以下」の小規模事業者では「技術

力」が特に高く（44.6％）、「オンリーワン製品・商品・技術」（14.6％）や「製造（加工）精度」（10.8％）

も他の区分と比べて高い。これら小規模事業者の技術力の高さは、県内産業の根幹を支えているといえ

るため、その強みを引き続き活かす政策が必要と考える。 

 また、自社の課題は「人材」が業種を問わず高くなっており、県内事業者では人材確保・育成が喫緊の

課題となっている。加えて、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、「資金力」（30.2％）や「販売力」

（24.0％）も他の区分と比べて高くなっている。また業種別では、「資金力」は「生産用機械器具製造業」

（41.7％）や「不動産業、物品賃貸業」（41.4％）などの販売・仕入単価の高い業種や「飲食店」（50.0％）

で高く、「販売力」は「食料品製造業」（33.3％）、「生活関連サービス業、娯楽業」（31.6％）、「小売業」

（30.8％）などの個人の生活に関連する業種で高くなっており、これらの事業者では物価高騰や景気動向

の影響を受けやすいため、引き続き注視が必要である。 

 

（２）最近の業況について（Ｐ21～52） 

 売上高を過去と比較すると、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、［売上減少］の回答割合が、10

年前対比：62.0％となり、６割強の事業者で売上が減少している。また、コロナ禍にあった１年前と比較

しても約半数の事業者で売上減少は続いており（１年前対比：50.6％）、依然として業況は厳しい。一方、

従業員数の多い事業者では［売上増加］の回答割合が高く、「従業員 51～100人」では 10年前対比：69.4％、

「従業員 101人以上」では 10年前対比：63.3％となり、それぞれ６割強の事業者で売上が増加している。

そのため、過去 10年間での県内事業者の売上動向は、従業員数の違いで二極化しているといえる。業種

別では、10年前対比で［売上増加］の回答割合が高いのは「電気機械器具製造業」（55.0％）、「窯業・土

石製品製造業」（52.2％）、「プラスチック製品製造業」（50.0％）。一方、［売上減少］の回答割合が高いの

は「飲食店」（87.6％）、「電気・ガス・熱供給・水道業」（75.0％）、「繊維工業」（72.9％）、「生活関連サ

ービス業、娯楽業」（71.4％）などであり、個人の生活に関連する業種で高くなる傾向にある。新型コロ

ナの拡大だけでなく、原油価格高騰や大幅な円安、消費者ニーズの変化により、小規模な事業者は収益構

造やビジネス環境の急激な変化に対応しきれず、売上減少へつながっているものと思われる。 

経常利益を過去と比較すると、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、［赤字］の回答割合が 10年

前対比：40.3％となり、売上減少に対して赤字事業者は少ない。これは、営業外収益に計上される新型コ

ロナや原材料高騰に対する補助金等が、経常利益の水準を底上げしているためと考えられる。 

従業員数を過去と比較すると、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、［従業員増加］の回答割合が

10年前対比：6.7％にとどまったのに対して、従業員数の多い事業者では［従業員増加］の回答割合が高

くなっている（「従業員 51～100人」10年前対比：60.8％、「従業員 101人以上」10年前対比：57.2％）。

これは前述の売上増加に対応するものと思われ、従業員数の多い事業者の事業規模は拡大傾向にある。

業種別では、10年前対比で［従業員増加］の回答割合が高いのは「電気機械器具製造業」（55.0％）、「プ

ラスチック製品製造業」（45.8％）、「食料品製造業」（32.3％）であり、売上増加業種と概ね一致する。一

方、［従業員減少］の回答割合が高いのは「飲食店」（68.8％）、「印刷・同関連業」（50.0％）、「繊維工業」
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（45.9％）、「木材・木製品製造業（家具を除く）」（41.6％）などであり、売上減少業種が多い。 

新型コロナ感染拡大以降における経済の急速な悪化への対応では、「従業員数５人以下」の小規模事業

者では、「雇用調整助成金の活用」は約１割（9.4％）にとどまっており、「特になし」の回答割合が約３

割（30.9％）だった。これは、限られた従業員で業務運営を行っているため代替人員が確保できず、コロ

ナ禍で売上が減少した際も通常通りの業務運営を継続せざるを得なかったためと考えられる。 

ＳＤＧｓの事業活動への活用事例は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、「ＳＤＧｓは事業活動

に活用していない」が８割弱（77.1％）となり、今後の活用方法を模索する必要がある。業種別で「ＳＤ

Ｇｓは事業活動に活用していない」の割合が高いのは「電気・ガス・熱供給・水道業」（91.7％）や「飲

食店」（76.5％）、「運輸業、郵便業」「その他の非製造業」（ともに 75.0％）、「不動産業、物品賃貸業」

（71.9％）、「繊維工業」（70.7％）、「金属製品製造業」（70.6％）であり、エネルギーやフードロス、リサ

イクルに関係すると思われる業種でも、活用事例は少なかった。ＳＤＧｓは未来社会において必要不可

欠なものであり、今後はこれらの事業者のブランド価値を高めるという意味でも、積極的な活用が求め

られる。 

活用しているＩＴ・デジタル技術は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、「ＩＴ・デジタル技術

は活用していない」が５割弱（46.1％）となった。一方で、「従業員数５人以下」の小規模事業者は最終

消費者への販売が５割強（51.9％）であり、新規取引の窓口となるホームページやＳＮＳ、電子商取引

（ＥＣ）の利用促進が望まれる。 

 

（３）取引関係について（Ｐ53～61） 

売上高の最上位１社への売上依存度は、業種で差がでており、製造業では「繊維工業」で３割強（34.8％）、

「非鉄金属製造業」「電気機械器具製造業」で３割（ともに 30.0％）、非製造業では「その他の非製造業」

で４割強（41.7％）が売上高の「80％以上」を１社に依存している。１社への売上依存は安定した継続取

引が見込める反面、依存先の発注状況に自社の売上が左右されてしまうため、本来は主要販売先を分散

させることが望ましい。 

新規取引のきっかけは、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、「過去１年間で新規取引先はない」

が「販売先（納入先）」で４割強（44.1％）、「仕入先」で７割弱（67.1％）を占め、取引先との関係が強

固である反面、新規開拓が十分にできていないことの懸念がある。また「ホームページなどのネット関

連」が２割強（22.8％）を占めているが、「従業員数５人以下」の小規模事業者での活用度合は「ホーム

ページ」が３割強（31.2％）、「ＳＮＳ」が約２割（19.4％）、「電子商取引（ＥＣ）」が 4.5％にとどまっ

ているため、ＩＴ・デジタル技術のさらなる活用が期待される。 

 

（４）研究開発について（Ｐ62～67） 

 「従業員数５人以下」の小規模事業者では、研究開発を「行っていない」が８割弱（78.8％）、研究開

発費を「特に計上していない」が８割強（81.2％）を占めており、研究開発が十分にできていないことの

懸念がある。また、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、研究開発にあたっての課題は「特に課題

はない」が７割強（72.0％）を占めているが、そもそも研究開発の必要性を感じている事業者が少ないこ

とが考えられ、今後は小規模事業者の技術力を活かした新商品の開発等が望まれる。 
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（５）立地について（Ｐ68～73） 

 立地のメリットは、全体では「自然災害が少ない」が４割強（42.4％）で最も高いが、「従業員数５人

以下」の小規模事業者では「長年のつきあい」が５割弱（46.6％）で最も高い。また、今後の拠点の考え

は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では「未定・分からない」が３割弱（27.5％）を占め、他の区

分より多い。そのため、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、関係が強固な取引先の動向に合わせ

て、今後の拠点を柔軟に変化させる可能性が考えられる。 

 

（６）後継者問題（Ｐ74～81） 

 後継者は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では［後継者あり］は２割強（21.5％）にとどまり、

「未定・分からない」が過半数（55.6%）を占める結果となった。また、「後継者がいない」「未定・分か

らない」の回答者に、今後の事業承継方針をたずねたところ、「従業員数５人以下」の小規模事業者では

「廃業する」が５割弱（45.4％）を占め、他の区分と比べて突出している。業種別では、業種を問わず、

概ね３～４割の割合で「廃業する」が回答されており、今後は様々な業種で小規模事業者の淘汰が進むも

のと思われる。また、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、前述の「新型コロナ感染拡大以降にお

ける経済の急速な悪化への対応」で「公的制度融資の利用（ゼロゼロ融資など）」が３割弱（27.6％）に

とどまっており、廃業を見越したうえで債務の増加を懸念し、資金調達を抑制している可能性が考えら

れる。 

 また事業承継における課題は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では「適切な後継者が不在」が約

３割（29.9％）を占めており、他の区分よりも 10ポイント以上高い。そのため、後継者不足が廃業方針

へ結びついていると思われる。 

 

（７）人材の確保・育成（Ｐ82～99） 

 人材の過不足状況は、従業員数の多い事業者で［人材不足］の割合が高いのに対して（101 人以上：

88.2％、51～100人：73.0％）、「従業員数５人以下」の小規模事業者では「適正である」が過半数（56.4％）

を占めた。また、人材採用に関する課題についても、「従業員数５人以下」の小規模事業者では「特にな

し」が６割強（64.2％）を占めており、人材の確保についての懸念は少ないと思われる。 

 しかしながら、「従業員数５人以下」の小規模事業者では、人材に充実させたい能力は「特になし」が

約５割（50.6％）、熟練従業員・技能者の退職への今後の対応は「何もしない・必要なし」が約６割（59.6％）

であり、人材育成自体に力を注げていない可能性もある。また、人材育成の不十分さが、後継者の不在に

結びついていることも考えられる。 

 

（８）ＢＣＰについて（Ｐ100～103） 

 ＢＣＰの作成状況は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では［作成に前向き］が１割強（13.9％）

で、他の区分と比較すると突出して低い。そのなかで「作成済み」はわずか 1.1％だった。また、ＢＣＰ

を必要と考える理由は、「従業員数５人以下」では「取引先の倒産やサプライチェーン寸断への対策」が

6.5％と突出して低くなっており、取引先や調達先のデフォルトに対しての危機管理意識が低いとも考え

られる。一方、「大規模自然災害などへの対策」は５割（50.0％）の事業者で意識できているが、他の区

分（101人以上：92.3％など）と比べると水準は低い。 
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（９）物価・資材・燃料等の高騰について（Ｐ104～112） 

原材料・商品、資材、燃料等の高騰状況は、［コスト増加］がコロナ前の３年前対比、コロナ禍の１年

前対比ともに９割を占めた（順に 90.7％、90.0％）。「従業員数５人以下」の小規模事業者でも［コスト

増加］の比率は８割を超えている（３年前対比：86.7％、１年前対比：84.6％）。一方、高騰への対応策

は、「従業員数５人以下」の小規模事業者では「製商品やサービスへの価格転嫁」が５割弱（47.9％）と

なっており、過半数で価格転嫁が実施できていない。また、「特に対応策は実施していない」も３割弱

（26.5％）で他の区分と比較すると高くなっている。これは、小規模事業者は最終消費者への販売が多い

ため、価格転嫁が売上減少へとつながる可能性が高いことや、ＢtoＢの場合は価格交渉力が弱いためと

考えられる。価格転嫁ができていないことが、売上や利益の減少に結びついているため、商品の付加価値

の増加や販路の拡大、仕入価格の軽減といった戦略が、今後は必要となる。 

 

（10）ＳＷＯＴ分析（Ｐ122～135） 

 アンケート結果を基にＳＷＯＴ分析を行ったところ、全体の「強み」は「取引先との関係性の強さ」や

「技術力の高さ」「省エネや環境意識の高さ」「好立地」「自然災害の少なさ」「従業員処遇の柔軟さ」など

があげられた。一方、全体の「弱み」は「売上が減少傾向」「ＳＤＧｓの活用が不十分」「新規開拓が不十

分」「研究開発が不十分」「原材料などの高騰、価格転嫁が不十分」「後継者の不在や育成が不十分」「人材

不足」「従業員スキルが不十分、また研修時間が確保できない」などがあげられた。 

これらを踏まえたクロスＳＷＯＴ分析（滋賀県が実施を検討すべき施策）では、今後県が実施を検討

すべき政策や支援を導き出している。県では、「滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例施行後 10年

間の中小企業活性化施策の総括・検証および今後の取組の展開について（中間報告）」（以下、「中間報告」）

で「滋賀の産業を担う「ひとづくり」の推進」、「中小企業の更なる成長を目指す新たなチャレンジ（変化

への挑戦）への支援」、「社会的課題解決に取り組み、地域に貢献する事業活動の促進と起業家の育成」

の３つ柱を打ち出しており、本件についても３つの柱に沿って以下の通り記載を行う。 

 「中間報告」では、「滋賀の産業を担う「ひとづくり」の推進」で、人材確保・人材育成・人材マッチ

ングがあげられている。そのため、今後は「後継者候補となる人材の発掘紹介、また後継者の育成に対す

る支援や補助」「資格取得支援や教育支援などの人的資源への積極的投資支援」「副業・兼業を活用した自

社従業員の人材育成推進」などを行う必要があり、そのなかでも「従業員５人以下」の小規模事業者に向

けては「ｅラーニングやオンラインセミナーなど、スキルアップ機会の情報提供」、製造業に向けては「専

門技術・技能のマニュアル化支援による技能習得の効率化」などを実施することが効果的と思われる。ま

た、生産性向上・多様な人材の労働参加率向上については、「ロボットやＡＩを活用した業務の省力化、

効率化の推進」「女性活躍や障がい者雇用、高齢者や外国人材活用のさらなる推進」などを行う必要があ

り、そのなかでも「従業員５人以下」の小規模事業者に向けては「人材の活性化（業務効率のさらなる向

上）による労働生産性の向上支援・モデルケースの発掘」、製造業に向けては「生産効率・作業効率（労

働生産性）の向上に関する専門家派遣の強化」などが有益と思われる。加えて、2027 年に新設予定の県

立高等専門学校や県内に 13校ある大学との連携を活かした「従業員の再教育推進」や「地元企業への就

職支援」も積極的に検討すべきである。 

「中小企業の更なる成長を目指す新たなチャレンジ（変化への挑戦）への支援」であげられている新

産業創出や研究開発、新商品開発は、県内中小企業等の喫緊の課題である、円安や原材料・仕入価格の高
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騰、また新型コロナでの消費者ニーズの変化を主要因とした売上高や収益の低下に歯止めをかけるため

に、特に重要な施策である。そのため、「新たなニーズや新たな収益源に対応する新規設備投資の補助や

支援」はもちろんのこと、経済悪化に対応した「付加価値の高い新事業（新商品）の創出支援」「業績不

振部門・売上偏重部門の事業再構築支援」だけではなく、今後予定されている北陸新幹線の敦賀駅延伸や

大阪・関西万博の開催などによる「新たな商流に関する最新情報の提供やビジネスマッチングの促進支

援」を行うことで、県内中小企業等の今後の事業展開のサポートが期待される。また、大手企業の地方へ

の本社移転気運が高まっており、これらを自然災害リスクの小さい本県に積極的に誘致することで、「従

業員５人以下」の小規模事業者では「取引先と連携した大手企業からの共同受託」、製造業では「県内完

結型のサプライチェーンの構築」が現実性を増してくる。 

イノベーション創出やＤＸにおいては、「デジタル技術のさらなる活用促進」が必要となるため、「ワー

ケーション推進によるデジタル人材などの移住促進」で専門的な人材を当県に呼び込む必要がある。「従

業員５人以下」の小規模事業者ではデジタル技術の活用が特に不十分であるため、行政が積極的に関与

を行い、例えば「デジタル技術で小規模なオンリーワン技術を一同に配信するなど、世界に目を向けた販

路拡大の取り組み」や複数の事業者の共同ＥＣサイトや共同ＳＮＳといった「小規模事業者におけるＩ

Ｔ・デジタル共同利用プラットフォームの創設支援」などの具体的な支援策を実施する必要があると思

われる。また製造業では、オンライン技能研修やバーチャル機器を活かしたＯＪＴなど「オンラインやバ

ーチャルを活用した後継者育成やモノづくり研修のさらなる提供」を積極的に検討すべきである。 

「社会的課題解決に取り組み、地域に貢献する事業活動の促進と起業家の育成」は、環境先進県であ

る当県にとって重要なキーワードといえる。当県が推進しているＣＯ２ネットゼロやＳＤＧｓビジネス

については、県内事業者の意識は高いが実際の取組事例は少ない。そのため、「観光を含むあらゆる分野

でのＥＳＧやＳＤＧｓの活用支援・促進」を行うと同時に、「代替エネルギーを積極的に利用している事

業者に対する表彰制度創出」を検討し、事業者のＣＯ２ネットゼロに対する機運を醸成する必要がある。

また、「ＥＳＧやＳＤＧｓを活用した商品開発」を支援することで、県内中小企業等のブランド力を向上

させる必要がある。スタートアップについては、上記のような「環境に特化した起業家の育成、支援」を

行うことはもとより、製造業の「技能を習得した従業員の起業・独立支援」なども今後必要度が増してく

る。 

以上 


